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用語解説 

 

※１ サプライチェーン 原料調達、製造、物流、販売、廃棄などの一連の流れ

全体のこと。 

※２ ＤＭＡＴ 災害派遣医療チーム。 

災害発生直後の急性期において、迅速かつ適切な救急

医療を提供することができるよう、専門的な訓練を受

けた医師・看護師・業務調整員で構成される医療チー

ムのこと。 

※３ ＢＣＰ 業務継続計画。 

災害・事故を受けて行政機能が低下し、人・物・情報

及びライフライン等の利用できる資源に制約がある中

でも、優先業務を中断させず、中断しても早期に復旧

させるための計画のこと。 

※３ ＦＵＪＩＳＡＮ ふじのくに防災情報共有システム。 

平成 23 年度に静岡県が構築したインターネット上

のシステムのこと。災害時に県内の市町から綿密な情

報が静岡県災害対策本部に伝達され、情報の共有化や

被害情報を基に総合的な災害対策を立案、実行に寄与

するシステムのこと。 

※５ L アラート 災害情報共有システム。 

自治体などが発する地域の災害情報を集約し、テレビ

やインターネット等の多様なメディアを通して一括配

信するサービスのこと。 

※６ Ｆネット ＮＴＴ（日本電信電話株式会社）のファクシミリ専用

ネットワーク。 

電話網とは別の専用ネットワークにより、複数の相手

に一斉配信することができる。 

※７ Ｊアラート 全国瞬時警報システム。 

緊急地震速報等の緊急情報を、人工衛星を用いて国か

ら送信し、市町の防災行政無線や携帯メール、コミュ

ニティ FM 等を自動起動させるもので、国から住民

まで緊急情報を瞬時に伝達するシステムのこと。 

※８ ＤＩＧ 災害図上訓練。 

地図を用いて災害対策を検討する訓練のこと。 
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※９ ＨＵＧ 避難所運営ゲーム。 

避難所運営を皆で考えるためのひとつのアプローチと

して静岡県が開発したもの。避難者の年齢や性別、国

籍やそれぞれが抱える事情が書かれたカードを、避難

所の体育館や教室に見立てた平面図にどれだけ適切に

配置できるか、避難所で起こる様々な出来事にどう対

応していくかを模擬体験するゲームのこと。 

※10 ＥＭＩＳ 広域災害救急医療情報システム。 

Emergency Medical Information System の略。

災害時に被災した都道府県を越えて、医療機関の稼動

状況など災害医療に関わる情報をインターネット上で

共有し、被災地域での迅速且つ適切な医療・救護に関

わる各種情報を集約・提供することを目的とした厚生

労働省が運営しているシステムのこと。 

※11 要配慮者 高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、その他特に配慮を

必要とする者のこと。 

※12 ＰＴＳＤ 心的外傷後ストレス障害。 

Post-Traumatic Stress Disorder の略。 

※13 災害時帰宅支援ステーション 企業が行政と「災害時における帰宅困難者支援に関す

る協定」を締結し、この協定に基づき支援活動を行う

拠点のこと。協定を締結している企業は、水道水の提

供、トイレの使用、道路状況等の情報提供などを行

う。 

※14 冗長化 コンピューターやシステムに何らかの障害が発生した

ケースに備え、予備装置等を普段から配置、運用して

おくこと。 

※15 ＬＰＷＡ Low Power Wide Area の略。 

少ない電力消費で数 km の長距離通信が可能になる

無線通信のこと。 
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第１章 基本的な考え方 

１ 島田市の国土強靭化に向けたこれまでの取組 

島田市は、日本の国土のほぼ中央、大井川の中下流域に位置し、静岡県の中央部である

志太榛原・中部地域の拠点都市である。北部は山地が多く、南部は大井川によって形成さ

れた扇状地及び牧之原台地からなっており、約 320 平方キロに及ばんとする市域の約８割

が山林や田畑などの自然的土地利用となっている。 

温暖な気候と大井川が織り成す豊かな自然環境、大井川鐵道などの観光交流資源、川越

遺跡などのここにしかない歴史・文化資源を守りつつ、高速交通拠点としての利点を活か

しながら、いつまでも住み続けたくなるまちづくりを行ってきた。 

一方、南海トラフ巨大地震や激甚化する風水害など、大規模自然災害のリスクは増えこ

そすれ減ることがない事実があり、少子高齢化の進捗や都市基盤としての各種インフラの

老朽化と限られた財源といった厳しい条件の中で、まちづくりの前提となる市民の命と暮

らしを守るためにハード面・ソフト面での防災・減災の取組を進めてきた。 

大規模地震対策特別措置法に基づく地震対策を進める中で、東海地震を対象とした第３

次被害想定に基づく行動計画として、島田市地震対策アクションプログラムを平成１９年

度に策定した。プログラムの主要な取組として、木造住宅耐震化や各家庭での家具固定、

避難所となる学校屋内運動場等の耐震化、緊急輸送路の整備、消防用資機材の整備、救護

所資機材の整備、自主防災組織の資機材整備、緊急物資の備蓄促進等の事業取組を推進し

てきた。また、地震対策アクションプログラムは、事業の進捗や南海トラフ巨大地震を対

象とした第４次被害想定を踏まえ、平成２５年度及び平成２８年度に改訂し、事業の進捗

を図ってきた。 

さらに、平成２８年の熊本地震を踏まえ、木造住宅耐震化や耐震シェルター設置補助

等、島田市の地震災害特性に応じた取組を加速した。 

風水害への対応としては、悲願の大井川牛尾山狭窄部の開削、護岸整備等が着実に進捗

しているほか、大井川水系等中小河川の洪水対策や急傾斜地の土砂災害対策についても、

県や国との連携の中で、土砂崩落防止工事等のハード対策を緊急性に応じて進めるほか、

避難体制構築等のソフト対策を組み合わせ、防災・減災効果を高める取組を進めてきてい

る。 

この間、平成２６年度に危機管理部を新設して、危機対応への総合的、一体的な対応と

危機管理体制全般の充実・強化を図ってきた。島田市地域防災計画や島田市要配慮者避難

支援計画等既存の計画の見直しと災害対応力の強化、自主防災組織を中核とした地域防災

力の強化、災害時応援協定締結や実践的な防災訓練の実施等、防災関係機関・自治体・事

業所等との連携強化の取組を進めてきた。 

平成２８年度には広域消防体制がスタートし、平成３０年度からは県の災害拠点病院と

しての機能を持つ新市民病院の建設が本格的にスタートする。計画の具体化が進んでいる

内陸フロンティア事業としての新東名高速道路島田金谷インターチェンジ周辺整備事業

は、防災拠点機能としても活用が期待できるものである。さらに、市役所本庁舎の建替え

方針が明確となり、災害対応の拠点施設整備に向けた方向性も明らかになりつつある。 
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平成２９年度末には、「笑顔あふれる安心のまち 島田」の実現を目指した第２次島田市

総合計画（以下、総合計画という｡）及び国土利用計画島田市計画の策定により、防災・減

災の取組の方向性とそのための市民協働における役割が明確にされた。 

このように、島田市は、地域コミュニティ力の強さ、市民の郷土愛を底力として、市民

協働の推進力を最大限に発揮しつつ「ここに住むすべての人の安全な生活を守る」取組を

積極的に進めている防災先進都市である。 

 

２ 島田市国土強靭化地域計画策定の趣旨 

(１) 国土強靭化の趣旨 

平成２３年に発生した東日本大震災から得られた教訓を踏まえ、個々の災害の都度、

長時間をかけて復旧・復興を図る「事後対策」の繰り返しを避け、従来の狭い意味での

「防災」の範囲を超えて、まちづくりの政策（医療・介護・福祉、子育て・教育、経

済・産業、環境、文化、地域、都市基盤、行財政等、市政全般わたる諸政策）を含めた

総合的な対応が求められている。 

千年の時をも見据えた、次世代を担う若者たちが将来に明るい希望を持てる国土を創

造するため、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土

強靭化基本法（以下「基本法」という｡）」が平成２５年１２月に公布・施行された。 

国土強靭化が目指すものは、想定外とも言える大規模自然災害等に対して、とにかく

人命を守り、また経済社会への被害が致命的なものにならず迅速に回復する、「強さと

しなやかさ（強靭さ）」を備えた国土、経済社会システムを構築することである。 

 

(２) 国土強靭化基本計画 

国は、基本法第１０条第１１項の規定に基づき、国土強靭化の基本方針や国が本来果

たすべき役割を踏まえ、国土強靭化に関する施策の推進に関する「国土強靭化計画」を

平成２６年６月に閣議決定した。この基本計画は、他の国土強靭化に係る国の計画等の

指針となるべきもので、以下の事項について定めている。 

ア 国土強靭化基本計画の対象とする国土強靭化に関する施策の分野 

イ 国土強靭化に関する施策の策定に係る基本的な指針 

ウ 前二号に掲げるもののほか、国土強靭化に関する施策を総合的かつ計画的に推進 

するために必要な事項 

 

(３) 静岡県国土強靭化地域計画 

県は、「内陸のフロンティア」を拓く取組や「地震・津波対策アクションプログラム

２０１３」等の国土強靭化に先駆けた県の取組を改めて評価したうえで、基本法第１３

条第１項の規定に基づき、県の国土強靭化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、「静岡県国土強靭化地域計画」を平成２７年４月に策定した。 

 

(４) 静岡県の国土強靭化に果たす島田市の役割 

島田市の地理的特性（沿岸部からの距離、大井川緑地等の存在）、空港を含む重要交

通拠点としての位置付け、南海トラフ巨大地震における被災地域全体の中での相対的な
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被害規模等から、災害応急対策のみならず、復旧・復興における静岡県の重要拠点の一

つとなり得る。したがって、島田市の防災・減災の取組や復旧・復興の進捗が、静岡県

等の広域にわたる地域の復旧・復興を後押しすることになり、島田市の国土強靭化は県

の国土強靭化に直接寄与することとなる。 

 

(５) 島田市国土強靭化地域計画策定の趣旨 

人口減少、少子高齢化が進行する中で持続的発展を遂げ、総合計画が目指す島田市の

将来像を実現するために、国土強靭化の観点から防災・減災のみならず、復旧・復興を

見据えた市の戦略的取組を体系化する。 

これにより、事業の進捗管理や総合計画と連動した総合的な取組の推進を容易にする

と共に、個別事業のスキーム構築や進捗も容易にする効果が期待される。 

 

３ 基本理念 

島田市は、防災・減災と地域発展を両立させる国土強靭化の趣旨を踏まえ、「笑顔あふれ

る 安心のまち 島田」の実現に向けて、強くしなやかな地域づくりを進める。 

この際、県中部圏域等の防災・減災及び復旧・復興の主たる拠点としての役割を考慮す

る。 

 

４ 基本目標 

 いかなる災害等が発生しようとも、以下の項目を基本目標とする。 

(１) 人命が最大限保護されること。 

(２) 市及び地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持されること。 

(３) 市民の財産及び公共施設に係る被害を最小化すること。 

(４) 復旧・復興をいち早く成し遂げること。 

(５) 県中部圏域等の防災・減災及び復旧・復興の主たる拠点としての役割を果たすための

基盤を強化すること。 

 

５ 事前に備えるべき目標 

基本目標達成(実現)のために、市の自然災害に係る特性等を考慮し、具体的に達成すべき

目標を「事前に備えるべき目標」として、以下のとおり設定する。 

 

(１)  大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される 

(２)  大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われ

る。また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる  

(３)  大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

(４)  大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

(５)  大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、

住民の避難行動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動をより円滑に行うた

めの態勢（物的・人的基盤）を早期に確保する 
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(６)  大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーン※１を含む）を機能

不全に陥らせない 

(７)  大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上

下水道、燃料等のライフライン及び通信、交通ネットワーク等のインフラを確保する

とともに、これらを努めて早期に復旧させる 

(８)  人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない 

(９)  大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件

を努めて早い段階で整備する 

(10) 防災、減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりが実現される 

(11) 復旧・復興段階で、県、広域応援部隊及び近隣市町との連携の拠点として活動し、

県全体の復旧・復興に寄与する 

 

６ 特に配慮すべき事項 

国土強靱化に関する施策の推進にあたっては、国の国土強靱化基本計画に定める「国土

強靱化を推進する上での基本的な方針」及び県の国土強靭化地域計画における「特に配慮

すべき事項」を踏まえ、島田市の国土強靭化に係る諸条件を念頭に、特に以下について配

慮する。 

(１) 複合的・長期的な視点による施策の推進 

施策の推進にあたっては、防災・減災の視点に加え、地域成長や自然環境の保全、各

種リスクを見据えた長期的な効率性・合理性の確保など、複合的・長期的な視点をもっ

て取り組む。 

また、市の重点プロジェクトや重要施策との相乗効果が得られるように取組を進め 

る。 

 

(２) ハード対策とソフト対策の最適な組み合わせ 

これまで以上にソフト対策を重視して、災害リスクや地域の状況等に応じて、ソフト

対策とハード対策を適切に組み合わせて効果的に取り組む。 

 

(３) 効果的・効率的な施策の推進 

限られた財源の中で着実に国土強靭化の取組を進めるために、公共施設マネジメント

の基本方針を念頭に既存インフラの有効活用に努めるとともに、国・県の制度を最大限

活用する。 

また、人口減少や少子高齢化の進行による市民の需要の変化や社会資本の老朽化等を

踏まえた施策及び平時でも有効に活用できる施策を工夫する。 

この際、将来的に緩やかな下降線を予感させる社会情勢の中にあって、真に必要な施

策・事業を選択し、資源を集中させ市民の幸福度を上げていく、量から質への転換、す

なわち「縮充」の考え方に沿った都市構造への転換の視点を取り込んでいく。 
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(４) 市民協働及び県、近隣市町、関係団体等との連携による施策の推進 

地域の特性・実情に応じて、自助、共助、公助の取組を的確に組み合わせる。この

際、市の強みを最大限活用できる施策を工夫する。 

また、国、県、近隣市町と住民、事業所が有機的に連携し、役割分担して取り組める

体制・仕組みを構築する。 

 

(５) 防災人材及び地域コミュニティ力のさらなる育成・活用 

地域の防災力を強化するため、災害発生時に自らの判断で的確な行動をすることがで

きる知識、智恵及び技術を持った人材や、次世代の地域の防災の担い手となる人材など

の育成・活用をさらに推進する。 

このため、正しく理解し（正しくおそれる）行動できるよう防災教育などのリスクコ

ミュニケーションに取り組む。 

また、島田市の強みである地域コミュニティ力の底上げにより施策の相乗効果を発揮

できるように努める。 

 

(６) 県の国土強靭化への貢献 

県の国土強靭化に果たす市の役割を念頭に、施策の付加価値を高め、県や国との連携

を容易にする。 

 

７ 対象とする災害 

蓋然性（起こる可能性）の高い南海トラフ巨大地震による災害や洪水・土砂災害等の風

水害等の大規模自然災害を対象（発生が予期される複合災害を含む）とする。 

この際、対策及び事業立案に際しては、大規模感染症、原子力災害等への対応の負荷軽

減を念頭に置く。 

 

８ 計画の位置付け 

総合計画を下支えする計画とする。 

また、国土強靭化に係る市のその他の計画の指針となる計画とする。 

 

９ 計画の対象期間等 

対象期間は、総合計画と同様平成 30年度～平成 37 年度（2018年度～2025 年度）

とする。また、原則として４年毎の見直しを行う。 
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《参考》 

 １ 国土強靭化基本計画における「国土強靭化を推進する上での基本的な方針」の主な内容 

 (１) 国土強靭化の取組姿勢 

 (２) 適切な施策の組み合わせ 

 (３) 効率的な施策の推進 

 (４) 地域の特性に応じた施策の推進 

    ・ 人のつながりやコミュニティ機能の向上 

    ・ 女性、高齢者、子ども、障害者、外国人等に十分配慮した施策 

    ・ 自然との共生、環境との調和、景観の維持に配慮 など 

 

 ２ 静岡県国土強靭化地域計画における「特に配慮すべき事項」 

 (１) 複合的・長期的な視点による施策の推進 

 (２) 良好な景観の形成と保全 

 (３) 防災人材の育成・活用 

 (４) 民間防災の促進 

 (５) 国や他県、関係団体等との連携 

 (６) 日本の国土強靭化への貢献 

 (７) 国際貢献 

 (８) その他 
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第２章 リスクシナリオ及び脆弱性評価に基づく重要課題 

１ 「事前に備えるべき目標」に対する「起きてはならない最悪の事態(リスクシナリオ)」 

5 つの基本目標を達成するため、11の「事前に備えるべき目標」と、この達成を阻害する最

悪のシナリオ（目標達成ができていない場合の様相）とその妨げとなるものとして、63 の「起

きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）」を設定した。 

リスクシナリオ設定に際しては、島田市の自然災害リスク（南海トラフ巨大地震の第４次被害

想定、洪水ハザードマップ、過去の災害事例、近年の激甚化する災害特性等）を考慮した。 

 

１ 

大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される 

１ 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

２ 地震等による土砂災害や堤防決壊等による死傷者の発生 

３ 台風・豪雨等に伴う洪水及び広域かつ長期的な浸水による死傷者の発生 

４ 台風・豪雨等に伴う大規模な土砂災害の発生による死傷者の発生 

５ 
情報伝達の不備や地域や施設での避難態勢の不備等に伴う避難行動の遅れによる多数の死傷者

の発生 

２ 

大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる。また、それが極

めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

１ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

２ 
避難経路や救援ルートの途絶等による、多数かつ長期にわたる孤立集落や孤立住民等の同時発

生 

３ 警察、常備消防、自衛隊等の被災地への進出困難による救助・救急活動力の絶対的不足 

４ 
消防団員の被災、道路の阻絶・浸水、ポンプ車の故障、防火水槽・消火栓の損壊等により、消

防団の機能発揮が困難 

５ 
住民の多数被災、自主防災組織倉庫の被災等により、自主防災組織としての救援・消火活動が

殆どできない事態の発生 

６ 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

７ 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）への水・食料等の供給不足 

８ 医療施設及び関係者等の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

９ 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

10 

避難所施設の被災や避難所運営体制構築の遅れにより、避難所運営が円滑にできない、安全が

確保できない状況の発生市外避難者の増大や想定外の避難者発生に伴う避難所の施設の絶対量

の不足 

11 
医療施設が被災、医療スタッフ不足、患者数の急激な増大により、患者の応急救護活動の実施

が困難 

12 
市民病院が医師等の医療スタッフや医療器材・医薬品不足により、救護病院・災害拠点病院と

しての機能を発揮できない 

13 
福祉避難所開設のための支援スタッフや救援物資提供の遅延により、民間社会福祉施設を活用

した福祉避難所の開設ができない 
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３ 

大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

１ 
防災拠点となる公共施設・車両・器材等の被災による行政機能の大幅低下（本庁舎、おおる

り、消防署、車両・器材等） 

２ 市職員の被災による行政機能の大幅低下 

３ 市の出先機関の被災による行政機能の大幅低下 

４ 
警察等、国・県の出先機関の機能低下に伴う大規模な交通マヒの発生、信号機故障等による交

通事故の大量発生 

５ 行政・地域の防犯・治安機能の悪化による、盗難等の犯罪の大量発生 

４ 

大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

１ 電力供給停止、同報無線設備、ネット回線の被災等による情報通信手段の機能発揮が困難 

２ 
テレビ・ラジオ報道、ネット配信の中断、電話不通等により、市民や関係機関に情報が伝達で

きない 

３ 高齢者等の災害弱者の情報獲得手段が限られていることによる重要情報伝達の不備 

５ 

大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、住民の避難行

動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動をより円滑に行うための態勢（物的・人的基

盤）を早期に確保する 

１ 幹線道路・橋りょうの被災により、緊急輸送ルートの確保が困難 

２ 緊急輸送ルートの開設を担当する建設業者の被災による緊急輸送ルート確保の大幅な遅延 

３ 
物資集積所施設の被災、人員配置や器材の不足による救援物資の受入・集積・配分体制構築の

遅延 

４ 
各地区での救援体制（地区対策本部体制等）構築未実施により、避難所から個々の被災者への

救援物資配分等が確実に実施できない 

５ 広域応援部隊の集結予定地区の被災による使用困難 

６ 緊急ヘリポートの被災、避難者の集合、アクセス道路の阻絶、要員配置の不足による使用困難 

６ 

大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

１ サプライチェーンの寸断等に伴う企業の生産力低下による経済活動の停滞 

２ 社会活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

３ 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

４ 基幹交通ネットワーク（陸上、航空）の機能停止 

５ 食料、水等の安定供給の停滞 

６ 事業再開に必要な人的資源、資金の不足 

７ 

大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等

のライフライン及び通信、交通ネットワーク等のインフラを確保するとともに、これらを努めて早

期に復旧させる 

１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能停止 

２ 
上下水道・ごみ処理等のライフライン・生活インフラ関連施設・設備の被災による長期間の機

能停止 

３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

４ 地域交通ネットワークが分断する事態 

５ 応急仮設住宅等の住宅支援対策の遅延による避難生活の長期化 

６ 被災者へのきめ細やかな支援の不足による心身の健康被害の発生 
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８ 

人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない 

１ 風評被害等による地域経済等の甚大な影響 

２ 原子力発電所の事故による放射性物質の放出 

３ 大規模火災による多数の死傷者の発生 

４ 連続地震、土砂災害等の複合災害による多数の死傷者の発生 

５ 感染症の大規模発生等による関連死の多数発生 

９ 

大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段

階で整備する 

１ 大量に発生する災害廃棄物の処理や遺体措置の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

２ 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

３ 高速道路や鉄道等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

４ 
被災者の住居（仮設住宅・みなし仮設住宅・復興住宅）や職の確保ができず生活再建が大幅に

遅れる事態 

５ 
道路啓開や住宅建設等に必要な技術系職員等の復旧・復興を担う人材等の不足により復旧・復

興が大幅に遅れる事態 

６ 住宅被害調査やり災証明発行業務が遅延し、生活再建が大幅に遅れる事態 

10 

防災、減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりが実現される 

１ 企業・住民の流出等による地域活力の低下 

２ 限界集落の発生等による地域防災力の低下 

３ 農地、森林等の荒廃による災害リスクの助長 

４ 放置された空き家や公共施設等の管理不足による災害リスクの助長 

11 

復旧・復興段階で、県、広域応援部隊及び近隣市町との連携の拠点として活動し、県全体の復旧・

復興に寄与する 

１ 
緊急輸送ルートの確保が遅延し、防災拠点となる富士山静岡空港や広域応援部隊が集結する大

井川緑地へのアクセス道路や活動拠点となる地域が自由に使用できない事態の発生 

２ 
広域応援部隊が使用する燃料等の調達が市の需要と競合し、円滑な救援行動に支障を来たす事

態の発生 

３ 市外からの一時避難者の受け入れ態勢が確保できない事態の発生 

４ ボランティアの受け入れ態勢を十分に確保できない事態の発生 
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２ 脆弱性評価に基づく配慮すべき重要課題 

起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）を回避するために必要な、事前防災及

び減災その他迅速な復旧復興等に資する一連の方策を「プログラム」として整理し、プロ

グラムごとの現状の脆弱性（現状、課題、課題解決のための取組等）を別紙第１「プログ

ラムごとの脆弱性評価結果」としてまとめた。 

この中で、島田市の災害特性を踏まえた課題や複数のプログラムに共通する課題など、

取組を推進する上で特に配慮すべき重要な課題を次の６つの視点で整理した。 

６つの視点は、県の計画との整合、本計画第１章第６項の「特に配慮すべき事項」を念

頭に設定した。 

 

(1) 事前復興の視点を取り入れた安全・安心で魅力ある地域づくり 

発災後に地域の活力が低下することを防ぐとともに、大規模災害に係る復旧・復興段

階をも事前に見据えた、安全・安心で魅力ある地域づくりを行う必要がある。 

そのため、将来的に地域の拠点化とこれらを交通網、情報網で連結することで大規模

災害からの復旧・復興を容易にする。 

まずは、南海トラフ巨大地震に伴う「静岡県第４次地震被害想定」を踏まえ、早期復

旧・復興の前提となる人的被害や、住居及び防災拠点となる公共施設の被害を最小化す

るための方策が必要となる。 

具体的には、各家庭での対策として木造住宅の耐震化や耐震シェルター等の設置、家

具固定及び各種防火対策を着実に進める必要がある。また、避難所や災害対策の活動拠

点となる公共施設等の耐震化、消防団や自主防災組織災害用資機材の整備などの対策を

着実に進める必要がある。この際、災害リスクを助長する空き家対策にも配慮する必要

がある。 

併せて、発災時の迅速な避難や救援・救護活動や復旧・復興に向けた人・物・車両・

情報の円滑な流れを確保するために、緊急輸送路や幹線道路等の広域・地域間道路ネッ

トワークの整備が必要であり、当市の均衡ある発展のためにも、市街地と中山間地とが

連携・補完する交通・情報ネットワークの整備が求められている。 

限られた財源の中での、これら公共施設や交通インフラの強靭化のためには、計画的

な長寿命化対策を並行して進める必要がある。 

復旧・復興の加速化を図るためには、被災者に対するきめ細かな生活再建支援策と早

期の事業再開を可能にする事業所の業務継続計画策定を促すとともに、人的・資金的な

企業支援策をあらかじめ講じておくことが求められる。 

 

(2) ソフト対策とハード対策の効果的な連携 

近年、市民や企業の災害に対する意識が高まり、自助及び共助の重要性が浸透してき

ているが、大規模災害に対し、県や関係機関との連携を図り、ソフト・ハード両面の施

策を組み合わせた防災・減災対策に一層取り組む必要がある。 

ソフト対策として、地域や住民個々の自発的な避難行動や安全確保行動を促すため

に、防災ラジオや緊急速報メールなど多様な情報伝達手段の確保に努める。また、住民

の防災意識や対応能力の向上のために、ハザードマップの逐次の更新と周知、防災セミ
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ナーや出前講座の開催、広報紙やラジオ放送等を活用した啓発活動、学校における防災

教育、より実践的な防災訓練の実施等に努めることが重要となる。 

また、近年の傾向として大型台風の襲来、局地的・短時間豪雨、激しい雷や突風の発

生等により、我が国の各所で甚大な被害が発生しており、これらの災害に対応するた

め、ハード対策としてこれまで以上に河川や洪水調整施設、土砂災害防止施設などの整

備の着実な推進を図る必要がある。一方、ハード対策の限界も踏まえながら、地域住民

や関係機関と連携した警戒避難体制の整備等のソフト対策を組み合わせた対策を進める

ことが求められている。 

 

(3) 広域災害に備えた地域防災力の強化、民間との連携 

災害対応は、市民一人ひとりが主体的に取り組む「自助」、自主防災組織を中心に地

域の住民や事業所、学校などが協力して取り組む「共助」が基本である。南海トラフ巨

大地震等の広域災害では、常備消防や警察だけでは十分な救出・救助活動ができない事

態となり、自衛隊・消防・警察・ＤＭＡＴ※２等の各種行政機関や民間団体による広域

支援についても、現場到着の遅れや対応力の不足が生じることも想定されることから、

地域の自主防災組織、消防団等の地域の防災力の一層の強化を図る必要がある。 

また、自主防災組織を含めた地域コミュニティの強化は、避難行動や初期消火、救

出・救助等の災害対応力の向上のみならず、避難所や応急仮設住宅でのきめ細かな支援

や、地域の復興を迅速かつ円滑に進めることにも寄与する。このため、避難所運営組織

のほか、公会堂等の活動拠点を核とした地区救援体制の構築、地域の防災用資機材の整

備や実践的な訓練の実施、自主防災組織と消防団、地域の各種活動団体、学校、事業所

などの連携・協働、地域防災の担い手となる人材の育成・活用などを推進する必要があ

る。 

広域災害の発災直後は、食料・飲料水等、生命に関わる物資を供給することが不可能

となることが想定されることから、各家庭において避難生活に必要な当面の食料と飲料

水を常に備蓄しておく等の対策が重要である。 

国土強靱化を進めるうえでは、国や県、市のみならず、ライフライン関係事業者によ

る施設・設備の耐震対策や復旧体制の整備、災害時応援協定に基づく道路啓開や救援物

資の輸送、さらには、地域の経済活動・雇用の継続を図るための各事業所の取組など、

民間事業者の主体的な活動が不可欠である。 

このため、平時からライフライン関係事業者や災害時応援協定を締結している事業者

との情報共有や訓練の実施などにより、連携体制を強化するとともに、食料等の安定供

給を確保するために、農地の集積化や食品流通ビジネスの促進、事業所の防災・減災対

策や業務継続計画の策定を促進する必要がある。 

 

(4) 行政機能、情報通信、警察・消防等による救助・救急活動の確保 

個々の施設の耐震性などをいかに高めても全ての災害に対応できるとは言い切れな

い。特に、行政、情報通信、エネルギー等の分野においては、システム等が一旦途絶え

ると、その影響は甚大である。このため、バックアップ施設やシステムの整備等によ

り、代替性・多重性等を確保する必要がある。 
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行政機能では、防災拠点施設のバックアップ機能の確保をはじめとし、業務継続に必

要な重要データ等のバックアップ体制の確保、非常用電源及び燃料の確保、再生可能エ

ネルギーの導入の検討を進める必要がある。また、市のＢＣＰ※３の検証と見直しを必

要に応じて行い、業務継続に必要な体制を整備することが重要となる。 

情報通信では、防災関係機関相互の通信ルートを確保するため、災害時に県や関係機

関と被害情報等を共有できるＦＵＪＩＳＡＮ※４を適切に管理・運用する必要がある。

また、現在は市民一人ひとりに対し、より迅速かつ確実に災害関連情報を伝達するた

め、これまでの防災行政無線に加え、Ｌアラート※５やＦＭ島田、緊急速報メール、市

メール配信システム、Fネット※６など、多様化を促進しているところである。今後

も、情報インフラ等の環境の変化に応じたＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーク・サービ

ス）等による双方向通信機能の活用や、地域の自主防災組織における情報収集・伝達機

能の強化等、より効果的な情報伝達・収集手段の確保を図っていく必要がある。 

これらのことを踏まえ、防災行政無線のデジタル化の検討に加え、関係機関や指定避

難所及び地区救援組織と情報共有できる、より低コストで最適な防災情報システムの構

築についても調査研究を進める必要がある。 

さらに、避難生活はもとより、医療や救急にとって欠くことができない上水道による

水の供給を確保するために、施設の耐震化やＢＣＰの策定、代替施設や非常用電源及び

燃料、災害用資機材の確保等の検討を進める必要がある。 

災害時には、警察、消防による救助・救急活動や医療機能が絶対的に不足することが

想定されることから、市内の救護所、救護病院及び災害拠点病院の連携体制を維持する

とともに、医療機器、薬品類、食料その他応急物資の受け入れや、医師やコ・メディカ

ルスタッフである看護師等、その他人員の受け入れ等について体制構築を図ることが重

要である。また、ヘリコプター等を活用した重症患者の広域医療搬送のほか、被災地外

からのＤＭＡＴ等の救護班受入による治療実施など、医療救護体制の充実強化が必要と

なる。 

 

(5) 地域交通ネットワークの機能及び代替性の確保 

当市は、富士山静岡空港をはじめ、東名高速道路、新東名高速道路、国道 1 号バイ

パス、国道 47３号、主要地方道島田吉田線、島田川根線、東海道本線等の交通網が整

備されている。 

これらの基幹的交通インフラは、大規模災害時において救助・救急活動や支援物資の

輸送等の機能を担う「命の道」となることが想定されている一方、そのネットワークが

寸断した場合、経済活動は停滞し、当市のみならず国全体が機能不全に陥ってしまうお

それがある。このことから、基幹的交通インフラの安全性の確保、防災機能の充実、被

災時の早期復旧は、国、県、市全体の観点からも喫緊の課題であり、いざという時に陸

空の輸送機能の代替性確保だけでなく、災害時における相互の連携を図る必要がある。 

また、市道を含む地域幹線道路は、これら基幹的交通インフラや広域幹線道路等を補

完するとともに、緊急輸送路・幹線避難路として避難や救助・救急活動、支援物資の輸

送等にとって重要な役割を果たすことから、防災機能の強化を行い、道路の整備等を推

進する必要がある。併せて、災害時の市の防災拠点を結ぶ輸送ルートを確保するための
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道路啓開を円滑に行うための、災害時応援協定を締結している事業所との連携を強化す

る必要がある。 

 

(6) 発災後の地域社会、経済の早期再建・回復 

発災後においても、努めて速やかに地域社会、経済の活力を取り戻すことが求められ

る。 

地域住民に対し、各種の被災者生活再建支援制度の活用や仮設住宅等の入居により、

自立した生活を取り戻すための支援を積極的に進める体制を平素から構築しておくこと

が必要である。このため、生活再建のため相談窓口設置や制度利用について、平素から

広く周知するとともに、弁護士会等との災害時応援協定に基づく市民相談の体制づくり

と、その前提となる住宅被害調査やり災証明の発行手順について習熟を図る必要があ

る。また、仮設住宅や復興住宅の確保について、より具体的な計画を保持するととも

に、前提条件の変化に伴い逐次計画を修正しておくことが求められる。 

また、企業の被災により、事業の再開が困難な場合、経済活動が滞ることが予想され

るため、速やかな経済活動の再開ができるよう商工会議所、商工会、青年会議所等の経

済団体と事前協議の場を設ける等のより緊密な連携体制構築が重要であり、就労相談制

度や事業再開のための緊急融資制度についても、県と連携して検討を進めていくことが

必要である。 
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第３章 島田市国土強靱化の推進方針 

１ 施策の分野 

起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）を回避するために解決すべき課題を踏

まえ、課題解決のための施策の分野を第２次島田市総合計画の施策分野と整合させ、以下

の７つの分野に設定した。 

 

 １ 防災・福祉・健康 

 ２ 子育て・教育 

 ３ 経済・産業 

 ４ 環境・自然 

 ５ 歴史・文化・地域 

 ６ 都市基盤 

 ７ 行財政 

 

２ 施策分野ごとの推進方針 

脆弱性評価及び６つの重要な課題を踏まえ、リスクシナリオを回避し、５つの基本目標

を達成するため、以下の推進方針により国土強靱化に資する施策に取り組む。 

 

【１】防災・福祉・健康 

〈１〉危機管理体制 

(１)大規模災害対応計画・関連マニュアルの継続整備・検証 

計画の実効性を確保するため、島田市地域防災計画、島田市水防計画等の現行計画

を背景事項の変化や検証結果に基づき計画的に修正するとともに、応援部隊の受入や

救援ニーズを整理した広域受援計画等、保持すべき計画を早期に整備する。 

また、計画実行のための関連マニュアルについても状況の変化に応じて適時に具体

化・修正する。当面、「南海トラフ地震に関する情報」の発表に伴う対応行動につい

て、県・関係市町・関係団体と連携し、優先的に具体化作業を進める。 

 

(２)災害対策本部機能等、緊急対応体制の充実強化 

発災時の初動対応を迅速且つ的確に行うとともに、総合的・一体的な災害応急対策

を行うため、災害対策本部機能を発揮するための人的体制及び関連資機材を整備す

る。また、人的体制・情報制約下における状況に適応した災害対策本部の運営を習熟

させるとともに、現行施設が使用困難となり災害対策本部の移設が必要な場合の体制

づくりについて具体化する。 

大規模災害や特殊災害に伴い市外からの避難者・帰宅困難者の受入や想定外の避難

者の受入に伴い、第二次、第三次指定避難所の開設や市外への広域避難により市外へ

の避難所開設、又は民間施設の臨時の避難所開設が必要な場合の開設手順や職員配置

等について具体化する。 

この際、新たな本庁舎の建設に伴い、災害情報システムの構築を含め災害対策機能

のハード面・ソフト面の充実強化を目指す。 



 

17 

(３)災害情報収集・処理機能の強化 

災害発生の前触れとなる情報を含め、適時に災害関連情報を収集するために、小型

無人機「ドローン」運用体制を構築するとともに、新たな水位観測網の整備を目指

す。また、ＦＵＪＩＳＡＮのほか、実証実験中の防災情報システムの活用についても

検討を進める。 

 

(４)情報伝達機能の充実強化 

市民への情報伝達手段の多様化を図るため、避難所開設情報などをパソコンやスマ

ートフォン等の携帯端末へ情報発信するなど、利用者に対し情報インフラ等の整備状

況に応じた効果的な情報伝達手段を整備するとともに、情報伝達訓練の実施等によ

り、防災情報システム運用の検証と市民への周知を図る。 

また、テレビ・ラジオ放送が中断した際にも、市民に対して災害情報、関連情報の

提供ができるよう、同報無線設備等の整備や J アラート※７、Ｌアラート、緊急速報

メール、FM島田の緊急放送、防災メール配信システムや F ネット等の利活用を促進

する。 

大規模災害において、様々な立場の人々が双方向での情報通信ができるよう、Ｗｉ

-Ｆｉ環境（公衆無線 LAN）の整備に努める。 

 

(５)緊急物資、防災資機材の着実な整備 

想定避難者数に応じて、非常用食料・飲料水等の備蓄を計画的に進めるとともに、

指定避難所用の資機材や救出・救助用の資機材を着実に整備する。また、水防用の資

機材についても計画的に整備するとともに、排水ポンプ等の大型器材については、関

係機関や民間事業所から支援が得られる態勢を維持する。必要に応じ、市独自に一定

の排水能力を保持する方法についても検討する。 

 

(６)各種防災関係機関等との連携強化、広域受援態勢の整備 

発災時の市の限られた対応力を補完し、迅速・的確な災害応急対策と着実な復旧・

復興の取組を進めるために、県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機

関、自衛隊、広域応援を含む消防・警察、そのほかの防災機関、災害時応援協定締結

地方自治体、災害時応援協定を締結している事業所等との連携体制を充実強化し、新

たな救援ニーズを踏まえ、協定締結機関の拡充を進める。 

このため、協定や救援ニーズに基づく連携要領、受入態勢の整備についてより具体

化するとともに、現地研究を含めた連携協議の促進、実践的な訓練・検証（図上・実

動）の継続により、連携体制の実効性を向上させる。 

この際、活動拠点や活動拠点への移動経路の確保、受入施設の確保について平素か

ら所要の措置を講ずる。また、平素の業務を通じて、防災関係機関等との顔の見える

関係構築に努める。 

 



 

18 

(７)より実践的・総合的な防災訓練の実施 

住民避難を伴う大規模地震（複合災害を含む）、大規模火災、大規模洪水等の災害

や突発的な風水害に対して、人的被害・物的被害を局限化するとともに、県や防災関

係機関等の応援を受け総合的な対応により災害応急対策の迅速化及び復旧・復興対策

の加速化を図るために、災害想定に基づくより実践的・総合的な防災訓練を行う。 

このため、各職員レベル、災害対策本部の各班レベル、災害対策本部レベル、防災

関係機関・自主防災組織・民間団体等との連携を含めた総合的なレベルでの訓練を行

う。また、情報伝達・連絡通信、医療・救護等の機能別の訓練を時期的、内容的に適

切に組み合わせ、その成果を業務の習熟や対応計画・マニュアルの検証・修正に活用

する。 

この際、災害廃棄物の処理・遺体措置、物資集積所の開設・運営、各家庭までの救

援物資の配分、住宅被害調査、広域避難等、本格的な訓練・検証が十分に行われてい

ない分野について、防災関係機関や関係事業等の支援を得て着実に訓練成果を累積さ

せる。 

 

(８)災害対応の中核となる人材育成 

庁内の一体的対応、防災関係機関、事業所、自主防災組織等地域住民と連携した総

合的な対応を容易にするために、庁内の各所属等に災害対応の中核となる人材を計画

的に育成する。 

そのため、中堅職員を対象とした防災マイスター育成講座を継続実施して防災の知

見と対応力を有する職員の裾野を広げる。 

また、内閣府等への研修職員派遣や災害発生自治体への職員派遣により、一定の実

務経験と災害現場での対応経験を積ませるとともに、全国レベルでの人材ネットワー

クを構築する。 

 

(９)複合災害時における広域避難体制の整備 

大規模地震災害に伴う原子力災害、大井川や大井川水系等中小河川の大規模氾濫に

伴う市内の広域での浸水により市外への広域避難が必要となった場合に備えるため、

広域避難計画の策定や避難先・避難手段の確保、避難所の開設運営、市役所機能の保

持等について、各計画を策定する。また、職員配置の具体化、物的基盤の整備、訓

練・検証成果の積み上げ等、広域避難体制の整備を進める。 

 

〈２〉地域防災力 

(１)自主防災組織の機能充実 

少子高齢化の急激な進捗に伴い、一部の地域において自主防災組織の機能を維持す

ることが困難になるつつある状況に対応するため、就業中の働き手、中学・高校生、

男女を問わず、地域の人材を最大限活用するとともに、消防団、防災以外の地域の活

動団体、事業所、学校等との連携強化により、必要な災害への対応力を維持する。 
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このため、地域の特性・実情に応じて組織体制や取組に創意工夫しているモデル自

主防災組織の活動事例を顕彰・紹介するととともに、組織体制整備の取組について個

別に支援する。 

 

(２)避難所運営体制の充実、地区救援体制の構築促進 

発災初動において避難者の受入を確実に行い、避難期間が長期化しても安定し避難

生活を継続するために、市指定避難所において地域住民・避難者自らが主体的・効果

的に避難所を運営できる体制をさらに充実させる。 

このため、機能的な避難所運営組織の構築、地域の特性・実情に応じた避難所運営

マニュアルの策定や避難所運営訓練の実施等、避難所運営体制整備について、避難所

による格差が大きいことを踏まえ、避難所運営会議や防災訓練の場を通じて個別に体

制整備の支援を行う。 

また、指定避難所以外の自宅や集会所、公園、自家用車等で避難生活を送る被災者

への救援物資の配分、医療・保健支援やメンタルケア等のソフト面での支援を確実に

行うとともに、被災者ニーズの把握と災害対応に係る行政情報の提供の双方向の情報

共有を可能にするために、地区毎の救援体制構築を促進する。 

このため、自主防災組織等を中核とし、地区集会所等を活用した地区災害対策本部

の開設・運営に関する手引書の配布、継続した訓練の実施、自主防災組織育成対策補

助金を活用した資機材整備を促進する。 

 

(３)地域の災害対応能力の向上 

突発的に発生する大規模地震や局地的・短時間の豪雨に伴い激甚化する災害に直結

する気象情報や市からの災害情報・避難情報の伝達が間に合わない場合でも、市民自

らが判断して避難等の安全確保行動により、生命・財産を保全できるようにするため

に、地域コミュニティの強さを活かしつつ、基本的な地域の災害対応能力を向上させ

る。 

このため、市の防災ガイドブックや洪水・土砂災害ハザードマップを活用するとと

もに、出前講座や防災訓練等での知見を活用して、地域としての災害対応能力を向上

するための取組を着実に進める。 

具体的には、地区防災マップの作成、住民（世帯）台帳（人材台帳を兼ねる）や各

家庭までの連絡網の整備、避難行動要支援者の避難支援のための個別計画の作成、災

害の態様に応じた地区避難計画の作成とこれらを活用した訓練の実施等の取組を着実

に進める。 

これらの地域の取組を支援するため、地域のニーズを踏まえた自主防災組織育成対

策補助金制度の充実、地区防災マップ作りの直接支援、防災ガイドブックやハザード

マップの更新、地域での防災訓練の直接支援等の取組を継続する。この際、防災マッ

プ作成・更新においては、豪雨後や災害発生後の地域の危険箇所の状況を地域住民と

ともに現地確認し、地域の危険箇所と災害発生のメカニズムについて理解を深めさせ

る。 
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(４)緊急物資、防災資機材の着実な整備 

発災初動においては、家庭・地域や事業所等の個別対応により、被災者の救出・救

助活動、安全確保・生活確保を図る必要がある。また、広域災害では、広域支援の遅

れや支援の不足が予期され、中山間地集落の孤立化も想定されることから、家庭・地

域・事業所等における緊急物資の備蓄や防災資機材の整備を着実に進める。 

このため、様々な機会を捉え、各家庭における緊急物資の備蓄方法・日常生活での

活用法の周知を図るとともに、自主防災組織による緊急物資の備蓄を促進し市全体の

備蓄率の向上を図る。また、食料・飲料水等の備蓄品、非常用発電機、炊事用具、簡

易トイレ等を含む避難所運営用の資機材のほか、自主防災組織による救出・救助、消

火活動用の資機材を整備する。 

また、帰宅困難者対策のため、事業所においては、発災後しばらくは従業員等を事

業所内に留めておくことができるよう、必要な物資の備蓄に努めるよう促し、学校・

幼稚園・保育所等においても、児童・生徒を保護者へ引渡しできず施設内に留める場

合に備え、食料・飲料水等の備蓄を進める。 

社会福祉施設は、大量の水、流動食等の利用者の特性に合わせた非常用食料の備蓄

が必要となってくるため、災害時における適切な備蓄の周知を行うとともに必要な支

援を行う。施設が孤立した場合に備え、7日分以上の食料・飲料水等の備蓄を呼びか

ける。 

 

(５)木造住宅耐震化等、家庭での安全空間の確保の取組促進 

大規模地震災害における人的被害を局限化するためには、各家庭における安全空間

の確保が必要不可欠である。一方、市の木造住宅耐震化の進捗は県平均よりも低い現

状を踏まえ、耐震化の取組を加速させるとともに、一人暮らしの高齢者でも利用し易

い耐震シェルターや防災ベッド等の設置及び家具転倒防止対策を促進する。 

また、木造住宅密集地域における大規模火災のリスクを軽減するため、各家庭での

避難行動における電源遮断の定着化と併せて感震ブレーカー設置の促進を図る。 

初期消火の遅れが大規模火災に発展するリスクを高めていることから、法令に基づ

く住宅用火災警報器や消火器の設置を併せて促進する。 

 

(６)地区活動拠点の整備 

地区救援体制の構築を促進し、地域の災害対応能力の向上を図るために、生活圏の

コンパクト化や市の財政事情を考慮するとともに、補助制度を活用して地区活動拠点

の整備を可能な限り推進する。 

この際、特に中山間地においては、一時的な緊急避難場所としての機能発揮が期待

されることから、非常用電源・燃料や通信手段の確保、備蓄品の整備等を含めて整備

することに努める。 
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(７)より実践的な地域防災訓練の実施 

予期される災害様相（複合災害、二次災害を含む）や地域の特性・実情を踏まえた

地域全体の防災意識や災害対応能力を向上させるために、より実践的な防災訓練を継

続的に行うための条件を整備する。 

このため、大規模地震災害等の初動対応での人命救助や消火活動、地区救援組織に

よる救援活動等をテーマとした自主防災組織による防災訓練実施の手引書を作成・配

布し、関係職員が地域に出向いて直接訓練支援を行うとともに、ＤＩＧ※８やＨＵＧ※

９等の出前講座を継続実施する。 

訓練に際しては、地域防災リーダーやジュニア防災士の活用を促し、小中学生の企

画段階からの地域防災活動への参画等を促すことにより、地域全体での防災訓練への

取組気運を高める。併せて、子どもを主役とした防災合宿や防災運動会等の企画によ

り将来の防災の担い手が興味を持って訓練に参加できるようにする。 

また、地震災害に留まらず、風水害や大規模火災における避難要領についても、地

域が自発的・主体的に取り組む条件を整備する。 

 

(８)地域防災の担い手となる人材の育成 

災害の激甚化・多様化や少子高齢化の中にあって、地域の災害対応能力を維持・向

上させるために、地域防災の担い手となる人材を計画的に育成し、地域でこれを活用

しつつ、人材確保の裾野を広げる取組を進める。 

このため、自主防災組織のサポーターとして、女性や高校生を含めた地域防災リー

ダーの育成を着実に進める。また、学校と連携し、ジュニア防災士の育成と活躍の場

の提供を進め、将来の防災人材の裾野を広げる。 

また、ボーイスカウトやスポーツ団体等との連携により、子どもたちが主体的に防

災活動に取り組める環境を醸成する。 

さらに、社会教育、子育て環境整備及び男女共同参画の取組の一環としての防災講

座の実施並びに防災の取組を積極的に進める市民団体や関係団体との連携による防災

講話や防災イベントの実施を通じて、地域の人材育成を積極的に進める。 

 

〈３〉土砂災害対策 

(１)土砂災害防止施設の整備促進 

市域の大半を中山間地が占め、大井川の上流部は国内有数の多雨地帯であること、

中小河川沿いに集落が発達していること、近年の局地的豪雨により風化が進み土質を

流出させやすい等の地域特性があること、大規模地震の二次災害としての土砂災害の

リスクがあることを踏まえ、土砂災害防止対策を着実に進める。 

このため、地すべり防止施設、砂防施設、急傾斜地崩壊防止施設の整備について優

先度を設け着実に進めていく。また、市内に８００か所以上の土砂災害危険箇所が存

在することを踏まえ、土砂災害防止のハード対策の実施を国、県へ働きかけて、土砂

災害防止施設整備の促進を図る。 
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(２)土砂災害警戒区域の指定に伴う警戒避難体制の整備等 

土砂災害危険箇所や土砂災害警戒区域の指定等に伴う避難体制の整備、土砂災害ハ

ザードマップ等を活用した危険箇所の点検、市民への危険箇所の周知、避難訓練等の

実施等、県と連携してソフト対策を推進する。この際、地域毎の土砂災害発生のメカ

ニズムを明らかにし、その前触れ現象の把握に努めるとともに、市、市民、関係防災

機関が共有できる仕組みづくりを進める。 

県では土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域の指定を平成 31 年度までに完了

する計画としており、指定作業について協力を進める。 

 

〈４〉水害対策 

(１)洪水防止のための河川整備及び洪水調整施設等の整備の着実な進捗 

広域にわたり甚大な浸水被害が想定される国・県が管理する重要な河川において、

河道拡幅や護岸改修などの予防型対策を着実に促進し、当市が管理する支川や都市下

水路についても、浸水被害が想定される河川を優先して、予防型対策を計画的に推進

する。 

また、近年浸水被害のあった河川や浸水常襲地域においては、再び大きな被害を発

生させないよう対策の重点化を図り実施する。さらに、被害を局限化する「減災」を

図るよう、排水ポンプ場や雨水貯留施設の整備を進めるほか、適切な土地利用の誘

導、開発抑制、森林や農地の保全や、水害版図上訓練の実施等のソフト対策を併せて

進める等、河川を管理する国や県、関係機関とともに流域市町が一体となり、総合的

な治水対策を推進する。 

 

(２)洪水警戒避難体制の整備等 

近年の局地的・短時間豪雨や超大型台風による大規模な水害から市民の安全を確保

するため、全戸配布している浸水想定区域における地区別洪水ハザードマップについ

て、国・県管理河川におけるの最大想定浸水深の見直し等に応じて洪水ハザードマッ

プの改訂を行うとともに、浸水想定区域等の防災情報の周知を継続して行う。 

また、自主防災組織による地区防災マップの作成を推進する中で、地域毎の洪水発

生のメカニズムを明らかにし、その予兆現象の把握に努めるとともに、市、市民、関

係防災機関が共有できる仕組みづくりを進める。 

さらには、大井川や大井川水系等中小河川の１０００年に１度の大雨による大規模

洪水の様相が明らかになることに伴い、広域避難体制の整備を進める。 

 

(３)農業用排水施設等の整備・補強 

農地や農業用施設の湛水被害の解消や、機能低下した農業用排水施設等の整備・補

強を進める。 
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〈５〉消防 

(１)防火設備の着実な整備 

大規模火災や大規模地震における火災発生においても、消防力を最大限に発揮して

消火活動ができるようにするため、消防法の設置基準や地域特性に応じて、消火栓や

耐震性を有する防火水槽の整備を進める。 

 

(２)消防団体制の整備、対応能力向上 

少子高齢化の進捗や人口減少に伴う地域防災力低下が懸念される中で、地域防災の

中核組織としての消防団の組織力を最大限に発揮するため、消防団の組織編成を実態

に適合させるとともに、消防団の対応能力の向上を図る。 

このため、各地域に必ず分団を残すことを基本に組織体制上の編制と実団員数に基

づく編成を現状に適合させる。また、常備消防等との連携や消防ポンプ車や無線通信

設備等の装備と運用によって事実上の消防団員の減員を努めてカバーできる体制をと

る。 

また、同時多発する火災等に備え、広域消防体制におけるスケールメリットの活用

と並行して、消防団員の確保、教育訓練及び装備の充実を図る。特に、機能別団員や

女性団員の確保に努めるほか、幅広い年齢層を対象に消防団を補完する体制づくり等

の取組を行う。これらの対応策を推進するため、全市民を上げての消防団を応援する

環境整備について、具体的取組を推進する。 

 

(３)消防広域化に伴う静岡市消防局との連携体制強化等 

消防広域化体制の実効性を高めるため、消防団との連携や大規模災害発生時の消防

力全体の運用について、研究・検証を行う。 

また、将来的な広域化の望ましい体制について静岡市消防局等と協議を進める。 

 

〈６〉医療・救護 

(１)救護病院、災害拠点病院機能の充実 

大規模災害における市の救護病院及び県の災害拠点病院としての機能を最大限発揮

するために、新市立島田市民病院（以下、新病院という｡）の建設を着実に進める。 

新病院では、災害時医療救護活動に支障が生じないよう病院の免震化を図り、施

設・設備の被災を回避できるよう整備する。また、隔離可能な感染症病床の整備を行

う。 

この際、医療救護体制の強化を図り、併せて救護所や静岡県中部方面本部（中部保

健所）との連携強化や情報を共有する機会（研修会等）を増やす。 

災害対応においては、入院患者の一時帰宅や一般患者の診療を中止し、トリアージ

による災害時医療に移行することで傷病者の緊急度・重症度に応じた医療を行い、被

災した患者に対して限られた医療資源の効率的な活用を図る。 
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(２)救護病院、救護所等の災害医療体制の充実 

大規模災害に伴う断水時でも災害時医療を継続できるよう耐震性受水槽を新病院に

おいて整備する。また、備蓄倉庫も確保し、倉庫内には、職員・患者合わせ約

1,000 人を想定し、３日分の非常用飲料水を確保する。 

また、災害時の電力供給の途絶に備え、医療機関における燃料タンクや自家発電装

置の整備、維持管理を行う。新病院においては、通常時の６割程度の発電容量のある

自家発電機と３日分程度の燃料を備蓄できるタンクを整備する。 

また、発災時に開設する救護所の医療資機材の確保について、計画的に整備すると

とともに、島田市保健福祉センターに開設する救護所が救護病院的機能を保持するた

めの医療スタッフ及び医療器具・医薬品の確保について、県と連携して体制を構築す

る。 

さらに、救護病院及び救護所の機能を最大限発揮するための訓練を、実践的かつ継

続して行う。 

 

(３)支援スタッフの確保・支援体制の構築 

医療圏域内での支援スタッフの確保について、近隣自治体や医師会、関係医療機関

との協議を行い、最小限の医療スタッフの確保ができる体制の構築に努める。 

この際、地域住民の協力が得られる場合は、専門分野以外で積極的にこれを活用す

る仕組みを構築する。 

 

(４)医療関係機関、広域応援組織との連携強化 

医療スタッフの不足による救護病院や救護所の機能不全を解消するため、県と連携

し有事の際の迅速なスタッフ派遣を得られる態勢を構築する。 

そのほか医療チームの派遣要請については、災害対策本部医療班を通じ市民病院等

と連携し、ＥＭＩＳ※10を用いたＤＭＡＴ及び他県医療救護チーム、災害派遣支援ナ

ース等の派遣要請により対応する。あるいは受入状況等の情報提供を受ける体制を構

築することにより、患者の急激な増大等にも対応しうる体制を確保する。 

 

〈７〉要配慮者支援 

(１)福祉避難所の開設・運営体制整備 

災害時、第一次指定避難所での共同生活が困難な要配慮者※11に対して、市は福祉

避難所に誘導し、安心・安全に避難生活を送ることができる場所を確保する。 

災害時には島田市福祉避難所開設運営マニュアル（以下、「福祉避難所マニュア

ル」という｡）に基づき、市は第一次指定避難所、自主防災組織及び福祉避難所協定

施設等と連携し、円滑な開設及び運営を実施する努める。 

市は、福祉避難所開設運営訓練等の実施により、福祉避難所マニュアルの内容の見

直しをすることで実効性を高めていくとともに、市内社会福祉施設や宿泊施設の協力

を得て福祉避難所協定締結施設の拡大を図るよう努める。 
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(２)民間社会福祉施設への支援 

災害時に、市内社会福祉施設において利用者等の安全確保や安定した日常生活の確

保が難しい場合、市は県と連携しつつ必要な支援を行うよう努める。 

また、法令に基づく社会福祉施設の各種避難計画（地震、原子力、水害、土砂災害

等）の策定について、市は必要な支援や現地確認等を行うよう努める。 

 

(３)避難行動要支援者名簿の着実な整備 

要介護者や重度障害者等の自力での避難が困難であり、避難に支援を必要とする者

（以下、「避難行動要支援者」という｡）について、市は名簿化し、同意を得て平時か

ら民生委員や自主防災組織等の関係者と情報を共有する。その中でも自力避難が不可

で家族等の支援のない方については、自主防災組織が個別計画を作成している。 

また、災害時又は災害が発生するおそれのある場合は、市は上記の同意の有無に関

わらず自主防災組織へ情報提供し、自主防災組織が避難行動要支援者へ注意喚起及び

必要に応じ避難支援を行う。 

 

(４)地域支援体制との連携強化 

要配慮者が地域や指定避難所で、孤立せず安心安全な避難生活を送るために、平時

から自主防災組織、民生委員、その他地域関係組織と連携し、見守り体制を構築する

よう努める。 

 

〈８〉被災者医療・健康支援 

(１)避難所、地域（在宅等）での避難者に対する支援体制の充実 

避難所はもとより、地域で避難生活を送る被災者に対し、継続した医療・健康支援

を行うための体制を整備する。 

このため、健康支援に関するマニュアルの整備や県並びに関係機関と連携し、健康

相談に対応する職員やボランティアの確保に努める。 

 

(２)感染症等予防のための健康指導体制の充実 

感染症の急激拡大による関連死や既往症の重篤化を防止するため、健康指導体制を

充実するとともに、感染経路を遮断するためのの具体的措置や避難所等の生活環境の

保全に努める。 

このため、感染症発生に関する情報共有と住民広報を徹底するとともに保育所等へ

の感染予防医療品等の整備促進を図る。 

災害時の避難所等は、感染症に対する抵抗力が弱い利用者も集団で生活する場であ

ることから、利用者の既往歴や心身の状況の把握や事前の衛生対策（消毒資機材等の

備蓄）を周到に行う。 

また、社会福祉施設に対して、平時から衛生用品や感染症対策用品の備蓄の周知徹

底を図る。感染症の発生・まん延を防ぐため、平時から予防接種を促進する。 
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(３)メンタルヘルスケア体制の充実  

大規模災害で被災したことによるＰＴＳＤ※12、家族や家を失った悲しみ、連続災

害の発生や生活再建に関する不安等による精神的不安定状況を改善するために、災害

対応の段階に応じて避難所、仮設住宅、地域を巡回して継続してメンタルヘルスケア

をできる体制を構築する。 

このため、関係専門機関の支援を得つつ、専門職員による巡回指導、相談窓口設置

のほか、地域の互助組織による見守り活動を総合的に組織化し、関連死や地域コミュ

ニティ崩壊につながる事態を回避する。 

 

〈９〉遺体措置 

(１)遺体措置体制の整備 

家族を亡くした遺族への対応を適切に行うとともに、災害後の復旧対策の進捗を図

るため、災害による遺体措置体制を早期に整備する。 

このため、遺体措置計画の見直しを行うとともに、医師会、警察、関係事業所等と

の連携協議や訓練を行う。また、遺体措置に習熟した職員の育成・確保を図る。 

併せて、市民病院の遺体仮安置場所の活用のほか、民間施設を含めた遺体収容所の

確保について継続検討する。 

 

〈１０〉生活再建支援 

(１)生活再建支援の早期着手 

発災後の復旧・復興を加速化するために、災害応急対策や応急復旧対策はもとよ

り、努めて早期の段階で生活再建支援体制を構築することが必要である。 

そのため、前提となる住宅等の被害調査とり災証明の発行が重要となることから、

複数の班体制で行う中で、各調査員が統一した調査方法で、公平・公正な目線で調査

できるよう実施マニュアルを整備する。また、調査から災害り災者調査原票作成まで

の一連の流れを実地研修等により習得する。 

 

(２)生活再建相談体制の充実 

発災直後の段階から被災者の相談ニーズに対応するため、県弁護士会等との災害時

応援協定を活用し、各種の被災者生活再建支援制度の活用や仮設住宅等の入居によ

り、自立した生活を取り戻すための支援を積極的に進める体制を構築する。 

このため、生活再建のため相談窓口設置や制度利用について、平素から広く周知す

るとともに、災害発生時に生活相談に関する最新の情報を提供できる仕組みを構築す

る。 

 

〈11〉ボランティア 

(１)社会福祉協議会との連携強化 

避難者等へきめ細かな支援を行うボランティアを円滑に受入れるため、災害ボラン

ティア及び災害ボランティアコーディネーターの養成を行う。 
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また、ボランティアセンターの開設・運営について、市社会福祉協議会との連携体

制を強化するための協議や訓練等を積極的に行う。 

 

(２)ボランティア受入態勢の整備 

応急復旧段階以降のきめ細かな被災者支援や災害復旧対策の加速化、復興段階での

被災者支援を継続して行うために、ボランティアを円滑に受け入れる体制を整備す

る。 

このため、社会福祉協議会との協議に基づき、ボランティアの受入開始時期、救援

ニーズへの対応範囲、最小限の宿泊施設の確保、活動に必要な資機材の確保等につい

て具体化する。また、広くボランティアを受け入れるための要領についても、作成す

る。 
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【2】子育て・教育 

〈1〉子育て支援 

(１)乳幼児保育施設の安全確保体制強化 

市営の幼児保育施設はもとより、民営の幼児保育施設に対し、乳幼児の安全確保の

ための体制づくりを支援する。 

この際、法令に基づき水害や土砂災害に対する避難計画の策定や避難訓練を実施す

る場合は、市防災部局と連携して実効性のあるものとなるように努める。 

 

(２)子育て中の親に対する防災活動支援の充実 

乳幼児の子育て中の親に対して、大規模災害において子どもの安全や避難生活の中

で良好な育児環境を確保するための工夫について、講座を開催する等の支援を行う。 

この際、有識者や市防災部局との連携により、継続した支援を行うよう配慮する。 

 

〈２〉義務教育 

(１)学校施設の耐震化等促進 

大規模地震災害や風水害における児童生徒や教職員の確実な安全確保及び指定避難

所としての機能発揮のため、学校施設の耐震化等を含めた改築・改修を進める。 

この際、災害後の努めて早期の教育再開を考慮して、授業スペースの確保や落下物

防止の処置等に配慮する。 

 

(２)学校給食センターの災害対応体制の整備促進 

学校給食センターの貯水槽の適切な維持管理に努め、日常の利用はもとより災害時

にも市民に提供できるよう備える。 

また、食物アレルギーに配慮した学校給食用の食材は、災害時には食物アレルギー

の心配のある市民に対しても安心して供給できることから、適切に整備する。 

 

(３)学校防災計画の着実な整備 

状況の変化や県教育委員会・市防災部局の指針に基づき、現行の計画を適宜最新の

状態に整備する。この際、南海トラフ地震情報への対応や大規模複合災害に伴う広域

避難に係る分野については、市防災部局と連携しつ計画を整備する。 

この際、保護者への児童生徒の引渡し等の手順についても明確にする。 

 

(４)学校防災教育・訓練の充実 

総合学習の教科のほか、一般教科や野外実習の中で適時防災教育を取り込むよう工

夫する。この際、国土交通省等の支援による学校水防災教育の教材等を活用する。 

また、学校防災計画に基づき、児童、生徒及び教職員の確実な安全確保行動につい

て、年間を通じて、適宜避難行動等の防災訓練を行う。 

これらの教育効果を高めるために、地域での防災訓練への積極参加やジュニア防災

士の知事認証の取組を推進する。 
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<３〉社会教育 

(１)家庭・地域住民対象の防災講座の活性化 

生涯学習講座の一環として、市民ニーズに応じ家庭・地域住民対象の防災講座等の

実施を推進する。また、市防災部局と連携し、防災子ども合宿等の体験型の講座を企

画する。 

 

<４〉地域支援 

(１)避難所運営への支援体制充実 

大規模地震災害はもとより風水害や大規模火災発生時の指定避難所として、屋内運

動場等の学校施設を使用することに伴い、施設管理者としての支援体制を継続整備す

る。 

この際、教育の早期再開や学校重要施設の保全等を考慮し、避難所運営会議等の場

で避難所運営組織との連携要領を具体化する。 

 

(２)放課後児童クラブの活用支援 

避難所運営に当たり、要配慮者の避難スペースとして畳敷きのスペースや放課後児

童クラブの利用施設を活用できるよう、避難所運営組織からのニーズに応じて所管課

との調整のうえ的確に対応する。 
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【3】経済・産業 

〈1〉雇用 

(１)商工会議所、商工会等の市内経済団体との協力体制の構築 

発災後、速やかに経済活動を再開できるよう、平時から商工会議所や商工会、青年

会議所等の経済団体と発災後の対策についての協議の場を設けるなど、連携体制の構

築を図る。 

 

(２)労働力の迅速な確保のための就労相談制度の整備 

発災後の労働力確保対策としての災害時就労相談制度の整備について、ハローワー

ク島田（島田公共職業安定所）と連携し、検討を進める。 

 

(３)震災時に活用できる融資制度の整備 

発災後、速やかに経済活動を再開できるよう、市内金融機関と平時より融資制度に

ついて協議する。 

 

(４)雇用対策 

被災者の経済的な生活基盤を確保するため、雇用維持対策や再就職支援が円滑に実

施できるよう、ハローワーク島田等の関係機関との連携を強化する。 

また、事業所の事業活動の維持を図るため、ＢＣＰの策定を促進する。 

 

〈２〉事業所 

(１)事業所施設の耐震化、防火体制・避難体制の整備促進 

多数の者が利用する施設の耐震化や防火体制・避難体制の整備を促進すべく対策を

講ずる。事業所等の施設の耐震化、設備等の固定、飲料水等の物資の備蓄、燃料・電

力の確保など、事業所等の自主的な防災対策を促進する。 

また、事業所等と関係地域の自主防災組織との連携を促し、地域の防災訓練等への

積極的な参加を呼びかけるなど、事業所及び地域の安全確保を進める。 

 

(２)事業所等における緊急物資備蓄、帰宅困難者への情報提供 

大規模地震発生時等において、利用者や従業員の帰宅困難者を極力発生させないた

め、交通機関や観光施設、事業所等においては、当面の間、その施設や事業所内に利

用者や従業員等を留めておくために必要な量の飲料水・食料等の緊急物資の備蓄を促

進する。 

また、帰宅困難者への適時・的確な対応を図るため、道の駅やコンビニエンススト

アをはじめとするフランチャイズチェーンと県が締結する「災害時等徒歩帰宅者の支

援に関する協定」に基づく「災害時帰宅支援ステーション※13」としての情報提供体

制の整備を促進する。 
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(３)事業所における地震防災応急計画及びＢＣＰの策定の促進 

各事業所に対し、大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災応急計画について策

定を促進する。また、発災時の被災や生産力の低下を防ぐために事業所のＢＣＰにつ

いて、静岡県ＢＣＰモデルプランの周知を図るとともに、静岡県ＢＣＰ研究会会員に

よる普及啓発や業務継続計画策定を指導する人材の養成を図り、策定を促進する。 

 

〈3〉産業施設 

(１)工場や事業所等の設備からの出火、煤塵（ばいじん）・有害物質等の流出に対する対

策の推進 

発災時に特に周辺に大きな影響が予想される大規模事業所に対しては、環境保全協

定の締結や見直し協議の際に、大規模災害時の対応や連絡体制を構築する。 

 

〈4〉緊急支援物資 

(１)緊急支援物資の受入体制の整備 

緊急支援物資の受入体制について、訓練等を通じて定期的な検証を行うとともに、

災害時応援協定を締結する民間団体等との情報交換会の開催や連絡窓口等の確認を定

期的に行い、必要に応じて協定内容の見直しを行うなど、連携体制を強化する。 

 

(２)緊急支援物資の搬送体制の整備 

緊急支援物資の搬送体制について、管理調整から仕分、払出、警備、搬出の各業務

を訓練等通じて検証を行うとともに、災害時応援協定を締結する民間団体等との調整

を進め、必要に応じて協定内容の見直しを行うなど、連携体制を強化する。 

この際、宅配業者等の民間事業所の取組と行政の取組を効果的に組み合わせる。 

 

〈５〉観光 

(１)観光施設での安全確保体制の整備 

発災時における観光客をはじめとする市内滞在者及び通過者の安全確保のため、大

規模観光施設の耐震化を促進するとともに、避難と併せ、安全に誘導できる体制の確

保を図る。 

 

(２)観光客への防災情報の提供体制の整備 

発災時における外国人を含む観光客をはじめとする市内滞在者への防災状況の提供

体制として、Wi-Fi 環境（公衆無線 LAN）の整備を促進する。 

 

(３)観光客（帰宅困難者）の避難体制の確保 

発災時における観光客をはじめとする帰宅困難者の避難先について、第二次から第

四次指定避難所を一時避難所として確保する。 
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【4】環境・自然 

〈１〉エネルギー 

(１)分散自立型エネルギーシステム 

太陽光、バイオマス、中小水力、風力、天然ガスコージェネレーション等の分散自

立型エネルギーシステムを活用したエネルギーのネットワーク化に加え、住宅や事業

所、工場等における太陽光発電等の導入、工場の移転や生産規模の縮小等で発生した

空地へのメガソーラーの導入を検討する。 

 

〈２〉農地・森林等整備 

(１)農地、土地改良施設等の地域資源の適切な保全管理、農業用灌漑設備の整備促進 

農地や土地改良施設等の適切な保全管理を行うことが困難となっている地域が増加

傾向にあり、災害時の被害拡大に繋がるおそれがあるため、地域の主体性を生かした

集落組織等による保全管理を促進する。 

また、圃場整備を推進するとともに農業用水路等の整備を図る。 

 

(２)森林の多面的機能の向上 

森林が有する保水力など多面的機能が損なわれることにより、山地災害等の発生リ

スクの高まりが懸念されるため、県や林業事業体と協力し、倒木・流木の防止を図る

森林整備や保全活動、環境教育等を推進する。 

また、森林の計画的な保全が可能となるよう、林道や作業道の整備を進め、森林施

業の集約化を図り、また、地域の主体性・協働力を活かした集落組織等による農地、

森林等の適切な保全管理を推進する。 

 

〈3〉被災者支援 

(１)被災者の住宅支援体制の整備 

被災者の生活拠点を早急に確保するため、あらかじめ応急仮設住宅やみなし仮設住

宅等の供給体制についても整備しておく。さらに入居者の把握方法や選考、入居後の

ケア、住宅の維持管理方法等について、関係者と調整し整備し、被災者の住宅の支援

を図る。 

 

(２)空き家対策の着実な推進 

老朽空き家については、特に特定空き家について除去を含めて適正管理の指導等の

対策を行う。これらの対策は、特に市街地の木造住宅密集地域において対策強化を図

る。 

 

〈4〉防犯 

(１)災害時の治安確保の仕組み構築 

災害時の治安悪化による犯罪を抑える治安確保に向けて、警察及び地域と連携した

体制を構築する。自己防衛を最優先に考えるようにするほか、子どもや女性の安全確

保を徹底する。 
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〈5〉交通環境 

(１)民間事業所の協力を活用した交通網断絶の回避 

警察をはじめ、道路管理者や民間事業所等との連携により、必要な交通手段を確保

する。 

 

〈6〉災害廃棄物 

(１)災害廃棄物処理体制の構築 

島田市災害廃棄物処理計画について、より実効性の高いものとなるよう随時更新す

る。 

また、発災後は、島田市災害廃棄物処理実行計画に基づいて、一般廃棄物、し尿及

び産業廃棄物の処理を行う。 

 

(２)生活ゴミ処理体制の構築 

避難所をはじめとする生活ゴミの収集運搬及びその処理については、市、自治会及

び関係業者と連携した処理体制を構築する。 

 

〈7〉動物愛護 

(１)災害時の動物救護体制等の整備 

災害時における家庭用動物については、被災者とともに同行避難できる体制を構築

する。 

また、ペット等の保護のため、獣医師や動物ボランティアの協力を得て、動物救護

体制の整備を図る。 

 

(２)災害時の家畜の措置体制の整備 

災害時における家畜への対応を図るため、県など関係機関の協力を得て、家畜及び

死亡家畜の措置について、体制を構築する。 
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【5】歴史・文化・地域 

〈１〉情報発信 

(１)観光業、農業等の需要回復に向けた安全性の情報発信 

災害時における地理的な誤認識や消費者の過剰反応等による風評被害を防ぐため、

正確な被害情報等を収集し、正しい情報を迅速かつ的確に提供するとともに、関係機

関等と連携し、県内産物の販売促進や観光客等の誘客など積極的な風評被害対策を講

じる。このため、平時から関係機関等との連携構築等を行う。 

 

(２)文化財の保護・活用 

当市固有の財産である大井川川越遺跡、諏訪原城址、蓬莱橋といった由緒ある文化

財を保護し、併せて情報発信する。 

 

〈２〉地域政策 

(１)地域連携軸の形成 

市域全体の均衡ある発展のため、市街地と中山間地が連携するよう交通・情報ネッ

トワークを整備する。 

 

(２)空き家の利活用 

島田市不動産バンクへの登録を促進するとともに、空き家の利活用に関して様々な

用途を模索する。 

 

〈３〉多文化共生 

(１)外国人に対する危機管理対策 

言語や文化の違いにより、防災知識の取得や情報の理解が困難な場合があるため、

防災に関する情報等の多言語化を目指す。また、容易に情報収集が出来るよう Wi-Fi

環境（公衆無線 LAN）の整備に努める。 
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【6】都市基盤 

〈１〉交通ネットワーク 

(１)公園等の避難地及び幹線避難路の整備 

災害時の実情に応じた施設整備及び維持管理を推進するとともに、幹線避難路沿い

の無電柱化による避難路の確保をする。 

 

(２)災害時の迂回路となる農道、林道の整備・改良 

山間地等において、道路の防災・震災対策及び周辺の治山対策等を進めるととも

に、災害時の迂回路となる農道や林道の整備を進め、多様な主体が管理する道を把握

し活用すること等により、避難路や代替輸送路を確保するための取組を促進する。 

 

(３)広域幹線道路等の防災機能強化 

災害時における救急・救命活動や支援物資の輸送等の広域支援体制を迅速に整備す

るため、東名高速道路・新東名高速道路、国道 1 号バイパス、国道 473 号、主要地

方道島田吉田線、島田川根線等の広域幹線道路の防災機能強化促進を要望する。 

 

(４)緊急輸送路等の整備・耐震対策 

救急・救命活動や支援物資の輸送を迅速に行うルートを確保するため、緊急輸送路

等の道路整備や街路整備、橋りょうの長寿命化修繕耐震計画及び対策、道路ストック

総点検、踏切改良、道路施設長寿命化対策、無電柱化等を推進する必要がある。 

 

(５)道路啓開体制の整備 

緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関の連携等により装備資機材の充

実、情報の収集や共有、提供等の必要な体制整備を図る。 

 

(６)鉄道跨線橋等の長寿命化修繕 

公共交通機関である鉄道の保全と鉄道（新幹線を含む）による緊急広域輸送路を確

保に資するよう、鉄道跨線橋をはじめとする橋りょうの長寿命化修繕等を推進する。 

 

(７)陸路・空路の多様なモードの連携によるネットワークの強化 

災害時における輸送モード相互の連携、代替性の確保を図るため、富士山静岡空

港、東名高速道路インターチェンジ・新東名高速道路インターチェンジ、東海道本線

や多様な広域交通手段相互の連携について検討し、ネットワークの強化を図る。 

 

〈２〉ライフライン 

(１)上水道の基幹施設の耐震化 

水供給の長期停止を防ぎ、上水道の機能を確保するため、水道の浄水施設、配水池

や基幹管路の耐震化を進める。 
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新病院は、耐震性のある配水池からの耐震管の引き込みと耐震受水槽の設置により

断水を極力回避するよう備える。また災害時でも下水処理対応が行えるよう耐震浄化

槽を整備する。 

 

(２)上水道の断水に備えた応急給水体制の確保 

非常用給水袋の配備や非常用発電機の燃料補給体制を確立するとともに給水車等に

よる生活用水の確保と応急給水体制の整備を促進する。 

 

(３)下水道施設の耐震化等 

発災時における公衆衛生問題や交通障害の発生を防止するため、下水道施設の耐震

化等を図る。 

 

(４)下水道業務継続計画（下水道ＢＣＰ）の策定推進 

大規模地震等により下水道施設等が被災した場合でも、速やかに下水道施設が果た

すべき機能を維持、回復させるために下水道ＢＣＰを策定する。 

 

(５)ライフラインの耐震化、代替エネルギー確保の促進と各機関等との連携強化 

エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における施設の耐

震対策を促進するとともに、被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡会議や訓

練を実施し、連携体制を強化する。 

 

〈３〉通信 

(１)孤立地域における通信手段の確保 

孤立が予想される集落等には衛星携帯電話を配置済みであるが、現状を把握し、複

数の通信連絡手段を整備する。 

 

(２)デジタル化に対応した防災通信ネットワークシステムの整備・運用 

災害時の通信を確保するために、デジタル化に対応した新たな防災通信ネットワー

クシステムを整備・運用する。 

 

〈４〉都市 

(１)震災復興のための都市計画行動計画の推進 

震災復興都市計画行動計画に従い、被災時における関係課の役割等についての認識

向上や、被災に備えた体制構築を図る。 

 

(２)内陸・中山間地の革新 

新東名高速道路等の高規格幹線道路網の充実により発展の可能性が広がる内陸・中

山間地においては、企業用地の創出、ゆとりのある生活空間の提供などを通して、美

しい景観や個性を活かした地域づくりを推進する。 
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(３)公園緑地の整備 

防災拠点としても活用できる公園整備を推進する。 

 

〈５〉地籍調査 

(１)地籍調査の推進 

発災後でも住宅等の復興が速やかに実施できるよう、地籍調査を計画的に進める。 

 

〈６〉社会資本の長寿命化 

(１)適正な維持管理・更新による長寿命化 

市民の安全、安心を確保するため既存のインフラ資産について中長期的な維持管理

計画を策定し、この計画に沿った適正な維持管理、更新に取り組むことにより社会資

本の長寿命化を推進する。 
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【7】行財政 

〈1〉行政機能 

(１)業務継続に必要な体制整備 

市のＢＣＰの検証と見直しを必要に応じて行い、業務継続に必要な体制を整備す

る。 

 

(２)行政の重要データ保持の強化 

災害時の代替拠点を確保するとともに情報通信技術における業務継続計画（ICT-Ｂ

ＣＰ）推進体制の強化を図り、サーバ等の重要機器については、データセンター等免

震型施設への移設、通信回線の冗長化※14を検討する。 

 

(３)インターネット回線の維持 

インターネット回線の途絶に備え、引き続き、衛星インターネット回線を保持する

体制を構築する。 

 

(４)避難所等での情報通信機能確保 

災害時にも緊急速報メール等の利用や情報収集・発信が可能となるよう、通信回線

の輻輳に備え、避難所等への Wi-Fi環境（公衆無線 LAN）の整備、インフラ回線と

して行政専用帯域の確保が可能な BWA（地域広帯域移動無線アクセス）無線方式の

導入の可能性を検討する。 

 

〈2〉施設・資機材 

(１)公共施設等の適正管理の推進 

島田市公共施設等総合管理計画に掲げた品質の適正化を図るため、保全サイクルを

構築し計画的な修繕・更新を実施していく。 

 

(２)防災拠点となる公共施設及び多数の者が利用する大規模な建築物の耐震化、防火体

制・避難体制の強化 

学校をはじめとする公共施設の耐震補強や改築の計画的な実施、緊急物資集積場所

となっている「島田市総合スポーツセンターローズアリーナ」、「金谷体育センタ

ー」、「川根文化センターチャリム 21」についても緊急物資集積場所としての機能を

発揮できるよう、可能な範囲で改修する。 

新病院は、平成３２年度中の開院に向けて建設事業を推進しており、施設・設備の

被災を極力回避し、災害時医療救護活動に支障が生じないよう建物を免震構造とす

る。また、主要構造部は、耐火構造とする。防災拠点となる市役所本庁舎について

は、整備の在り方について周辺の土地利用を含めて検討が進められているが、南海ト

ラフ巨大地震に備え、防火体制・避難体制整備を含めて、着実な整備を行う。本庁及

び各支所は、被災の状況に応じ、各行政機能を確保するため、互いに連絡・調整、協

力・機能補完体制を築く。 
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社会福祉施設の入居者は、災害発生時に自力での身体の安全確保や避難が困難であ

るため、事業者が行う防火体制や避難体制の充実等の安全化対策について、必要な支

援を行う。 

 

(３)防災拠点となる公共施設の機能強化 

防災拠点となる公共施設の耐震化、機能強化を図る。また、公共施設における情報

取得が容易となるようWi-Fi 環境（公衆無線 LAN）の整備に努める。 

 

(４)避難所の安全確保  

避難者の安全確保を図るため、耐震性能がランクⅡの避難所については、耐震化に

向けた計画の着実な実行と非常用電源の確保、土砂災害防止施設の整備を推進する。 

また、被災した場合に備え、被災建築物の応急危険度判定の実施体制を強化し、避

難所の安全な早期開設に努める。さらに、避難所の立地条件についてあらかじめ検討

しておく。 

 

(５)避難所として使用できる施設の把握、確保及び整備 

避難所として活用できる施設を把握するとともに、予備施設の確保を図り、これら

施設の継続的整備を行う。 

 

(６)燃料の備蓄体制の強化 

電力の供給停止に備え、機能維持に必要な燃料の備蓄体制の強化を図る。また、発

災直後の救援活動や避難生活に必要な燃料を確保するため、市独自の燃料供給体制に

ついて検討を進める。 

 

(７)車両、資機材等装備器材の防災機能・管理体制の強化 

車両や資機材等が災害時でも十分に使えるよう防災機能や管理体制を強化する。 

また、車両、資機材の保管場所の分散化を検討し、災害時相互応援協定先との連絡

体制強化を図る。 

 

(８)広域避難所等の防災拠点施設における非常用電源、燃料の確保 

電力の供給停止に備え、防災拠点施設において、防災行政無線等の情報通信施設の

機能維持に必要な非常用電源及び燃料を確保する。 

新病院においては、防災行政無線のほか衛星携帯電話により災害時の情報通信手段

を確保する。また、非常用電源による電力のバックアップ体制と発電機用燃料の備蓄

により、電力供給停止時でも電力を確保する。 
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第４章 計画の推進 

１ 市の他の計画等の見直し 

本計画は、国土強靭化に係る市の他の計画等の指針となるものである。 

当市における地域防災計画、都市基盤整備や公共施設整備等に関する計画のほか、国土

強靭化に係る他の計画等を策定、見直しする際には、本計画の内容に十分に配慮するもの

とする。 

 

２ 本計画の見直し 

本計画は、第２次島田市総合計画後期基本計画策定時に見直しを行うことを原則とする

が、計画策定時の背景・前提となる事項が変化した場合や計画の進捗状況に応じて、必要

な場合は、４年毎の見直し期間にかかわらず計画の見直しを行うことを妨げない。 

 

３ 具体的取組の推進 

本計画に基づく具体的な取組については、別紙第２「プログラム推進のための主要な取

組」に記載した各項目について、事業評価・事業見直し等の進捗管理を行う。 

また、取組を推進するために、市長を本部長とする「島田市国土強靭化推進本部」を設

置する。 

 

４ プログラムの重点化 

限られた資源と財源の中で、より効果的・効率的に国土強靭化の取組を推進するため

に、施策の優先順位を明らかにする必要がある。 

そのため、緊急度、重要度（本計画の基本的な考え方や総合計画との整合、市民の安全

確保に対するリスクの大きさ）、費用対効果、県の重点化すべきプログラムとの関係等を総

合的に判断して、63 のプログラムから 16のプログラムを重点化すべきプログラムとして

選定した。 

この 16 の重点化すべきプログラムに係る起きてはならない最悪の事態（リスクシナリ

オ）を附表１に示す。 
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附表１ 

 
プログラム 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ） 

１ １－１ 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

２ １－２ 地震等による土砂災害や堤防決壊等による死傷者の発生 

３ １－３ 台風・豪雨等に伴う洪水及び広域かつ長期的な浸水による死傷者の発生 

４ １－４ 台風・豪雨等に伴う大規模な土砂災害の発生による死傷者の発生 

５ １－５ 
情報伝達の不備や地域や施設での避難態勢の不備等に伴う避難行動の遅れによ

る多数の死傷者の発生 

６ ２－１ 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

７ ２－３ 
警察、常備消防、自衛隊等の被災地への進出困難による救助・救急活動力の絶

対的不足 

８ ２－６ 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

９ ２－８ 
医療施設及び関係者等の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能

の麻痺 

10 ２－10 

避難所施設の被災や避難所運営体制構築の遅れにより、避難所運営が円滑にで

きない、安全が確保できない状況の発生市外避難者の増大や想定外の避難者発

生に伴う避難所の施設の絶対量の不足 

11 ３－１ 
防災拠点となる公共施設・車両・器材等の被災による行政機能の大幅低下（本

庁舎、おおるり、消防署、車両・器材等） 

12 ６－４ 基幹交通ネットワーク（陸上、航空）の機能停止 

13 ６－６ 事業再開に必要な人的資源、資金の不足 

14 ７－２ 
上下水道・ごみ処理等のライフライン・生活インフラ関連施設・設備の被災に

よる長期間の機能停止 

15 ９－２ 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

16 10－１ 企業・住民の流出等による地域活力の低下 
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第５章 プログラムの推進のための主要な取組 

県計画との整合を考慮し、島田市として 63項目の起きてはならない最悪の事態（リスクシナ

リオ）に基づき整理した「プログラムごとの脆弱性評価結果」の区分に応じて、主要な取組を整

理した。 

取組内容は、地震対策アクションプログラム２０１３（平成 2９年３月改定）、第２次島田市総

合計画前期基本計画及び関連計画に記載している事業を含み、本計画策定を通じて構想した事業

を「別紙第２ プログラム推進のための取組」として整理した。 

 

 

《添付資料》 

別紙第１ プログラム毎の脆弱性評価結果 

別紙第２ プログラム推進のための主要な取組 

別紙第 3 プログラム推進のために引き続き検討すべき取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

【島田市国土強靭化地域計画(案)】別紙 
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（別紙第１） プログラムごとの脆弱性評価結果 

 

1 大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される 

 1 地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

建物全壊・焼失：9,600 棟（建物全体の 18％）、建物半壊：約 1 万棟（建物全体の 21％） 

建物倒壊及び火災による人的被害：死者数 最大約 170 人、重傷者数 約 800 人 

1 住宅・建物の耐震化、老朽空き家対策   

住宅の倒壊や家具の転倒による居住者の身体への直接的な危害はもとより、火災発生や沿道交通のマ

ヒにより、発災後の二次的被害の拡大につながることから、早急な住宅耐震化が必要である。 

当市では、特定建築物（災害時の拠点となる建築物、不特定多数の者が利用する建築物、特定多数の者

が利用する建築物）の耐震化率は県の平均値を上回っており、一定の進捗はみられるものの、住宅の耐

震化率は県の平均値を下回っており、進捗を加速化させる必要がある。 

老朽空き家については、特に特定空き家について除去を含めて適正管理の指導等の対策が必要であ

る。これらの対策は、特に市街地の木造住宅密集地域において対策の強化が求められる。 

 

【特定建築物の耐震化率】 92.7％（平成 26年度末） 

（公共 94.2％、民間 91.6％） 

（県平均 88.9％） 

【住宅の耐震化率】 78.9％（平成 25年末） 

（県平均 82.4％） 

  
 

2 学校・保育施設・医療機関・社会福祉施設・防災拠点となる公共施設及び多数の者が利用する大規

模な建築物（歴史・文化施設を含む）の耐震化、防火体制・避難体制の強化 

学校施設は、災害時の指定避難所となることもあり、耐震化が必要であるが、一部の学校において、

非構造物の耐震化を終えているものの、耐震強度がランクⅡの施設がある。これらについては、耐震補

強計画の策定や実施設計等に基づく耐震補強工事や改築工事の着実な実行が必要である。 

また、学校給食センターでは、消防計画に基づく訓練や日常点検、防災研修の実施をし、体制の強化

を図っている。 

新病院は、平成 32年度中の開院に向けて新病院建設事業を推進しており、施設・設備の被災を極力

回避し、災害時医療救護活動に支障が生じないよう建物を免震構造とする。また、主要構造部は、耐火

構造とする。 

防災拠点となる市役所本庁舎については、周辺地区を含めた整備の在り方についての検討が進められ

ている。全体としては、公共施設を含め、特定建築物の耐震化は一定の進捗が実現されているが、いつ

起きてもおかしくない南海トラフ巨大地震に備え、防火体制・避難体制整備を含めて、着実な整備進捗

が必要である。  

社会福祉施設の利用者は、災害発生時に自力での身体の安全確保や避難が困難であるため、施設の防

災対策は重要である。市は、市内社会福祉施設の耐震化や各種避難計画（地震、原子力、水害、土砂災
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害等）の策定及び訓練等の実施を働きかけているが、現状、全ての事業所において要件を満たしていな

い状況である。そのため、市は引き続き必要な支援を行うよう努める。 

【小中学校の校舎・屋内運動場の耐震化率】 90.2％（平成 28年度末） 

【社会教育施設の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【保育所・幼稚園・認定子ども園等の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【児童館、放課後児童クラブ施設の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【老人福祉施設・障害者施設の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【自治会等の集会施設の耐震化率】 64 ％（平成 28年度末） 

【消防施設（消防署・消防団詰所）の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【防災拠点となる公共施設の耐震化率】 93.7％（平成 28年度末） 

【学校給食センターの防災訓練、日常点検、防災研修

の実施回数】 

防災訓練 1 回／年 

日常点検 1 回／月 

防災研修 1 回／年 

【障害者福祉施設の耐震化に関する通知又は説明会

の実施】 

未実施（平成 29 年度末） 

  
 

3 住宅が倒壊した場合でも安全を確保できる設備の設置促進 

住宅の耐震化が難しい世帯は、耐震シェルターや防災ベッドを設置することで一定の安全を確保でき

るが、普及をさらに促進する必要がある。 

家具を固定している 65歳以上の高齢単身者等のガラスの飛散防止を含め、家庭内対策の加速化が必

要である。 

また、通電火災防止措置が普及してきたとはいえ、季節によっては通電火災や漏電による火災発生の

可能性はゼロではなく、避難時におけるブレーカー遮断の徹底定着化を図ると共に、住宅用火災警報器

はもとより、感震ブレーカー設置の普及も効果的である。 

【家庭内の地震対策の促進（家具の固定）】 67.6%（平成 28 年度末） 

  
 

4 公園等の避難地及び幹線避難路の整備（電柱の倒壊防止） 

多くの公園施設が老朽化しており、大規模な災害を引き起こす地震災害等に備え、今後進展する公園

施設の老朽化に対し計画的な改築・更新の対策が必要である。また、避難地として活用できる公園の整

備および維持管理を推進するとともに、幹線避難路沿いの無電柱化による避難路の確保が必要である。 

【避難地整備 公園・緑地整備率】 41.5％（平成 28年度末） 

【避難路整備 無電柱化計画進捗率】 46％（平成 28年度末） 
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5 消防施設・設備の充実、地域の消防力（消防団）の確保 

同時多発する火災等に備え、消防力を強化するため、広域消防体制と並ぶ消防力の柱であり、市の災

害対応の唯一の実動部隊である消防団員の確保、消防団装備の充実、消防団員の教育訓練の充実に努め

る必要がある。この際、機能別団員や女性団員の確保のほか、幅広い年齢層を対象に消防団を補完する

体制づくり等の取組が求められる。 

併せて、水源となる防火水槽や消火栓の整備についても、地震対策を念頭に整備する必要がある。 

【消防団員の充足率】 87.7％（平成 29年度当初） 

【消防水利の整備：耐震性防火水槽の数】 270 基（平成 29年度当初） 

【消防救急デジタル無線の導入】 達成（平成 27 年度末） 

【救急救命士（21人）の確保率】 100%（平成 28 年度末） 

【消防団員数（900人）】 95.6%（平成 29 年度末） 

【常備消防用防災資機材（署・出張所）の充足率】 100%（平成 27 年度末） 

  
 

6 消防広域化に伴う静岡市消防局との連携体制強化  

消防広域化体制の実効性を高めるため、消防団との連携や大規模災害発生時の消防力全体の運用につ

いて、研究・検証を深化する必要がある。 

  
 

7 事業所施設の耐震化、防火体制・避難体制の整備促進 

民間の特定施設の耐震化は、91.6％で、県の平均値を下回っていることから、多数の者が利用する

施設の耐震化や防火体制・避難体制の整備を促進すべく、対策を講ずる必要がある。 

事業所等の施設の耐震化、設備等の固定、飲料水等の物資の備蓄、燃料・電力の確保など、事業所等

の自主的な防災対策を促進させる。 

また、事業所等と関係地域の自主防災組織との連携を促し、地域の防災訓練等への積極的な参加を呼

びかけるなど、事業所及び地域の安全確保を進める必要がある。 

  
 

 

1 大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される 

 2 地震等による土砂災害や堤防決壊等による死傷者の発生 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

急傾斜地崩壊（A ランク危険箇所） 550 か所 

急傾斜地崩壊による死傷者 30 人 

1 地すべり防止施設、砂防設備、急傾斜地崩壊防止施設の整備 

従来からの施設整備は、同時多発的に発生し、人的被害が発生するおそれがある土砂災害に対して有

効であることから、優先度を設け着実に進めていく必要がある。 

ハード対策の実施を県へ働きかけて確実な土砂災害防止施設の整備を促進するとともに県に採択され

ない事業について市で実施する。 

【野田旗指地区急傾斜地崩壊対策事業の進捗率】 7.6％（平成 28年度末） 
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2 河川及び洪水調整施設等の整備 

広域にわたり甚大な浸水被害が想定される国・県が管理する重要な河川において、河道拡幅や護岸改

修などの予防型対策を着実に促進する。 

市が管理する支川や都市下水路についても、浸水被害が想定される河川を優先して、予防型対策を計

画的に推進する。 

また、近年浸水被害のあった河川や浸水常襲地域においては、再び大きな被害を発生させない災害対

応型対策の重点化を図り実施する。さらに、被害を最小化する「減災」を図るよう、排水ポンプ場や雨

水貯留施設の整備を併せて進めるほか、適切な土地利用の誘導、開発抑制、森林や農地の保全や、水害

版図上訓練の実施等のソフト対策を併せて進める等、河川を管理する国・県や関係機関とともに流域が

一体となり、総合的な治水対策を実施する必要がある。 

【市が管理する雨水幹線（都市下水路含む）の整備率】 51.5％（平成 28年度末） 

  
 

3 適切な避難行動の周知徹底  

避難時の適切な行動について、避難するタイミングや階上への垂直避難等、市民一人ひとりが状況に

応じた判断ができるように周知徹底を図る必要がある。 

要配慮者は早期の避難が必要であるが、適切な避難行動に関して依然周知不足と思われる。 

また、要配慮者が利用する施設には近年の大規模災害を受けて、各種避難計画（地震、原子力、水

害、土砂災害等）の策定及び訓練の実施を求められている。 

市は、要配慮者に対して適切な避難行動の周知を図るとともに、要配慮者利用施設に対して各種避難

計画の策定及び訓練の実施を働きかける。 

  
 

 

1 大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される 

 3 台風・豪雨等に伴う洪水及び広域かつ長期的な浸水による死傷者の発生 

【被害想定等】 

〔大井川洪水浸水想定区域〕 

大井川洪水に伴う最大浸水深  浸水 3m 以上 1,533,000ｍ2 854 戸 

家屋倒壊氾濫想定区域  2,193 戸（189 戸は完全に流される） 

〔その他想定〕 

建物、住宅地、農地等への浸水 

1 地すべり防止施設、砂防設備、急傾斜地崩壊防止施設の整備 （1-2-1 

従来からの施設整備は、同時多発的に発生し、人的被害が発生するおそれがある土砂災害に対して有

効であることから、優先度を設け着実に進めていく必要がある。 

ハード対策の実施を県へ働きかけて確実な土砂災害防止施設の整備を促進するとともに県に採択され

ない事業について市で実施する。 

【野田旗指地区急傾斜地崩壊対策事業の進捗率】 7.6％（平成 28年度末） 
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2 河川及び洪水調整施設等の整備 （1-2-2 

大井川流域は、市の大部分を占めており、その水系は、国及び県が管理している。 

また、栃山川流域は、市の東部を占め、その水系は県が管理しているが、支川の東光寺谷川は過去に

浸水被害が発生したことがある。このほか、湯日川水系及び勝間田川水系がある。 

広域にわたり甚大な浸水被害が想定される国・県が管理する重要な河川において、河道拡幅や護岸改

修などの予防型対策を着実に促進する。 

市が管理する支川や都市下水路についても、浸水被害が想定される河川を優先して、予防型対策を計

画的に推進する。 

また、近年浸水被害のあった河川や浸水常襲地域においては、再び大きな被害を発生させない災害対

応型対策の重点化を図り実施する。さらに、被害を最小化する「減災」を図るよう、排水ポンプ場や雨

水貯留施設の整備を併せて進めるほか、適切な土地利用の誘導、開発抑制、森林や農地の保全や、水害

版図上訓練の実施等のソフト対策を併せて進める等、河川を管理する国・県や関係機関とともに流域が

一体となり、総合的な治水対策を実施する必要がある。 

【市が管理する雨水幹線（都市下水路含む）の整備率】 51.5％（平成 28年度末） 

  
 

3 適切な避難行動の周知徹底 （1-2-3  

避難時の適切な行動について、避難するタイミングや階上への垂直避難等、市民一人ひとりが状況に

応じた判断ができるように周知徹底を図る必要がある。 

 

要配慮者は早期の避難が必要であるが、適切な避難行動に関して依然周知不足と思われる。 

また、要配慮者が利用する施設には近年の大規模災害を受けて、各種避難計画（地震、原子力、水

害、土砂災害等）の策定及び訓練の実施を求められている。 

市は、要配慮者に対して適切な避難行動の周知を図るとともに、要配慮者利用施設に対して各種避難

計画の策定及び訓練の実施を働きかける。 

【適切な避難行動に関する通知又は説明会の実施】 未実施（平成 30 年度末） 

  
 

4 洪水ハザードマップの作成、水害版図上訓練の実施 

広域浸水時の避難のため浸水想定区域における地区別洪水ハザードマップを全戸配布している。今

後、必要に応じてハザードマップの見直し、浸水想定区域等の防災情報の周知を継続して行うよう努め

る。 

また自主防災組織にも地域の防災マップの作成を推進し、より細かな防災情報を地域住民で共有でき

るようにする。さらに、水害版図上訓練等の実施等により地域の防災力の向上を図る必要がある。 

  
 

5 農業用排水施設等の整備・補強 

農地や農業用施設の湛水被害の解消や、自然的社会的状況の変化等によって機能低下した農業用排水

施設等の整備・補強を進める必要がある。 
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1 大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される 

 4 台風・豪雨等に伴う大規模な土砂災害の発生による死傷者の発生 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

急傾斜地崩壊（A ランク危険箇所） 550 か所 

急傾斜地崩壊による死傷者 30 人 

〔その他の想定〕 

市内の土砂災害危険箇所 

 土砂災害危険箇所数  831 か所  土砂災害警戒区域指定数 681 か所 ※平成 29 年 9 月現在 

1 地すべり防止施設、砂防設備、急傾斜地崩壊防止施設の整備 （1-2-1 

従来からの施設整備は、同時多発的に発生し、人的被害が発生するおそれがある土砂災害に対して有

効であることから、優先度を設け着実に進めていく必要がある。 

ハード対策の実施を県へ働きかけて確実な土砂災害防止施設の整備を促進するとともに県に採択され

ない事業について市で実施する。 

【野田旗指地区急傾斜地崩壊対策事業の進捗率】 7.6％（平成 28年度末） 

  
 

2 土砂災害警戒区域等の指定、警戒避難体制の整備  

土砂災害警戒区域等における避難体制の整備、土砂災害ハザードマップ等を活用した市民への危険箇

所の周知や避難訓練等の実施等、県と連携してソフト対策を推進する。 

県では土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域の指定を平成 31 年度までに完了する計画としてお

り、市は整備を促進する。 

【土砂災害警戒区域指定率】 81.9％ 

  
 

3 山地災害防止施設等の整備、避難体制の整備 

土砂災害ハザードマップの配布や避難体制整備等のソフト対策を推進する。 

また避難時の適切な行動について、避難するタイミングや階上への垂直避難等、市民一人ひとりが状

況に応じた判断ができるように周知徹底を図る必要がある。 

  
 

4 協働による森林の多面的機能の向上 

森林の適切な管理・保全が行われない場合には、森林が有する多面的機能が損なわれ、山地災害等の

発生リスクの高まりが懸念されるため、管理者と地域コミュニティ等との連携を図る必要がある。ま

た、県と協力し森林整備や保全活動、環境教育等を推進する必要がある。 
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1 大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される 

 5 情報伝達の不備や地域や施設での避難態勢の不備等に伴う避難行動の遅れによる多数の死傷者の 

  発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

観光客等の避難者 約 3,000 人 

指定避難所への避難者数 約 17,500 人 

1 災害情報、関連情報の伝達手段の多様化 

市民への情報伝達手段として、これまでの同報無線屋外子局の更新に加え、全国瞬時警報システム

（Ｊアラート）、災害情報共有システム（Ｌアラート）、緊急速報メール、FM島田、防災メール配信シ

ステム、F ネット（FAX による注意喚起）など、多様化に努めているところである。 

また、避難所開設情報などをパソコンやスマートフォン等の携帯端末に発信するなど、利用者に情報

インフラ等の環境の変化に応じて、さらに効果的な情報伝達手段を構築するとともに、情報伝達訓練の

実施等により、システム運用の検証と市民への周知を促進する必要がある。 

【F ネットのHP への掲載】 掲載（平成 29 年度末） 

【F ネットの 1回/年以上の情報伝達】 実施（平成 29 年度） 

【市の同報無線子局の設置数（223 基）】 100%（平成 28 年度末） 

【防災行政無線（同報無線）のデジタル化を含めた新

方式の検討・整備】 

5%（平成 28 年度末） 

【防災メールの登録者数（8,700 人）】 45.3%（平成 28 年度末） 

  
 

2 防災意識の向上 

災害による被害を軽減するためには市民が居住区域の危険度合を理解し、情報を正しく入手して避難

行動をとることが重要である。そのため家庭の避難計画の作成、自主防災組織又は、地区の防災計画の

策定や連絡網の整備を推進していく必要がある。 

自助、共助の取組を浸透させるため、啓発活動や防災教育を推進して防災意識の向上を図っていく。 

  
 

3 地域防災訓練の充実・強化 

地域の防災体制の確立、防災力や防災意識の向上を図るため、災害図上訓練（ＤＩＧ）や避難所運営

ゲーム（ＨＵＧ）等の出前講座を実施している。 

さらに実践的な訓練を行い、経験を増やすことや地域防災リーダーの活用、小中学生の地域防災活動

への参画等を促進する必要がある。 

地区の自主防災組織計画の訓練実施を呼びかけ、自主防災組織の運営ノウハウの持続的継承を推進す

る必要がある。また、次代の防災力の担い手である小中学生の地域防災活動への参画を促進する。 

【防災の日、地域防災の日に自主防災組織が実施する

訓練への参加者数（55,000 人）】 

100％（平成 28年度末） 
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4 外国人に対する危機管理対策 

言語や文化の違いにより、防災知識の取得や情報の理解が困難な場合があるため防災に関する情報等

の多言語化を目指す必要がある。また、情報収集が容易に可能となる Wi-Fi 環境（公衆無線 LAN）の

整備に努める。 

【市公式ホームページの簡易翻訳言語数】 4 カ国語（5種類）：英語、中国語（簡

体字・繁体字）、韓国語、ポルトガル語 
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2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止 

【被害想定等】 

〔第 4 次被害想定〕 

物資の不足量 1～3 日目の計 給水    30ｔ 食料 約  7,000食 

       4～7 日目の計 給水  4,728ｔ 食料 約  230千食 

上水道 97％断水 配水管被害箇所 約 1,000 か所   

    1週間後 59％断水 

1 緊急物資備蓄の促進 

市では、大規模地震災害等に備え、食料等の緊急物資の備蓄をするとともに、市民に対して 7 日以上

の飲料水・食料の備蓄を呼びかけているが、現状では、不十分な状況であることから、様々な機会を捉

えて、日常生活で準備できる備蓄方法の周知などを行い、備蓄率の向上を図る必要がある。 

また、帰宅困難者対策のため、事業所においては、発災後しばらくは従業員等を事業所内に留めてお

くことができるよう、必要な備蓄に努めるよう促す必要がある。 

学校・幼稚園・保育所等においても、児童・生徒を保護者へ引渡しできず学校にとどまる場合に備

え、飲料水・食料の備蓄を進める必要がある。 

川根温泉や川根温泉ホテル等の観光施設は、食堂やレストランで提供する食材のストックを滞在する

施設利用者に提供していく。 

社会福祉施設では、利用者の特性により、大量の水、流動食、オムツ、常用薬等が非常用の備蓄が必

要となる。現状、発災から 7 日目までの物資を備蓄している市内社会福祉施設は少ない。 

市は、市内社会福祉施設に対して非常用の備蓄に関する周知及び必要な支援を行う必要がある。 

施設が孤立した場合に備え、7 日分以上の飲料水・食料の備蓄を呼びかける必要がある。 

地震防災資機材の備蓄状況は給水車 1 台、給水タンク 24 台、給水袋 1,000 袋を確保しているが、

給水人口に対して十分な備蓄量とは言えない。また、各地避難所や救護所を中心に非常用給水タンクを

42 か所設置しているが、非常用給水タンクまでの管路の耐震化が必要である。 

【給水タンク】 アルミ製 2m3 7 台（稲荷浄水場・阪本配水池・岡田配

水池・川根支所） 

  アルミ製・FRP 製 1m3 15 台（稲荷浄水場・阪本配水池・岡田

配水池） 

  アルミ製 0.5m3 2 台（阪本配水池） 

【給水車】 4m3 加圧式 1 台 

【その他】 給水袋（ポリ袋製 6L） 1,000 袋 

  ろ過機 1 台 

  応急給水栓 1 台 

  ポリタンク（20L） 36 個（稲荷浄水場・阪本配水池） 

  ポリタンク（10L） 15 個（稲荷浄水場） 

【緊急物資備蓄に関する通知又は説明会の実施】 未実施（平成 29 年度末） 

【7 日以上の食料を備蓄している市民の割合】 6.3%（平成 27 年度末） 
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【7 日以上の飲料水を備蓄している市民の割合】 9.6%（平成 27 年度末） 

【市の備蓄食料数（想定避難者 3 万 5 千人×3 食分

＝10 万 5 千食）】 

100%（平成 28 年度末） 

【非常用給水タンク（避難所 39 基）の整備率】 100%（平成 28 年度末） 

  
 

2 救援物資受入体制の整備 

救援物資の受入体制について、訓練等を通じて定期的な検証を行うとともに、災害時応援協定を締結

する民間団体等との情報交換会の開催や連絡窓口等の確認を定期的に行い、必要に応じて協定内容の見

直しを行うなど、連携体制を強化する必要がある。 

  
 

3 上水道の基幹施設の耐震化 

水供給の長期停止を防ぎ、上水道の機能確保するため、水道の浄水施設、配水池や基幹管路の耐震化

を進める必要がある。 

上水道の管路全体の耐震化率は 11.3％と、県内や全国と同程度だが、基幹管路の耐震化率は 9.6％

と県内や全国と比較して低い状況である。また、上水道における 13配水池のうち 5か所の配水池は耐

震化が必要である。 

 

【管路の耐震化率】 11.3％（平成 27年度） 

10.0%（県内 平成 26年度） 

9.8%（全国 平成 26年度） 

【基幹管路の耐震化】 9.6％（平成 27年度） 

14.1%（県内 平成 26年度） 

16.9%（全国 平成 26年度） 

  
 

4 学校給食センターの貯水槽の維持管理、備蓄食材の整備 

学校給食センターの貯水槽は中部学校給食センターには 80 トン、南部学校給食センターには 36ト

ンの容量がある。定期的な維持管理に努め、日常の利用はもとより災害時にも市民に提供できるよう、

適切な維持管理に努める必要がある。 

また、学校給食用の備蓄用食料は中部学校給食センターに約 6 千食分、南部学校給食センターに約 3

千食分が保管されているが、食物アレルギーにも配慮して 27品目の対象食物を含まない食料を備蓄品

として保管している。災害時等には食物アレルギーの心配がある市民に対しても安心して備蓄材食材の

提供ができる。今後も適切な管理・整備を行うことが必要である。 

【貯水槽の清掃、水質検査実施回数】 1 回／年 

【備蓄食材の定期的な更新】 平成 28 年度更新 

  
 

5 災害時医療に必要な水の確保 

断水時でも災害時医療を継続できるよう耐震受水槽を新病院において整備する。また、備蓄倉庫も確

保し、備蓄倉庫に 3 日分（職員、患者併せ約 1,000 人を想定）の非常用飲料水を確保する必要があ

る。 
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2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要なの対応ができる 

 2 避難経路や救援ルートの途絶等による、多数かつ長期にわたる孤立集落や孤立住民等の同時発生 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

孤立予想地区 最大 24集落 約 440世帯 約 1340 人 

  島田地区    8集落 約 150世帯 約 410 人 

  金谷地区    1集落 約 16 世帯 約  63 人 

  川根地区       15 集落  約 270世帯 約 860 人     

1 災害時の迂回路となる農道、林道の整備・改良 

山間地等において、道路の防災・震災対策及び周辺の治山対策等を進めるとともに、災害時の迂回路

となる農道や林道の整備を進め、多様な主体が管理する道を把握し活用すること等により、避難路や代

替輸送路を確保するための取組を促進する必要がある。 

  
 

2 孤立地域における通信手段の確保、ヘリ誘導訓練の実施 

道路の寸断等により孤立した場合に備え、通信手段を確保するとともに、ヘリコプターの誘導訓練を

行う必要がある。また、孤立が予想される集落等には衛星携帯電話を整備済みである。 

【孤立予想集落（24集落）における衛星携帯電話の

整備及び更新率】 

100%（平成 25 年度末） 

  
 

3 地域の防災力の充実・強化 

消防団員数の増加や防災リーダーの育成、自主防災組織の災害時体制構築、資機材整備の促進に努め

ている。 

しかしながら、超広域災害では、広域支援の遅れや不足が生じることも想定されることから、地域の

防災力の充実・強化を図る必要がある。 

このため、孤立が予想される地区・集落においては、孤立した場合を想定し、地域の消防防災用施

設、設備及び資機材の整備を進めるとともに、自主防災組織を中心に地域の住民や学校、事業所などが

協力し、防災訓練や人材の育成・活用などの取組を促進する。 

【市地域防災リーダー養成講座修了者数（250人）】 50.4%（平成 29 年度末） 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 3 警察、常備消防、自衛隊等の被災地への進出困難による救助・救急活動力の絶対的不足 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

自力脱出困難者（建物倒壊等） 約 600 人 
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1 自衛隊等との連携強化 

災害時の広域支援をより効果的に受け入れるため、自衛隊や相互応援協定を締結しているの自治体等

と平時からの連絡会議等による情報交換や訓練等を行うことにより、連携体制の強化を図る必要があ

る。 

  
 

2 地域の防災力の充実・強化 （2-2-3 

消防団員数の増加や防災リーダーの育成、自主防災組織の災害時体制構築、資機材整備の促進に努め

ている。 

しかしながら、超広域災害では、広域支援の遅れや不足が生じることも想定されることから、地域の

防災力の充実・強化を図る必要がある。 

このため、地域の消防防災用施設、設備及び資機材の整備を進めるとともに、自主防災組織を中心に

地域の住民や学校、事業所などが協力し、防災訓練や人材の育成・活用などの取組を促進する。 

【市地域防災リーダー養成講座修了者数（250人）】 50.4%（平成 29 年度末） 

  
 

3 防災拠点となる公共施設の機能強化 

防災拠点となる公共施設の耐震化、機能強化を図る必要がある。また、公共施設における情報取得が

容易となるよう Wi-Fi 環境（公衆無線 LAN）の整備に努める。 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 4 消防団員の被災、道路の阻絶・浸水、ポンプ車の故障、防火水槽・消火栓の損壊等により、消防

団の機能発揮が困難 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

消防施設の損壊により通常どおりの救助活動が行うことができない 

消防団員が被災し、救助活動を行える人の絶対数が不足する 

1 消防施設・設備の充実、地域の消防力（消防団）の確保 （1-1-5 

同時多発する火災等に備え、消防力を強化するため、広域消防体制と並ぶ消防力の柱であり、市の災

害対応の唯一の実動部隊である消防団員の確保、消防団装備の充実、消防団員の教育訓練の充実に努め

る必要がある。この際、機能別団員や女性団員の確保のほか、幅広い年齢層を対象に消防団を補完する

体制づくり等の取組が求められる。 

併せて、水源となる防火水槽や消火栓の整備についても、地震対策を念頭に整備する必要がある。 

【消防団員の充足率】 87.7％（平成 29年度当初） 

【消防水利の整備：耐震性防火水槽の数】 270 基（平成 29年度当初） 

【消防救急デジタル無線の導入】 達成（平成 27 年度末） 

【救急救命士（21人）の確保率】 100%（平成 28 年度末） 

【消防団員数（900人）】 95.6%（平成 29 年度末） 

【常備消防用防災資機材（署・出張所）の充足率】 100%（平成 27 年度末） 
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2 消防広域化に伴う静岡市消防局との連携体制強化 （1-1-6 

消防広域化体制の実効性を高めるため、消防団との連携や大規模災害発生時の消防力全体の運用につ

いて、研究・検証を深化する必要がある。 

  
 

3 消防団の広域運用の訓練充実 

大規模災害時の連携を確実なものとするため、島田消防署に設置される署隊本部との合同訓練を行う

必要がある。 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 5 住民の多数被災、自主防災組織倉庫の被災等により、自主防災組織としての救援・消火活動が殆

どできない事態の発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

住民の被災、自主防災組織倉庫の損壊により初動が満足に行うことができない 

1 地域の防災力の充実・強化 （2-2-3 

超広域災害では、広域支援の遅れや不足が生じることも想定されることから、地域の防災力の充実・

強化を図る必要がある。 

このため、地域の消防防災用施設、設備及び資機材の整備を進めるとともに、地域の住民や学校、事

業所などが協力し、救援・消火活動ができるよう防災訓練や人材の育成・活用などの取組を促進する。 

  
 

2 消防団体制の効率化 

消防団体制の効率化を図り、より円滑かつ迅速に行動できる体制を目指す必要がある。 

  
 

3 消防広域化に伴う静岡市消防局との連携体制強化 （1-1-6  

消防広域化体制の実効性を高めるため、消防団との連携や大規模災害発生時の消防力全体の運用につ

いて、研究・検証を深化する必要がある。 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 6 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

電力  電気需要家数 約 53,000 軒 

    直後に 89％停電、1 日後に 80％停電、4 日後に 2,5％が停電、1 週間後に 1.3％が停電 

上水道 97％断水 配水管被害箇所 約 1,000 か所   
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    1週間後 59％断水 

1 燃料の備蓄体制の強化 

電力の供給停止に備え、機能維持に必要な燃料の備蓄体制の強化を図る必要がある。 

  
 

2 ライフラインの耐震化、代替エネルギー確保の促進と各機関等との連携強化 

エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における施設の耐震対策を促進する

とともに、被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡会議や訓練を実施し、連携体制を強化する必

要がある。 

南海トラフ地震をはじめとする大規模地震等の発生が懸念される中、災害に強い水道施設の構築が重

要な課題となっている。当市においても、耐震性が低い施設や管路が多く残っており、早期の耐震化が

必要である。 

  
 

3 病院等医療機関における電力供給体制の確保 

災害時の電力供給の途絶に備え、医療機関における燃料タンクや自家発電装置の整備、維持管理を行

う必要がある。 

新病院では、通常時の 6 割程度の発電容量のある自家発電機と 3日分程度の燃料を備蓄できるタン

クを整備する。 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 7 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）への水・食料等の供給不足 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

観光客等の避難者 約 3,000 人 

1 事業所等における緊急物資備蓄、帰宅困難者への情報提供 

大規模地震発生時等において、帰宅困難者を極力発生させないため、交通機関や観光施設、事業所等

においては、当面の間、その施設や事業所内に利用者や従業員等を留めておくことが必要となることか

ら、飲料水・食料等の緊急物資の備蓄を促進する必要がある。 

川根温泉や川根温泉ホテル等の観光施設は、食堂やレストランで提供する食材のストックを滞在する

施設利用者に提供していく。 

災害時の観光客に対する安全を確保するため、観光客の災害対策計画等を策定する必要がある。 

また、帰宅困難者への適時・的確な情報提供を図るため、道の駅やコンビニエンスストアをはじめと

するフランチャイズチェーンと県が締結する「災害時等徒歩帰宅者の支援に関する協定」に基づき、各

店舗を「災害時帰宅支援ステーション」として活用した情報提供体制の整備に協力する必要がある。 

  
 

2 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 

必要に応じて協定の内容について見直しを行う等、連携体制の強化と実効性の向上を図る必要があ

る。 
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取組としては、定期的に事業者と行政担当者との顔の見える関係を構築するとともに、個々の協定項

目をより具体的・実践的な項目として、その詳細を確認していくことが必要である。また、連絡体制の

確立や支援要請に対する協力などを検証する実動訓練を推進する。 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 8 医療施設及び関係者等の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

医療対応不足数  入院対応 約 1,400人、外来対応 約 1,200 人 

日常受療困難者数 入院対応 約   70 人、 外来対応 約 1,600 人 

救急搬送充足率 7％ 

※震災後の状況下では、医師一人当たりの対応重傷者数は約 5 人/日、対応軽傷者数は約 70人/日が限 

 界と考える 

1 医療救護体制の整備 

救護病院と災害拠点病院の位置付けのある市民病院の医療救護体制の強化を図る必要がある。 

また、救護所や静岡県中部方面本部（中部保健所）との連携強化、意識を共有する機会（研修会等）

を増やす必要がある。 

市民病院では、災害時医療救護活動に支障が生じないよう病院の免震化を図り、施設・設備の被災を

回避できるよう新病院を整備する。 

【医療救護計画の策定・改訂】 策定完了 

  
 

2 救護所資機材の確保 

適切な救護が可能となるような救護所資機材を確保、整備する。 

【救護所（6 か所）資機材及び消耗品等の充足率】 100％ 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 9 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

インフルエンザの集団感染、ノロウイルス等の蔓延、食中毒等が発生する 

1 下水道施設の耐震化等 

大規模地震発生時における公衆衛生問題や交通障害の発生を防止するため、下水道施設の耐震化等を

図る必要がある。 
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2 避難所における衛生対策 

簡易用トイレ、トイレ袋の整備促進とあわせ消毒資機材の拡充を図るとともに、感染症発症時の隔離

場所の確保など避難所運営会議において事前の衛生対策について協議していく必要がある。 

  
 

3 平時からの予防措置 

感染症の発生・まん延を防ぐため、平時から予防接種を促進する必要がある。 

感染症に対する抵抗力が弱い利用者が集団で生活する場であるため、平時から利用者の既往歴や心身

の状況、災害時における衛生対策（消毒資機材等の備蓄）について準備、衛生対策に関する周知及び支

援を行う必要がある。 

また、社会福祉施設においては平時から衛生用品や感染症対策用品の備蓄の周知徹底を図る。 

【麻しん・風しん予防接種の接種率】 100％ 

【社会福祉施設の衛生用品や感染症対策に関する通

知又は説明会の実施】 

未実施（平成 29 年度末） 

  
 

4 感染症大規模発生予防体制の充実 

感染症の発生に関する情報共有と住民広報の徹底を図るとともに保育所等への感染予防医療品等の整

備促進をする必要がある。 

【避難所防疫対策及び新型インフルエンザ等感染症

物品備蓄率】 

80％（平成 29年度末） 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 10 避難所施設の被災や避難所運営体制構築の遅れにより、避難所運営が円滑にできない、安全が 

   確保できない状況の発生、市外避難者の増大や想定外の避難者発生に伴う避難所の施設の絶対量 

   の不足 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

観光客等の避難者 約 3,000 人 

指定避難所への避難者数 約 17,500 人 

避難所生活から来る疲労や睡眠不足、ストレス等によって体調の悪化や罹患等が発生する 

1 避難所運営体制構築の促進、訓練充実 

避難所運営会議を継続的に行い、事前に体制構築の協議を重ねるとともに避難所運営の訓練の充実を

図り、運営を円滑に行える体制づくりをする必要がある。 

市外避難者や想定外の避難者の発生に対応するため、第二次指定避難所、第三次指定避難所、協定事

業所などの収容可能な施設の開設順序や候補を予め設定しておく、併せて避難所への職員の動員体制を

計画しておく必要がある。 

【第一次指定避難所運営会議の開催数（39 か所×2

回）】 

66.7%（平成 28 年度末） 
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【第一次指定避難所（39 施設）における防災倉庫の

整備率】 

97.4%（平成 28 年度末） 

  
 

2 避難所の安全確保 

避難者の安全確保を図るため、耐震強度がランクⅡの避難所については、耐震化に向けた計画の着実

な実行と非常用電源の確保、土砂災害防止施設の整備を推進する必要がある。 

また、被災建築物の応急危険度判定の実施体制を強化し、避難所の安全な早期開設に努める。 

避難所の立地条件についてあらかじめ検討しておく必要がある。 

  
 

3 福祉避難所の確保、整備の促進 

災害時、第一次指定避難所での共同生活が困難な要配慮者に対して、市は福祉避難所に誘導し、安

心・安全に避難生活を送ることができる場所を確保する。 

災害時には「福祉避難所マニュアル」に基づき、市は第一次指定避難所、自主防災組織及び福祉避難

所協定施設等と連携し、円滑な開設及び運営を実施する。 

災害の規模によっては受け入れ人数不足が予測される。また、「福祉避難所マニュアル」の周知及び

内容の検証が必要である。 

市は、市内社会福祉施設や宿泊施設の協力を得て福祉避難所協定締結施設の拡大を図るとともに、福

祉避難所開設運営訓練等の実施により、「福祉避難所マニュアル」の内容の検証をすることで実効性を

高めていく。 

【福祉避難所協定締結施設の拡大】 29 施設（平成 29 年度末） 

【福祉避難所開設運営マニュアルの策定】 策定完了（平成 29年度末） 

  
 

4 避難所での生活によるストレスの軽減 

避難所での生活によるストレスを軽減できるよう、避難所におけるルールづくりやプライバシーの保

護、アメニティの向上を図る必要がある。 

また、保健師等を各避難所に派遣し、専門家とも連携しながら避難者の健康管理やストレスケアに努

める。 

さらに、避難者等へのきめ細かな支援を行うボランティアを円滑に受け入れるため、災害ボランティ

アコーディネーターの養成を行うとともに、県災害ボランティア本部等との連携強化を図るための訓練

等を行う必要がある。 

  
 

5 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

必要に応じて協定の内容について見直しを行う等、連携体制の強化と実効性の向上を図る必要があ

る。 

取組としては、定期的に事業者と行政担当者との顔の見える関係を構築するとともに、個々の協定項

目をより具体的・実践的な項目として、その詳細を確認していくことが必要である。また、連絡体制の

確立や支援要請に対する協力などを検証する実動訓練を推進する。 
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6 動物救護体制の整備 

災害時における犬猫等の保護のため、動物救護体制の整備を図る必要がある。 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 11 医療施設が被災、医療スタッフ不足、患者数の急激な増大により、患者の応急救護活動の実施

が困難 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

医療対応不足数  入院対応 約 1,400人、外来対応 約 1,200 人 

1 学校・保育施設・医療機関・社会福祉施設・防災拠点となる公共施設及び多数のものが利用する大

規模な建築物（歴史・文化施設を含む）の耐震化、防火体制、避難体制の強化 （1-1-2 

学校施設は、災害時の指定避難所となることもあり、耐震化が必要であるが、一部の学校において、

非構造物の耐震化を終えているものの、耐震強度がランクⅡの施設がある。これらについては、耐震補

強計画の策定や実施設計等に基づく耐震補強工事や改築工事の着実な実行が必要である。 

新病院は、平成 32年度中の開院に向けて新病院建設事業を推進しており、施設・設備の被災を極力

回避し、災害時医療救護活動に支障が生じないよう建物を免震構造とする。また、主要構造部は、耐火

構造とする。 

防災拠点となる市役所本庁舎については、周辺地区を含めた整備の在り方についての検討が進められ

ている。全体としては、公共施設を含め、特定建築物の耐震化は一定の進捗が実現されているが、いつ

起きてもおかしくない南海トラフ巨大地震に備え、防火体制・避難体制整備を含めて、着実な整備進捗

が必要である。 

【小中学校の校舎・屋内運動場の耐震化率】 90.2％（平成 28年度末） 

【防災拠点となる公共施設の耐震化率】 93.7％（平成 28年度末） 

  
 

2 国、県、病院等の医療関係機関との連携強化 

医療スタッフの不足による救護所の機能不全を解消するために、県と連携し有事の際の迅速な対応の

実現を目的とした、ふじのくに防災情報共有システム（ＦＵＪＩＳＡＮ）を用いた派遣要請訓練を実施

している。 

そのほか医療チームの派遣要請といった点においては、災害対策本部医療班を通じ病院等と連携し、

ＥＭＩＳ（広域災害救急医療情報システム）を用いたＤＭＡＴ等及び他県医療救護チーム等の派遣要請

あるいは受入状況等の情報提供を受ける体制を構築することで、患者の急激な増大等にも対応しうる体

制を確保し、確実な応急救護活動等の実施を目指すべく、調整していく必要がある。 

【災害医療救護従事者説明会への参加率】 100％ 
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3 トリアージによる医療資源の有効活用 

市民病院では、既入院患者の一時帰宅、一般患者の診療は中止し、トリアージによる災害時医療に移

行することで傷病者の緊急度・重症度に応じた医療を行い、増大する患者に対して限られた医療資源の

活用を図る。 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 12  市民病院が医師等の医療スタッフや医療器材・医薬品不足により、救護病院・災害拠点病院と

しての機能を発揮できない 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

医療対応不足数  入院対応 約 1,400人、外来対応 約 1,200 人 

日常受療困難者数 入院対応 約   70 人、 外来対応 約 1,600 人 

救急搬送充足率 7％ 

※震災後の状況下では、医師一人当たりの対応重傷者数は約 5 人/日、対応軽傷者数は約 70人/日が限 

 界と考える 

1 医療スタッフの増援体制充実 （2-11-3 

ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）の受け入れが円滑に行える連携体制を維持する。 

  
 

 

2 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われる 

 また、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる 

 13  福祉避難所開設のための支援スタッフや救援物資提供の遅延により、民間社会福祉施設を活用 

     した福祉避難所の開設ができない 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

1 週間後の避難所避難者に占める要配慮者数（属性間で重複あり） 

65 歳以上の高齢単身者 約 400 人  5 歳未満乳幼児 約 700 人  身体障害者 約 600人 

知的障害者 約 100人  精神障害者 60 人  要介護認定者（要支援者を除く） 約 600人 

難病患者 約 100 人  妊産婦 約 300 人  外国人 約 100 人 

1 支援スタッフの確保・支援体制の構築 

支援スタッフの十分確保のための体制づくりを促進するとともに支援体制の構築を行う必要がある。 

福祉避難所となる事業者の理解を得ながら、運営体制づくりを促進するとともに、ボランティア等との

連携体制の強化を行う必要がある。 

また、救援物資提供の遅延の際に対応できるように、事業者の理解を得ながら備蓄を推進していく。 
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2 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

 必要に応じて協定の内容について見直しを行う等、連携体制の強化を図る必要がある。 

 災害時、第一次指定避難所での共同生活が困難な要配慮者に対して、福祉避難所に誘導し、安心、安

全に避難生活を送る場所を確保する必要がある。 

 また、福祉避難所開設運営マニュアルを策定し、福祉避難所の業務内容及び運営体制を明確化すると

ともに、定期的に関係者と協議しながら内容を見直す必要がある。 

加えて、福祉避難所の協定締結事業者の拡大を行い、福祉避難所の確保に努める。 
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3 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

 1  防災拠点となる公共施設・車両・器材等の被災による行政機能の大幅低下（本庁舎、おおるり、

消防署、車両・器材等） 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

市庁舎等の災害対応拠点施設が甚大な被害を受ける 

車両や器材等が被害を受け通常どおりに使用できない 

1 学校・保育施設・医療機関・社会福祉施設・防災拠点となる公共施設及び多数のものが利用する規

模な建築物（歴史・文化施設を含む）の耐震化、防火体制、避難体制の強化 （1-1-2 

学校施設は、災害時の指定避難所となることもあり、耐震化が必要であるが、一部の学校において、

非構造物の耐震化を終えているものの、耐震強度がランクⅡの施設がある。これらについては、耐震補

強計画の策定や実施設計等に基づく耐震補強工事や改築工事の着実な実行が必要である。 

新病院は、平成 32年度中の開院に向けて新病院建設事業を推進しており、施設・設備の被災を極力

回避し、災害時医療救護活動に支障が生じないよう建物を免震構造とする。また、主要構造部は、耐火

構造とする。 

防災拠点となる市役所本庁舎については、整備の在り方について周辺の土地利用を含めて検討が進め

られている。全体としては、公共施設を含め、特定建築物の耐震化は一定の進捗が実現されているが、

いつ起きてもおかしくない南海トラフ巨大地震に備え、防火体制・避難体制整備を含めて、着実な整備

進捗が必要である。 

【小中学校の校舎・屋内運動場の耐震化率】 90.2％（平成 28年度末） 

【社会教育施設の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【保育所・幼稚園・認定子ども園等の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【児童館、放課後児童クラブ施設の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【自治会等の集会施設の耐震化率】 64 ％（平成 28年度末） 

【消防施設（消防署・消防団詰所）の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【防災拠点となる公共施設の耐震化率】 93.7％（平成 28年度末） 

  
 

2 車両、資機材等装備器材の防災機能・管理体制の強化 

車両や資機材等の装備器材が災害時でも十分に使えるよう防災機能や管理体制を強化する必要があ

る。 

また、車両、資機材の保管場所の分散化を検討する必要がある。加えて、災害時相互応援協定先との

連絡体制強化を図る。 

  
 

3 業務継続に必要な体制整備  

市の危機管理体制においては、首長不在時の明確な代行順位を定めており、緊急事態においても迅速

な意思決定ができる体制としている。 

市の業務継続計画（ＢＣＰ）の検証と見直しを常に行い、業務継続に必要な体制を整備する必要があ

る。 
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4 行政の重要データ保持の強化 

平成 28 年度に島田市 ICT 部門の業務継続計画を策定している。災害時の具体的な代替拠点が選定さ

れていないことから、これらを選定するとともに ICT-ＢＣＰ推進体制の強化を図る必要がある。 

サーバ等の重要機器については、非常用電源が確保されていない本庁舎から、確保されているデータ

センター等免震型施設への移設、通信回線の物理的な破断等による途絶を回避するため、なるべく敷設

ルートが異なる通信回線により冗長化を検討する必要がある。 

  
 

 

3 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

 2 市職員の被災による行政機能の大幅低下 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

市職員の被災により参集予定人数の確保ができない 

幹部職員が被災、死傷して指揮機能が失われる 

1 業務継続に必要な体制整備 （3-1-3 

市の危機管理体制においては、首長不在時の明確な代行順位を定めており、緊急事態においても迅速

な意思決定ができる体制としている。 

市の業務継続計画（ＢＣＰ）の検証と見直しを常に行い、業務継続に必要な体制を整備する必要があ

る。 

  
 

2 各種実践的訓練の実施 

災害対策本部要員、危機対策にあたる要員を対象として、年間を通じて計画的に各種実践的な訓練を

行うことにより、業務の習熟を図る必要がある。 

【訓練実施数（2回/年）】 100%（平成 28 年度末） 

  
 

 

3 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する  

 3 市の出先機関の被災による行政機能の大幅低下 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

災害対応拠点施設や重要拠点が甚大な被害を受ける 

通常どおりの業務の継続が困難になる 

1 学校・保育施設・医療機関・社会福祉施設・防災拠点となる公共施設及び多数のものが利用する大

規模な建築物（歴史・文化施設を含む）の耐震化、防火体制、避難体制の強化 （1-1-2 

学校施設は、災害時の指定避難所となることもあり、耐震化が必要であるが、一部の学校において、

非構造物の耐震化を終えているものの、耐震強度がランクⅡの施設がある。これらについては、耐震補

強計画の策定や実施設計等に基づく耐震補強工事や改築工事の着実な実行が必要である。 
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また、学校給食センターでは、消防計画に基づく訓練や日常点検、防災研修の実施をし、被害の軽減

のための体制強化を図っている。 

新病院は、平成 32年度中の開院に向けて新病院建設事業を推進しており、施設・設備の被災を極力

回避し、災害時医療救護活動に支障が生じないよう建物を免震構造とする。また、主要構造部は、耐火

構造とする。 

本庁及び 3支所は、被災の状況に応じ、各行政機能を確保するため、互いに連絡・調整、協力・機能

補完体制を築く必要がある。 

全体としては、公共施設を含め、特定建築物の耐震化は一定の進捗が実現されているが、いつ起きて

もおかしくない南海トラフ巨大地震に備え、防火体制・避難体制整備を含めて、着実な整備進捗が必要

である。 

【小中学校の校舎・屋内運動場の耐震化率】 90.2％（平成 28年度末） 

【社会教育施設の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【保育所・幼稚園・認定子ども園等の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【児童館、放課後児童クラブ施設の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【老人福祉施設・障害者施設の耐震化率】 100％（平成 28年度末） 

【防災拠点となる公共施設の耐震化率】 93.7％（平成 28年度末） 

【学校給食センターの防災訓練、日常点検、防災研修

の実施回数】 

防災訓練 1 回／年 

日常点検 1 回／月 

防災研修 1 回／年 

  
 

2 業務継続に必要な体制整備 （3-1-3 

市の危機管理体制においては、首長不在時の明確な代行順位を定めており、緊急事態においても迅速

な意思決定ができる体制としている。 

市の業務継続計画（ＢＣＰ）の検証と見直しを常に行い、業務継続に必要な体制を整備する必要があ

る。 

  
 

 

3 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

 4 警察等、国・県の出先機関の機能低下に伴う大規模な交通渋滞等の発生、信号機機能停止等によ

る交通事故の大量発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

道路障害・放置車両等の悪条件と負傷者の搬送、帰宅行動、避難行動等が重なることで交通網が途絶し

円滑な通行が確保できないことで、救出・救助活動や消火活動に支障をきたす 

1 民間事業所等の協力を活用した交通網断絶回避の対策 

警察をはじめ、道路管理者や民間事業所等との協力、協議を重ね、道路啓開に向けた訓練を実施する

など、断絶回避に向けた取組は進みつつある。より円滑な通行を確保するために、連携の強化、広域化

を推進する必要がある。 
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3 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

 5 行政・地域の防犯・治安機能の悪化による、盗難等の犯罪の大量発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

ボランティアを騙る不審者等により悪化した治安の中で被害者が生み出される 

1 行政としての最低限の治安確保の仕組み構築 

治安の悪化による犯罪を抑える最低限の治安確保の仕組みを構築する必要がある。 

現在、防犯講座を開催し、防犯意識の向上や対策の周知を行っている。今後更に活動を広げ、自己防

衛を最優先に考えるほか、子ども、女性が被害に遭わないよう安全の確保を徹底する。 

  
 

2 地域の防災力の充実・強化 （2-2-3  

消防団員数の増加や防災リーダーの育成、自主防災組織の災害時体制構築、資機材整備の促進に努め

ている。 

しかしながら、超広域災害では、広域支援の遅れや不足が生じることも想定されることから、地域の

防災力の充実・強化を図る必要がある。 

このため、地域の消防防災用施設、設備及び資機材の整備を進めるとともに、自主防災組織を中心に

地域の住民や事業所などが協力して被災後に地域巡回を行い、治安を維持する役割を確立させる等の取

組を促進する。 

【市地域防災リーダー養成講座修了者数（250人）】 50.4%（平成 29 年度末） 
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4 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

 1 電力供給停止、同報無線設備、ネット回線の被災等による情報通信手段の機能発揮が困難 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

電力  電気需要家数 約 53,000 軒 

    直後に 89％停電、1 日後に 80％停電、4 日後に 2.5％が停電、1 週間後に 1.3％が停電 

1 広域避難所等の防災拠点施設における非常用電源、燃料の確保 

電力の供給停止に備え、防災拠点施設において、防災行政無線等の情報通信施設の機能維持に必要な

非常用電源及び燃料を確保する必要がある。 

新病院においては、防災行政無線のほか衛星電話により災害時の情報通信手段を確保する。また、非

常用電源による電力のバックアップ体制と発電機用燃料の備蓄により、電力供給停止時でも電力を確保

する。 

当市の水道は、ポンプによる送水を行っているため、大規模災害等によって停電が発生した場合、水

の供給が停止する恐れがある。そのため、主要な浄水場や配水池、水源に自家用発電設備を設置し、停

電時の電源を確保している。しかし、全ての配水池や水源に自家用発電設備を置くことは財政面の負担

が大きいため、可搬式自家用発電設備の活用等を検討する必要がある。また、既に設置されている自家

用発電設備の発電時に使用する燃料も備蓄する必要がある。 

  
 

2 ふじのくに防災情報共有システムの運用  

災害時における県や関係機関等と情報を共有できるよう「ふじのくに防災情報共有システム（ＦＵＪ

ＩＳＡＮ）」による訓練を実施する必要がある。 

県及び市町等水道関係者の災害時における水道施設被害状況の情報収集について「ふじのくに防災情

報共有システム」を活用している。また、例年システムを使い情報伝達訓練を実施している。 

【情報伝達訓練参加率】 

 県被害状況報告訓練（県くらし環境部） 

 県健康福祉部防災訓練（大雨、洪水警報発令

の為中止） 

 県総合防災訓練（県くらし環境部） 

 県地震対策オペレーション 2018（大規模

図上訓練） 

100％（3 回参加/3 回実施 

平成 29 年度） 

 

  
 

3 デジタル化に対応した防災通信ネットワークシステムの整備・運用 

災害時の通信を確実に確保するためにデジタル化に対応した新たな防災通信ネットワークシステムを

整備・運用する必要がある。 

  
 

4 インターネット回線の維持 

災害に強い衛星インターネットを、プラザおおるり、金谷防災センター、川根支所の各施設に設置し

ている。今後もインターネット回線の途絶に備え、引き続き、衛星インターネット回線を保持する。 
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5 避難所等での情報通信機能確保 

災害時に通信回線はアクセス集中により輻輳し、接続することが難しくなる。この通信回線の輻輳に

備え、避難所等への Wi-Fi の整備、インフラ回線として BWA無線方式の導入の可能性を検討する。 

  
 

 

4 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

 2 テレビ・ラジオ報道、ネット配信の中断、電話不通等により、市民や関係機関に情報が伝達でき

ない 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

建物被害や停電等により情報機器が使用できない 

車両や器材等が被害を受け通常どおりに使用できない 

1 災害情報、関連情報の伝達手段の多様化 （1-5-1 

テレビ・圏域ラジオ放送が中断した際にも、市民に対して災害情報、関連情報の提供ができるよう、

同報無線設備等の整備や災害情報共有システム（Ｌアラート）、FM 島田の緊急放送や緊急速報メールの

利活用を促進する必要がある。 

避難所を経由すれば災害対策本部とも連絡を取りやすいので、避難所の掲示板を利用した情報の取得

について周知を図る。 

【システム研修等への参加率】 100％ 

  
 

2 避難所等での情報通信機能確保 （4-1-5 

災害時に通信回線はアクセス集中により輻輳し、接続することが難しくなる。災害時にも緊急速報メ

ール等の利用や情報収集・発信が可能となるよう、通信回線の輻輳に備え、避難所等への Wi-Fi の整

備、インフラ回線として行政専用帯域の確保が可能な BWA 無線方式の導入の可能性を検討する。 

  
 

3 車両、資機材等装備器材の防災機能の強化 （3-1-2 

車両や資機材等の装備器材が災害時でも十分に使えるよう防災機能や管理体制を強化する必要があ

る。 

  
 

 

4 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

 3 高齢者等の災害弱者の情報獲得手段が限られていることによる重要情報伝達の不足 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

災害情報獲得の手段に不慣れである場合、情報を正確に受け取ることができない 

1 災害情報、関連情報の伝達手段の多様化 （1-5-1 

避難所を経由すれば災害対策本部とも連絡を取りやすいので、避難所の掲示板を利用した情報の取得

について周知を図る。 



 

69 

市は、聴覚障害者をはじめとする同報無線等による情報の取得ができない人対して、Fネット（FAX

による注意喚起）をしている。今後、更に周知を行っていくとともに情報伝達訓練を行うよう努める。

また、災害情報獲得手段に慣れた職員が情報を収集し、高齢者等の災害弱者に伝えることやより情報が

収集しやすい避難所への避難を誘導できる体制を構築する。 

【F ネットのHP への掲載】 掲載（平成 29 年度末） 

【F ネットの 1回/年以上の情報伝達】 掲載（平成 29 年度末） 

【市の同報無線子局の設置数（223 基）】 100%（平成 28 年度末） 

【防災行政無線（同報無線）のデジタル化を含めた新

方式の検討・整備】 

5%（平成 28 年度末） 

【防災メールの登録者数（8,700 人）】 45.3%（平成 28 年度末） 

  
 

2 避難行動要支援者名簿等の整備 

避難行動要支援者について、市は名簿化し、同意を得て平時から民生委員や自主防災組織等の関係者

と情報を共有している。その中でも自力避難が不可で家族等の支援のない方については、自主防災組織

が個別計画を作成している。 

また、災害時又は災害が発生するおそれのある場合は、市は上記の同意の有無に関わらず自主防災組

織へ情報提供し、自主防災組織が要支援者へ注意喚起及び必要に応じ避難支援を行う。 

【避難行動要支援者名簿同意率】 93％（平成 30年 2 月 15 日時点） 
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5 大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行

動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）

を早期に確保する 

 1 幹線道路・橋りょうの被災により、緊急輸送ルートの確保が困難 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

道路損壊等 東名、新東名高速道路  

一部区間に軽微被害 一般車両誘導、放置車両排除に 1～3 日かかる 

国道 1 号 

一部区間で橋梁損壊 山がけ崩れによる軽微被害 復旧に数週間かかる 

1 広域幹線道路等の防災機能強化 

大規模災害時における救急・救命活動や支援物資の輸送等の広域支援体制を迅速に配備するため、東

名・新東名高速道路、国道 1 号バイパス、国道 473 号、主要地方道島田吉田線、島田川根線等の広域

幹線道路の防災機能強化を促進する必要がある。 

また、総合スポーツセンターローズアリーナ等の緊急物資等の集積拠点等として防災上も重要な役割

が期待される施設については、防災機能強化の推進を図る。 

  
 

2 緊急輸送路等の整備・耐震対策 

救急・救命活動や支援物資の輸送を迅速に行うルートを確保するため、緊急輸送路等の道路整備や街

路整備、橋りょうの長寿命化修繕耐震計画及び対策、道路ストック総点検、、踏切改良、道路施設長寿

命化対策、無電柱化等を推進する必要がある。 

【橋りょうの長寿命化修繕・耐震工事実施率】 32％（平成 28年度末） 

【橋梁長寿命化修繕計画の策定】 0％（平成 28年度末） 

  
 

３ 災害時の迂回路となる農道、林道の整備・改良 （2-2-1 

山間地等において、道路の防災・震災対策及び周辺の治山対策等を進めるとともに、災害時の迂回路

となる農道や林道の整備を進め、多様な主体が管理する道を把握し活用すること等により、避難路や代

替輸送路を確保するための取組を推進する必要がある。 

  
 

４ 道路啓開体制の整備 

緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関の連携等により装備資機材の充実、情報の収集や

共有、提供等の必要な体制整備を図る必要がある。 

  
 

５ 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結する民間団体等との情報交換会

の開催や連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直しを行うな

ど、連携体制の強化を図る必要がある。 
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６ 鉄道跨線橋等の修繕・耐震化 

公共交通機関である鉄道の保全と鉄道（新幹線を含む）による緊急等の広域輸送路を確保するため、

鉄道跨線橋をはじめとする橋りょうの長寿命化修繕耐震化対策を推進する必要がある。 

【橋りょうの長寿命化修繕・耐震工事実施率】 32％（平成 28年度末） 

  
 

 

5 大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行

動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）

を早期に確保する 

 2 緊急輸送ルートの開設を担当する建設業者の被災による緊急輸送ルート確保の大幅な遅延 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

建設業者が被災し、通常どおりの運営ができずに道路啓開体制の構築が遅れる 

1 道路啓開体制の整備 （5-1-4 

緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関の連携等により装備資機材の充実、情報の収集や

共有、提供等の必要な体制整備を図る必要がある。 

  
 

2 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結する民間団体等との情報交換会

の開催や連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直しを行うな

ど、連携体制の強化を図る必要がある。 

現在各種団体及び事業者と応援協定を締結しているが、災害発生時における役割分担等が明確に示さ

れていないケースがあることから協定マニュアル等の整備が必要である。 

  
 

3 事業所における地震防災応急計画及び業務継続計画（ＢＣＰ）の策定の促進 

大規模地震対策特別措置法に基づく事業所における地震防災応急計画について、策定を促進する必要

がある。 

また、大規模災害時における事業所の被災や生産力の低下を防ぐために事業所の業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）について、静岡県ＢＣＰモデルプランの周知を図るとともに、静岡県ＢＣＰ研究会会員による普及

啓発やＢＣＰ策定を指導する人材の養成を図り、策定を促進する必要がある。 

【事業所（100 人以上）の業務継続計画（ＢＣＰ）

策定率】 

16.7％（平成 26年度） 

【地震防災応急計画の策定率】 93.1%（平成 28 年度末） 
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5 大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行

動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）

を早期に確保する 

 3 物資集積所施設の被災、人員配置や器材の不足による救援物資の受入・集積・配分体制構築の遅

延 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

物資集積所施設での体制構築が不十分で救援物資が各避難所のもとへ届かない 

1 学校・保育施設・医療機関・社会福祉施設・防災拠点となる公共施設及び多数のものが利用する大 

 規模な建築物（歴史・文化施設を含む）の耐震化、防火体制、避難体制の強化 （1-1-2  

学校をはじめとする公共施設の耐震補強計画の策定や改築の実施設計等に基づき耐震補強工事や改築

工事を行う。特に緊急物資集積場所となっている「島田市総合スポーツセンターローズアリーナ」、「金

谷体育センター」、「川根文化センター チャリム 21」は着実に実行をする必要がある。 

  
 

2 体制構築の整備促進 

救援物資の受入、集積、配分体制の事前協議を進めるとともに体制の整備促進を図る必要がある。 

  
 

 

5 大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行

動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）

を早期に確保する 

 4 各地区での救援体制（地区対策本部体制等）構築未実施により、避難所から個々の被災者への救

援物資配分等が確実に実施できない 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

救援態勢の構築が遅延し、救援物資の受け取りや保管ができない 

車中泊をしている市民や避難所で生活していない市民等へ物資配分ができない 

1 避難所運営体制構築の促進、訓練充実 （2-10-1 

避難所運営会議を継続的に行い、事前に体制構築の協議を重ねるとともに避難所運営の訓練の充実を

図り、運営を円滑に行える体制づくりをする必要がある。 

市外避難者や想定外の避難者の発生に対応するため、第二次指定避難所、第三次指定避難所、協定事

業所などの収容可能な施設の開設順序や候補を予め設定しておく、併せて避難所への職員の動員体制を

計画しておく必要がある。 

【第一次指定避難所運営会議の開催数（39 か所×2

回）】 

66.7%（平成 28 年度末） 

【第一次指定避難所（39 施設）における防災倉庫の

整備率】 

97.4%（平成 28 年度末） 
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2 地区救援体制の構築の促進  

自主防災組織が主体的に地区防災計画の策定を推進するために、行政が助言、指導していくことが重

要となる。また、地区防災計画に沿った防災訓練において、活動班の役割の確認とその習熟度を高める

ことが必要である。 

  
 

 

5 大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行

動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）

を早期に確保する 

 5 広域応援部隊の集結予定地区の被災による使用困難 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

活動拠点の被災により広域応援部隊の活動に影響が出る 

1 集結予定地区の予備地域の選定及び県、関係機関との調整 

広域応援部隊の迅速な活動のために活動拠点の選定及び県や関係機関への選定地域の説明等、事前調

整が必要となる。 

  
 

 

5 大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行

動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）

を早期に確保する 

 6 緊急ヘリポートの被災、避難者の集合、アクセス道路の阻絶、要員配置の不足による使用困難 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

緊急へリポートが使用できず、ヘリを利用した救援活動等ができない 

1 広域幹線道路等の防災機能強化 （5-1-1 

大規模災害時における救急・救命活動や支援物資の輸送等の広域支援体制を迅速に配備するため、東

名・新東名高速道路、国道 1 号バイパス、国道 473 号、主要地方道島田吉田線、島田川根線等の広域

幹線道路の防災機能強化を促進する必要がある。 

また、総合スポーツセンターローズアリーナ等の緊急物資等の集積拠点等として防災上も重要な役割

が期待される施設については、防災機能強化の促進を図る。 

  
 

2 災害時の迂回路となる農道、林道の整備・改良 （2-2-1 

山間地等において、道路の防災・震災対策及び周辺の治山対策等を進めるとともに、災害時の迂回路

となる農道や林道の整備を進め、多様な主体が管理する道を把握し活用すること等により、避難路や代

替輸送路を確保するための取組を促進する必要がある。 
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3 道路啓開体制の整備 （5-1-4 

緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関の連携等により装備資機材の充実、情報の収集や

共有、提供等の必要な体制整備を図る必要がある。 

  
 

4 ヘリポート適地の確保、ヘリポートの継続管理 

ヘリポートの予備地の確保や継続管理を行う必要がある。継続管理に関しては住民の方とも協力して

行う等、継続性を高める必要がある。 

新病院では、免震構造の建物屋上にヘリポートを設置する。 

【地域防災計画で定めたヘリポート（27 か所）の開

設、運営体制の整備】 

11.1%（平成 28 年度末） 

  
 

5 ヘリコプター、ヘリポートの活用に関する検証 

災害時に使用するヘリポートについて訓練等により活用の検証を行う必要がある。 
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6 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

 1 サプライチェーンの寸断等に伴う企業の生産力低下による経済活動の停滞 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

産業施設、設備の被害やライフラインの停止、道路や鉄道等の交通網の寸断、サプライチェーンの断絶

等により生産力が低下する（静岡県の間接的経済被害は約 6.8兆円） 

1 事業所における地震防災応急計画及び業務継続計画（ＢＣＰ）の策定の促進 （5-2-3 

大規模地震対策特別措置法に基づく事業所における地震防災応急計画について、策定を促進する必要

がある。 

また、大規模災害時における事業所の被災や生産力の低下を防ぐために事業所の業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）について、静岡県ＢＣＰモデルプランの周知を図るとともに、静岡県ＢＣＰ研究会会員による普及

啓発やＢＣＰ策定を指導する人材の養成を図り、策定を促進する必要がある。 

【事業所（100 人以上）の業務継続計画（ＢＣＰ）

策定率】 

16.7％（平成 26年度） 

【地震防災応急計画の策定率】 93.1%（平成 28 年度末） 

  
 

 

6 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

 2 社会活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

産業施設、設備の被害やライフラインの停止、道路や鉄道等の交通網の寸断、サプライチェーンの断絶

等により生産力が低下する（静岡県の間接的経済被害は約 6.8兆円） 

1 ライフラインの耐震化、代替エネルギー確保の促進と各機関等との連携強化 （2-6-2 

エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における施設の耐震対策を促進する

とともに、被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡会議や訓練を実施し、連携体制を強化する必

要がある。 

  
 

 

6 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

 3 重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

産業施設、設備の被害や従業員の被災、ライフラインの停止等により生産力が低下する（静岡県の間接

的経済被害は約 6.8兆円） 

他地域への経済波及が発生する 

1 工場や事業所等の設備から火災、煤塵、有害物質等の流出に対する対策の推進 

災害時とくに周辺に大きな影響が予想される大規模事業所に対しては、環境保全協定の締結や見直し

協議の際に、大規模災害時の対応や連絡体制を構築していく必要がある。 
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2 事業所における地震防災応急計画及び業務継続計画（ＢＣＰ）の策定の促進 （5-2-3 

大規模地震対策特別措置法に基づく事業所における地震防災応急計画について、策定を促進する必要

がある。 

また、大規模災害時における事業所の被災や生産力の低下を防ぐために事業所の業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）について、静岡県ＢＣＰモデルプランの周知を図るとともに、静岡県ＢＣＰ研究会会員による普及

啓発やＢＣＰ策定を指導する人材の養成を図り、策定を促進する必要がある。 

【事業所（100 人以上）の業務継続計画（ＢＣＰ）

策定率】 

16.7％（平成 26年度） 

【地震防災応急計画の策定率】 93.1%（平成 28 年度末） 

  
 

 

6 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

 4 基幹交通ネットワーク（陸上、航空）の機能停止 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

道路損壊等  

東名、新東名高速道路  

一部区間に軽微被害 一般車両誘導、や放置車両排除に 1～3日かかる 

国道 1 号  

一部区間で橋梁損壊 山がけ崩れによる軽微被害 復旧に数週間かかる 

その他道路 

橋梁損壊、損壊した建物、電柱による閉塞、山がけ崩れによる被害多数 完全復旧に 1 ヶ月以上かかる 

空港等 

富士山静岡空港は大きな被害は発生しにくいと考えられるが、一部防災へリポート等の輸送機能に支障

が生じる危険性がある 

1 広域幹線道路等の防災機能強化 （5-1-1 

大規模災害時における救急・救命活動や支援物資の輸送等の広域支援体制を迅速に配備するため、東

名・新東名高速道路、国道 1 号バイパス、国道 473 号、主要地方道島田吉田線等の広域幹線道路の防

災機能強化を促進する必要がある。 

また、総合スポーツセンターローズアリーナ等の緊急物資等の集積拠点等として防災上も重要な役割

が期待される施設については、防災機能強化の促進を図る。 

  
 

2 陸・空の多様なモードの連携によるネットワークの強化 

災害時における輸送モード相互の連携、代替性の確保を図る必要がある。このため、富士山静岡空

港、東名・新東名高速道路インターチェンジ、東海道本線や多様な広域交通手段相互のネットワークを

強化する幹線道路の整備が必要である。 
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3 緊急輸送路等の整備・耐震対策 （5-1-2 

救急・救命活動や支援物資の輸送を迅速に行うルートを確保するため、緊急輸送路等の道路整備や街

路整備、橋りょうの長寿命化修繕耐震計画及び対策、道路ストック総点検、、踏切改良、道路施設長寿

命化対策、無電柱化等を推進する必要がある。 

【橋りょうの長寿命化修繕・耐震工事実施率】 32％（平成 28年度末） 

【橋梁長寿命化修繕計画の策定】 0％（平成 28年度末） 

  
 

４ 災害時の迂回路となる農道、林道の整備・改良 （2-2-1 

山間地等において、道路の防災・震災対策及び周辺の治山対策等を進めるとともに、災害時の迂回路

となる農道や林道の整備を進め、多様な主体が管理する道を把握し活用すること等により、避難路や代

替輸送路を確保するための取組を促進する必要がある。 

  
 

５ 道路啓開体制の整備 （5-1-4 

緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関の連携等により装備資機材の充実、情報の収集や

共有、提供等の必要な体制整備を図る必要がある。 

  
 

６ ヘリポート適地の確保、ヘリポートの継続管理 （5-6-4 

ヘリポートの予備地の確保や継続管理を行う必要がある。継続管理に関しては住民の方とも協力して

行う等、継続性を高める必要がある。 

【地域防災計画で定めたヘリポート（27 か所）の開

設、運営体制の整備】 

11.1%（平成 28 年度末） 

  
 

７ ヘリコプター、ヘリポートの活用に関する検証 

災害時に使用するヘリポートについて訓練等により活用の検証を行う必要がある。 

  
 

８ 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結する民間団体等との情報交換会

の開催や連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直しを行うな

ど、連携体制の強化を図る必要がある。 

  
 

９ 鉄道跨線橋等の修繕・耐震化（5-1-6 

公共交通機関である鉄道機能の保全と併せ、鉄道（新幹線を含む）による緊急時の広域輸送路を確保

するため、鉄道跨線橋をはじめとする橋りょうの耐震化対策を推進する必要がある。 

【橋りょうの長寿命化修繕・耐震工事実施率】 32％（平成 28年度末） 
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6 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

 5 食料、水等の安定供給の停滞 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

流通関連施設の被災やライフラインの停止、交通機能の麻痺により流通機能の低下が起こり、食料等の

輸送や購入が困難となる 

1 食料の生産・流通等関係事業所の防災対策（地震防災応急計画の策定）の促進 

農林水産業に係る食料の生産・流通等の多様化に向けたソフト対策の適切な促進を図っていく必要が

ある。 

  
 

2 学校給食センターの貯水槽の維持管理、備蓄食材の整備 （2-1-4 

学校給食センターの貯水槽は中部学校給食センターには 80 トン、南部学校給食センターには 36ト

ンの容量がある。定期的な維持管理に努め、日常の利用はもとより災害時にも市民に提供できるよう、

適切な維持管理に努める必要がある。 

また、学校給食用の備蓄用食料は中部に約 6 千食分、南部に約 3千食分が保管されているが、食物

アレルギーにも配慮して 27 品目の対象食物を含まない食料を備蓄品として保管している。災害時等に

は食物アレルギーの心配がある市民に対しても安心して備蓄材食材の提供ができる。今後も適切な管

理・整備を行うことが必要である。 

【貯水槽の清掃、水質検査実施回数】 1 回／年 

【備蓄食材の定期的な更新】 平成 28 年度更新 

  
 

 

6 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

 6 事業再開に必要な人的資源、資金の不足 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

事業の再開に必要となる人的資源や資金が不足し、経済活動が滞る 

1 商工会議所、商工会等の市内経済団体との協力体制の構築 

大規模自然災害発生後、経済活動が速やかに再開できるよう、平時から商工会議所や商工会等の経済

団体と大規模自然災害発生後の対策についての協議の場を設けるなど、連携体制の構築を図る。 

  
 

2 労働力の迅速な確保のための就労相談制度の整備 

大規模自然災害発生後の労働力確保対策としての就労相談制度の整備について、ハローワーク島田と

連携し、検討を進める。 

  
 

3 震災時に活用できる融資制度の整備 

大規模自然災害発生時に速やかに経済活動を再開できるよう、市内金融機関と平時より融資制度につ

いて協議する。 

  
 



 

79 

 

7 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等

のライフライン及び通信、交通ネットワーク等のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期

に復旧させる 

 1 電力供給ネットワーク（発変電所、送電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能停止 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

電力 電気需要家数 約 53,000 軒 

 直後に 89％停電、1日後に 80％停電、4 日後に 2.5％が停電、1 週間後に 1.3％が停電 

ガス 都市ガス復旧対象 4,500 戸 

 ガス導管折損により約 80％が供給停止 4週間以上で 95％復旧 

 プロパンガスは 32％～38％供給停止 

1 分散自立型エネルギーシステムの促進 

太陽光、バイオマス、中小水力、風力、天然ガスコージェネレーション等の分散自立型エネルギーシ

ステムを活用したエネルギーのネットワーク化を推進する必要がある。 

また、住宅をはじめ、事業所や工場等における太陽光発電等の導入、工場の移転や生産規模の縮小等

で発生した空間へのメガソーラーの導入を促進する必要がある。 

  
 

2 ライフラインの耐震化、代替エネルギー確保の促進と各機関等との連携強化 （2-6-2 

エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における施設の耐震対策を促進する

とともに、被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡会議や訓練を実施し、連携体制を強化する必

要がある。 

  
 

 

7 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等

のライフライン及び通信、交通ネットワーク等のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期

に復旧させる 

 2 上下水道・ごみ処理等のライフライン・生活インフラ関連施設・設備の被災による長期間の機能

停止 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

上水道 97％断水 配水管被害箇所 約 1,000 か所   

    1週間後 59％断水 

下水道 処理場、中継ポンプ故障により 53％～67％が排水困難 

1 上水道基幹施設の耐震化等 

災害時における上水道の機能確保を図るため、水道の浄水施設、配水池や基幹管路の耐震化を進める

必要がある。 

新病院は、耐震性のある配水池からの耐震上水管の引き込みと耐震受水槽の設置により断水を極力回

避するよう備える。また災害時でも下水処理対応が行えるよう耐震浄化槽を整備する。 
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上水道の管路全体の耐震化率は 11.3％と、県内や全国と同程度だが、基幹管路の耐震化率は 9.6％

と県内や全国と比較して低い状況である。また、上水道における 13配水池のうち 5か所の配水池は耐

震化が必要である。 

【管路の耐震化率】 11.3％（平成 27年度） 

10.0%（県内 平成 26年度） 

9.8%（全国 平成 26年度） 

【基幹管路の耐震化】 9.6％（平成 27年度） 

14.1%（県内 平成 26年度） 

16.9%（全国 平成 26年度） 

  
 

2 上水道の断水に備えた応急給水体制の確保 

非常用給水袋の確保や各浄水場施設への非常用発電機の燃料の補給体制の確立、整備を進めるととも

に給水車の整備等、生活用水の確保と応急給水体制の整備を促進する必要がある。 

地震防災資機材の備蓄状況は給水車 1 台、給水タンク 24 台、給水袋 1,000 袋を確保しているが、

給水人口に対して十分な備蓄量とは言えない。また、各地避難所や救護所を中心に非常用給水タンクを

42 か所設置しているが、非常用給水タンクまでの管路の耐震化が必要である。 

【給水タンク】 アルミ製 2m3 7 台（稲荷浄水場・阪本配水池・岡田配

水池・川根支所） 

  アルミ製・FRP 製 1m3 15 台（稲荷浄水場・阪本配水池・岡田

配水池） 

  アルミ製 0.5m3 2 台（阪本配水池） 

【給水車】 4m3 加圧式 1 台 

【その他】 給水袋（ポリ袋製 6L） 1,000 袋 

  ろ過機 1 台 

  応急給水栓 1 台 

  ポリタンク（20L） 36 個（稲荷浄水場・阪本配水池） 

  ポリタンク（10L） 15 個（稲荷浄水場） 

  
 

3 ごみ処理施設の耐震化等 

可燃ごみ処理施設である田代環境プラザは耐震化されているが、上水道の断絶により運転ができなく

なるため、上水道の復旧または応急給水体制の確保をする必要がある。 

また、燃料等の供給途絶によっても運転ができなくなるため、緊急輸送ルートを確保しておく必要が

ある。 

さらに、耐震性能を保有した一般廃棄物最終処分場を市内に整備を検討する必要がある。 

  
 

4 ライフラインの耐震化、代替エネルギー確保の促進と各機関等との連携強化 （2-6-2 

エネルギー供給の長期途絶を回避するため、各ライフライン機関における施設の耐震対策を促進する

とともに、被災後の迅速な復旧を図るため、平時から連絡会議や訓練を実施し、連携体制を強化する必

要がある。 
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南海トラフ地震を始めとする大規模地震等の発生が懸念される中、災害に強い水道施設の構築が重要

な課題となっている。当市においても、耐震性が低い施設や管路が多く残っており、早期の耐震化が必

要である。 

  
 

5 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

必要に応じて協定の内容について見直しを行う等、連携体制の強化を図る必要がある。 

現在各種団体及び事業者と応援協定を締結しているが、災害発生時における役割分担等が明確に示さ

れていないケースがあることから協定マニュアル等の整備が必要である。 

  
 

 

7 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等

のライフライン及び通信、交通ネットワーク等のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期

に復旧させる 

 3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

下水道 処理場、中継ポンプ故障により 53％～67％が排水困難 

1 下水道施設の耐震化等 （2-9-1 

大規模地震発生時における公衆衛生問題や交通障害の発生を防止するため、下水道施設の耐震化等を

図る必要がある。 

  
 

2 下水道ＢＣＰの策定推進 

大規模地震等により下水道施設等が被災した場合でも速やかに下水道施設が果たすべき機能を維持、

回復させるために下水道ＢＣＰを策定する必要がある。 

  
 

 

7 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等

のライフライン及び通信、交通ネットワーク等のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期

に復旧させる 

 4 地域交通ネットワークが分断する事態 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

道路損壊等  

東名、新東名高速道路  

一部区間に軽微被害 一般車両誘導、や放置車両排除に 1～3日かかる 

国道 1 号  

一部区間で橋梁損壊 山がけ崩れによる軽微被害 復旧に数週間かかる 

その他道路 

橋梁損壊、損壊した建物、電柱による閉塞、山がけ崩れによる被害多数 完全復旧に 1 ヶ月以上かかる 
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1 広域幹線道路等の防災機能強化 （5-1-1 

大規模災害時における救急・救命活動や支援物資の輸送等の広域支援体制を迅速に配備するため、東

名・新東名高速道路、国道 1 号バイパス、国道 473 号、主要地方道島田吉田線、島田川根線等の広域

幹線道路の防災機能強化を促進する必要がある。 

また、総合スポーツセンターローズアリーナ等の緊急物資等の集積拠点等として防災上も重要な役割

が期待される施設については、防災機能強化の促進を図る。 

  
 

2 陸・空の多様なモードの連携によるネットワークの強化 （6-4-2 

災害時における輸送モード相互の連携、代替性の確保を図る必要がある。このため、富士山静岡空

港、東名・新東名高速道路インターチェンジ、東海道本線や多様な広域交通手段相互のネットワークを

強化する幹線道路の整備が必要である。 

  
 

3 緊急輸送路等の整備・耐震対策 （5-1-2 

救急・救命活動や支援物資の輸送を迅速に行うルートを確保するため、緊急輸送路等の道路整備や街

路整備、橋りょうの長寿命化修繕耐震計画及び対策、道路ストック総点検、、踏切改良、道路施設長寿

命化対策、無電柱化等を推進する必要がある。 

【橋りょうの長寿命化修繕・耐震工事実施率】 32％（平成 28年度末） 

【橋梁長寿命化修繕計画の策定】 0％（平成 28年度末） 

  
 

4 災害時の迂回路となる農道、林道の整備・改良 （2-2-1 

山間地等において、道路の防災・震災対策及び周辺の治山対策等を進めるとともに、災害時の迂回路

となる農道や林道の整備を進め、多様な主体が管理する道を把握し活用すること等により、避難路や代

替輸送路を確保するための取組を促進する必要がある。 

  
 

5 道路啓開体制の整備 （5-1-4 

緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関の連携等により装備資機材の充実、情報の収集や

共有、提供等の必要な体制整備を図る必要がある。 

  
 

6 ヘリポート適地の確保、ヘリポートの継続管理 （5-6-4 

ヘリポートの予備地の確保や継続管理を行う必要がある。継続管理に関しては住民の方とも協力して

行う等、継続性を高める必要がある。 

【地域防災計画で定めたヘリポート（27 か所）の開

設、運営体制の整備】 

11.1%（平成 28 年度末） 

  
 

7 ヘリコプター、ヘリポートの活用に関する検証 

災害時に使用するヘリポートについて訓練等により活用の検証を行う必要がある。 
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8 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結する民間団体等との情報交換会

の開催や連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直しを行うな

ど、連携体制の強化と実効性の向上を図る必要がある。 

  
 

9 鉄道跨線橋等の修繕・耐震化（5-1-6 

公共交通機関である鉄道機能の保全と併せ、鉄道（新幹線を含む）による緊急時の広域輸送路を確保

するため、鉄道跨線橋をはじめとする橋りょうの長寿命化修繕耐震化対策を推進する必要がある。 

【橋りょうの長寿命化修繕・耐震工事実施率】 32％（平成 28年度末） 

  
 

 

7 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等

のライフライン及び通信、交通ネットワーク等のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期

に復旧させる 

 5 応急仮設住宅等の住宅支援対策の遅延による避難生活の長期化 

【被害想定等】 

〔第 4 次被害想定〕 

借上げ型応急住宅 1394 世帯 

応急仮設住宅    984 世帯 

公営住宅一時使用   20 世帯（空き家募集をしていない市営の政策空き家の数）  

（※被害想定の「住機能の想定結果」で言うパターン D 数値を利用） 

※既存住宅（借上げ方型応急仮設住宅、公営住宅及び民間賃貸住宅）の空き家数を全県単位で考慮する 

 住宅の被災状況が半壊の場合は応急仮設住宅（借上げ型含む）及び公営住宅一時入居を不可とする 

1 応急仮設住宅、みなし仮設住宅等、被災者の住宅の支援 

被災者の生活拠点を早急に確保するため、応急仮設住宅建設予定地に「災害時における応急仮設住宅

の建設における協定書」に基づき協同組合島田建友会に住宅の建設を要請すると共に、宅地建物取引

業、不動産業関係者等との情報交換をし、あらかじめ応急借り上げ住宅等の供給体制についても整備し

ておく必要がある。 

さらに入居者の把握方法や選考、入居後のケア、住宅の維持管理方法等について、関係課と調整し整

備する必要がある。 

  
 

 

7 大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等

のライフライン及び通信、交通ネットワーク等のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期

に復旧させる 

 6 被災者へのきめ細やかな支援の不足による心身の健康被害の発生 

【被害想定等】 

〔第 4 次被害想定〕 

避難所生活から来る疲労や睡眠不足、ストレス等によって体調の悪化や罹患等が発生する 
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避難所運営にあたる市民やボランティア等が過酷な災害対応業務により精神的なダメージを受ける 

ＰＴＳＤを発症する人が増大し、メンタルヘルスのニーズが発生する 

1 円滑なボランティア受入態勢の整備 

避難者等へきめ細やかな支援を行うボランティアを円滑に受け入れる体制を整備する必要がある。 

【災害時健康支援マニュアルの策定・改正】 100％ 

  
 

2 被災者の健康支援体制の整備 

災害時における被災者の健康支援を促進するため、マニュアルの整備や健康支援体制の構築を図る必

要がある。 

【災害時健康支援マニュアルの策定・改正】 100％ 
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8 人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない 

 1 風評被害等による地域経済等の甚大な影響 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

直接的被害が軽い地域であっても、風評被害による経済的影響を受ける 

1 観光業、農業等の需要回復に向けた安全性の情報発信 

災害発生時における地理的な誤認識や消費者の過剰反応等による風評被害を防ぐため、正確な被害情

報等を収集し、正しい情報を迅速かつ的確に提供するとともに、関係機関等と連携し、県内産物の販売

促進や観光客等の誘客など積極的な風評被害対策を講じることが必要となる。このため、平時から関係

機関等との連携構築等を行う必要がある。 

  
 

 

8 人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない 

 2 原子力発電所の事故による放射性物質の放出 

【被害想定等】 

〔島田市原子力災害広域避難計画〕 

島田市の多くがUPZ 圏内（浜岡原子力発電所から 31km 圏内）にあり、市民の避難や一時移転、屋内

退避等の防護措置が必要となる 

飲食物の接取制限、農水産物の出荷制限が必要となる 

1 原子力防災対策の推進  

地震・津波災害を原因として原子力災害が発生する可能性も考慮し、地域住民の被ばくの低減を図る

ため避難体制の確立、緊急時モニタリング体制の強化など、国や県と連携して、原子力防災対策を推進

する必要がある。 

【島田市原子力災害広域避難計画の策定】 策定済（平成 29 年度） 

  
 

2 原子力災害に対する知識の啓発  

平成 29 年 3月に静岡県より「原子力防災のしおり」が作成されている。 

原子力災害の特徴や避難時の行動等あらかじめ知っておくべき知識を啓発し、正しい知識の普及に努

める。学校においても防災教育を行い、原子力における災害の知識を児童・生徒へ正しく伝えていく。 

【安定ヨウ素剤配付訓練の開催】 100％ 

  
 

 

8 人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない 

 3 大規模火災による多数の死傷者の発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

消防団員が被災し、救助活動を行える人の絶対数が不足する 

消防団と常備消防との相互連絡等ができず、連携に齟齬が生じる 
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1 消防施設・設備の充実、地域の消防力（消防団）の確保 （1-1-5 

同時多発する火災等に備え、消防力を強化するため、広域消防体制と並ぶ消防力の柱であり、市の災

害対応の唯一の実動部隊である消防団員の確保、消防団装備の充実、消防団員の教育訓練の充実に努め

る必要がある。この際、機能別団員や女性団員の確保のほか、幅広い年齢層を対象に消防団を補完する

体制づくり等の取組が求められる。 

併せて、水源となる防火水槽や消火栓の整備についても、地震対策を念頭に整備する必要がある。 

【消防団員の充足率】 87.7％（平成 29年度当初） 

【消防水利の整備：耐震性防火水槽の数】 270 基（平成 29年度当初） 

【消防救急デジタル無線の導入】 達成（平成 27 年度末） 

【救急救命士（21人）の確保率】 100%（平成 28 年度末） 

【消防団員数（900人）】 95.6%（平成 29 年度末） 

【常備消防用防災資機材（署・出張所）の充足率】 100%（平成 27 年度末） 

  
 

2 消防団の広域運用の訓練充実 （2-4-3 

大規模災害時の連携を確実なものとするため、島田消防署に設置される署隊本部との合同訓練を行う

必要がある。 

  
 

3 消防団体制の効率化 （2-5-2 

消防団体制の効率化を図り、より円滑かつ迅速に行動できる体制を目指す必要がある。 

  
 

4 消防広域化に伴う静岡市消防局との連携体制強化 （1-1-6 

消防広域化体制の実効性を高めるため、消防団との連携や大規模災害発生時の消防力全体の運用につ

いて、研究・検証を深化する必要がある。 

  
 

 

8 人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない 

 4 連続地震、土砂災害等の複合災害による多数の死傷者の発生 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

急傾斜地崩壊（A ランク危険箇所） 550 か所 

急傾斜地崩壊による死傷者 30 人 

1 地すべり防止施設、砂防設備、急傾斜地崩壊防止施設の整備 （1-2-1 

従来からの施設整備は、同時多発的に発生し、人的被害が発生するおそれがある土砂災害に対して有

効であることから、優先度を設け着実に進めていく必要がある。 

ハード対策の実施を国、県へ働きかけて確実な土砂災害防止施設の整備を促進する。 

  
 

2 土砂災害警戒区域等の指定、警戒避難体制の整備 （1-4-2 

土砂災害警戒区域等における避難体制の整備、土砂災害ハザードマップ等を活用した市民への危険箇

所の周知や避難訓練等の実施等、県と連携してソフト対策を推進する。 
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3 山地災害防止施設等の整備、避難体制の整備 （1-4-3 

山、崖崩れ危険箇所における土砂災害ハザードマップの配布や避難体制整備等のソフト対策を推進す

る。 

また避難時の適切な行動について、避難するタイミングや階上への垂直避難等、市民一人ひとりが状

況に応じた判断ができるように周知徹底を図る必要がある。 

  
 

4 協働による森林の多面的機能の向上 （1-4-4 

森林の適切な管理・保全が行われない場合には、森林が有する多面的機能が損なわれ、山地災害等の

発生リスクの高まりが懸念されるため、地域コミュニティ等との連携を図る必要がある。また、県と協

力し森林整備や保全活動、環境教育等を推進する必要がある。 

  
 

5 農地、農業水利施設等の地域資源の適切な保全管理 

農地や農業水利施設等については、地域ごとのつながりの希薄化により適切な保全管理を行うことが

困難になり、災害時の被害拡大に繋がるおそれがある。そのため地域の主体性を生かした地域コミュニ

ティ等による保全管理を促進する必要がある。 

  
 

 

8 人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない 

 5 感染症の大規模発生等による関連死の多数発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

インフルエンザの集団感染、ノロウイルス等の蔓延、食中毒等が発生する 

罹患者数を最低限に収めることができず、多数の罹患者が発生する 

1 避難所における衛生対策 （2-9-2 

簡易用トイレ、トイレ袋の整備促進とあわせ消毒資機材の拡充を図るとともに、避難所運営会議にお

いて事前の衛生対策について協議していく必要がある。 

  
 

2 平時からの予防措置 （2-9-3 

感染症の発生・まん延を防ぐため、平時から予防接種を促進する必要がある。 

また、高齢者福祉施設・事業所においては平時から衛生用品や感染症対策用品の備蓄の周知徹底を図

る。 

【麻しん・風しん予防接種の接種率】 100％ 

  
 

3 感染症大規模発生予防体制の充実 （2-9-4 

感染症の発生に関する情報共有と住民広報の徹底を図るとともに保育所等への感染予防医療品等の整

備促進をする必要がある。 

【避難所防疫対策及び新型インフルエンザ等感染症

物品備蓄率】 

80％（平成 29年度末） 
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4 医療体制の整備 

新病院においては、隔離可能な感染症病床を整備する。 
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9 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段

階で整備する 

 1 大量に発生する災害廃棄物の処理や遺体措置の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

災害廃棄物等発生量 約 100 万ｔ 約 90 万立米 

1 災害廃棄物処理体制の構築 

島田市災害廃棄物処理計画を策定しており、より実効性の高い計画となるよう計画の更新を推進す

る。 

発災後においては、実被害規模に対応した島田市災害廃棄物処理実行計画を策定し、計画に基づいて

処理を行う。 

  
 

2 遺体措置に関する適切な対応 

遺体に関して、適切な対応を行うため、遺体措置計画の見直しを図る必要がある。 

市民病院では、災害マニュアルを用いた適切な対応を行う、また遺体の仮安置場所を確保できるよう

新病院を整備する。 

  
 

 

9 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段

階で整備する 

 2 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

人口が流出し、人材の確保や復興が困難となる地域が発生する 

1 地域の防災力の充実・強化 （2-2-3 

消防団員数の増加や防災リーダーの育成、自主防災組織の災害時体制構築（特に地区救援体制の構

築）、資機材整備の促進に努めている。 

しかしながら、超広域災害では、広域支援の遅れや不足が生じることも想定されることから、地域の

防災力の充実・強化を図る必要がある。 

このため、地域の消防防災用施設、設備及び資機材の整備を進めるとともに、自主防災組織を中心に

地域の住民や学校、事業所などが協力し、防災訓練や人材の育成・活用などの取組を促進する。 

【市地域防災リーダー養成講座修了者数（250人）】 50.4%（平成 29 年度末） 

  
 

2 地域における防災人材の活用 

地域における防災の人材を把握し、有事の際に協力を仰げるよう事前に話し合いを重ねていく必要が

ある。 

【自主防災組織における防災人材の認知率】 39%（平成 24 年度） 
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9 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段

階で整備する 

 3 高速道路や鉄道等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

道路損壊等  

東名、新東名高速道路  

一部区間に軽微被害 一般車両誘導や放置車両排除に 1～3 日かかる 

国道 1 号  

一部区間で橋梁損壊 山がけ崩れによる軽微被害 復旧に数週間かかる 

鉄道 

 新幹線 

 大きな施設被害は発生しないが、点検や補修、電力途絶等により一時運行を停止する 復旧には数週 

 間かかる 

 JR 線・私鉄各線 

 地震動や山・崖崩れにより運行に支障が生じる 1 ヵ月後も不通区間がある   

1 広域幹線道路等の防災機能強化 （5-1-1 

大規模災害時における救急・救命活動や支援物資の輸送等の広域支援体制を迅速に配備するため、東

名・新東名高速道路、国道 1 号バイパス、国道 473 号、主要地方道島田吉田線、島田川根線等の広域

幹線道路の防災機能強化を促進する必要がある。 

また、総合スポーツセンターローズアリーナ等の緊急物資等の集積拠点等として防災上も重要な役割

が期待される施設については、防災機能強化の促進を図る。 

  
 

2 陸・空の多様なモードの連携によるネットワークの強化 （6-4-2 

災害時における輸送モード相互の連携、代替性の確保を図る必要がある。このため、富士山静岡空

港、東名・新東名高速道路インターチェンジ、東海道本線や多様な広域交通手段相互のネットワークを

強化する幹線道路の整備が必要である。 

  
 

3 緊急輸送路等の整備・耐震対策 （5-1-2 

救急・救命活動や支援物資の輸送を迅速に行うルートを確保するため、緊急輸送路等の道路整備や街

路整備、橋りょうの長寿命化修繕耐震計画及び対策、道路ストック総点検、、踏切改良、道路施設長寿

命化対策、無電柱化等を推進する必要がある。 

【橋りょうの長寿命化修繕・耐震工事実施率】 32％（平成 28年度末） 

【橋梁長寿命化修繕計画の策定】 0％（平成 28年度末） 

  
 

4 道路啓開体制の整備 （5-1-4 

緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関の連携等により装備資機材の充実、情報の収集や

共有、提供等の必要な体制整備を図る必要がある。 
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5 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結する民間団体等との情報交換会

の開催や連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直しを行うな

ど、連携体制の強化を図る必要がある。 

  
 

6 鉄道跨線橋等の修繕・耐震化（5-1-6 

公共交通機関である鉄道機能の保全と併せ、鉄道（新幹線を含む）による緊急時の広域輸送路を確保

するため、鉄道跨線橋をはじめとする橋りょうの耐震化対策、長寿命化修繕対策を推進する必要があ

る。 

【橋りょうの長寿命化修繕・耐震工事実施率】 32％（平成 28年度末） 

  
 

 

9 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段

階で整備する 

 4 被災者の住居（仮設住宅・みなし仮設住宅・復興住宅）や職の確保ができず生活再建が大幅に遅 

  れる事態 

【被害想定等】 

〔第 4 次被害想定〕 

借上げ型応急住宅 1394 世帯 

応急仮設住宅    984 世帯 

公営住宅一時使用  20 世帯（空き家募集をしていない市営の政策空き家の数）  

（被害想定の「住機能の想定結果」で言うパターン D※数値を利用） 

※既存住宅（借上げ方型応急住宅、公営住宅及び民間賃貸住宅）の空き家数を全県単位で考慮する 

 住宅の被災状況が半壊の場合は応急仮設住宅（借上げ型含む）及び公営住宅一時入居を不可とする 

〔その他の想定〕 

事業所の被災、需要の減少等のより従来どおりの雇用の創出が困難となる 

1 震災復興のための都市計画行動計画の推進 

島田市の震災復興都市計画行動計画に従い、被災時における関係課の役割等についての認識向上や、

被災に備えた体制構築を図る。 

  
 

2 雇用対策 

被災者の経済的な生活基盤を確保するため、雇用維持対策や再就職支援が円滑に実施できるよう、ハ

ローワーク島田等の関係機関との連携を強化する必要がある。 

また、事業所の事業活動の維持を図るため、防災・減災対策に係る助成制度・金融支援制度により対

策を促進するとともに、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進する必要がある。 

  
 

3 地籍調査の推進 

災害後でも住宅等の復興が速やかに実施できるよう、土地の境界を明確にできる地籍調査を事前に行

う必要がある。 
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当市では、毎年計画的に地籍調査を進めており、進捗率としては県の平均値を上回っているものの、

全国の平均値では下回っている状況である。進捗率を加速させる必要はあるが、現状ではかなり困難な

ため、今後もこれまでどおり計画的に調査を進めて行く。 

【地籍調査進捗率】 40.6%（平成 28 年度末） 

（県平均 23.9%  全国平均 51.6%） 

  
 

4 恒久住宅対策 

生活の基盤である住宅については、被災者による自力再建支援を行うとともに、災害公営住宅等の供

給を行う。このため、支援制度を前提とした体制の構築に努めるとともに、既存の公営住宅を計画的に

長寿命化していく必要がある。 

  
 

 

9 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段

階で整備する 

 5 道路啓開や住宅建設等に必要な技術系職員等の復旧・復興を担う人材等の不足により復旧・復興 

  が大幅に遅れる事態 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

人材の需要に供給が追いつかず、復旧、復興に遅れが生じる 

1 公共事業の持続的な担い手確保 

公共事業の担い手である建設産業では、若年入職者の減少、技能労働者の高齢化の進展等による担い

手不足が懸念されている。そのため県と協力し、持続的な発展や新たな担い手確保に対する啓発を行う

必要がある。 

  
 

 

9 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段 

 階で整備する 

 6 住宅被害調査やり災証明発行業務が遅延し、生活再建が大幅に遅れる事態 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

職員数の不足や生活再建支援の遅延により地域社会、経済の回復に支障をきたす 

1 住宅被害調査実施マニュアルの整備 

住宅等の被害調査は複数の班体制で行うことになるため、各調査職員が統一した調査方法で、また公

平・公正な目線で調査できるよう、実施マニュアルを整備する必要がある。また、調査から災害り災調

査原票作成までの一連の流れを実地研修等により習得する必要がある。 
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2 被災者の生活再建支援 

被災者生活再建支援制度の充実に加え、様々な生活再建関連施策に関する情報提供や生活の復興に向

けた相談体制を整備するとともに、職員の習熟やシステム導入等の制度の効率的運用によりり災証明を

短期間で発行する必要がある。 

【り災証明書の 2週間以内の発行】 未達成（平成 29 年度末） 

【生活再建相談とり災証明発行業務の連携について

各班のマニュアルに記載】 

未実施（平成 31 年度末） 
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10 防災、減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりが実現される 

 1 企業・住民の流出等による地域活力の低下 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

企業や住民の市外移転等により地域活力が低下し、地域資源の活用に支障をきたす 

1 事前復興の視点を取り入れた安全・安心で魅力ある地域づくり 

震災の影響で地域の活力が低下することを防ぐとともに、大規模災害に係る復旧、復興段階をも事前

に見据えた、安全、安心で魅力ある地域づくりを行う必要がある。 

  
 

2 内陸・高台部の革新 

新東名高速道路等の高規格幹線道路網の充実により発展の可能性が広がる内陸、高台部においては、

企業用地の創出、ゆとりのある生活空間の提供などを通して、美しい景観や個性を備えた地域づくりを

推進する必要がある。 

  
 

3 地域連携軸の形成 

市域全体の均衡ある発展のため、都市部と内陸、高台部が連携・補完するよう交通・情報ネットワー

クを整備する必要がある。 

  
 

 

10 防災、減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりが実現される 

 2 限界集落の発生等による地域防災力の低下 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

生産年齢人口の流出、減少により地域防災力の維持、将来の持続された労働力の確保が困難となる 

1 地域連携軸の形成 （10-1-3 

市域全体の均衡ある発展のため、都市部と内陸、高台部が連携・補完するよう交通・情報ネットワー

クを整備する必要がある。 

  
 

2 限界集落との現況把握・通信連絡手段の確保 

限界集落における現状の把握とともに複数の通信連絡手段を整備する必要がある。 

【孤立予想集落（24集落）における衛星携帯電話の

整備及び更新率】 

100%（平成 25 年度末） 

  
 

 

10 防災、減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりが実現される 

 3 農地、森林等の荒廃による災害リスクの助長 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

管理不足により震災時の被害が増大する 
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1 農地、森林等の保全 

森林の計画的な保全が可能となるよう、林道や作業道の整備を進め、森林施業の集約化を図る必要が

ある。また、地域の主体性・協働力を活かした地域コミュニティ等による農地、森林等の適切な保全管

理を推進する必要がある。 

  
 

 

10 防災、減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりが実現される 

 4 放置された空き家や公共施設等の管理不足による災害リスクの助長 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

放置空き家や公共施設等の管理が不十分になることで被害が増大する 

1 住宅・建物の耐震化等、老朽空き家対策 （1-1-1 

住宅の倒壊や家具の転倒による居住者の身体への直接的な危害はもとより、火災発生や沿道交通のマ

ヒにより、発災後の二次的被害の拡大につながることから、早急な住宅耐震化が必要である。 

当市では、特定建築物（災害時の拠点となる建築物、不特定多数の者が利用する建築物、特定多数の

者が利用する建築物）の耐震化率は県の平均値を上回っており、一定の進捗はみられるものの、住宅の

耐震化率は県の平均値を下回っており、進捗を加速化させる必要がある。 

老朽空き家については、特に特定空き家について除去を含めて適正管理の指導等の対策が必要であ

る。これらの対策は、特に市街地の木造住宅密集地域において対策の強化が求められる。 

【特定建築物の耐震化率】 92.7％（平成 26年度末） 

（公共 94.2％、民間 91.6％） 

（県平均 88.9％） 

【住宅の耐震化率】 78.9％（平成 25年末） 

（県平均 82.4％） 

  
 

2 公共施設等の適正管理の推進 

「島田市公共施設等総合管理計画」に掲げた品質の適正化を図るため、保全サイクルを構築し計画的

な修繕・更新を実施していく必要がある。 

【公共施設の資産老朽化比率】 56.9％（平成 28年度） 

  
 

3 空き家の利活用促進 

島田市不動産バンクへの登録を促進するとともに、空き家の利活用に関して様々な用途を模索する必

要がある。 
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11 復旧・復興の段階で、県、広域応援部隊及び近隣市町との連携の拠点として活動し、県全体の復

旧・復興に寄与する 

 1 緊急輸送ルートの確保が遅延し、防災拠点となる富士山静岡空港や広域応援部隊が集結する大井

川緑地へのアクセス道路や活動拠点となる地域が自由に使用できない事態の発生 

【被害想定等】 

〔第４次地震被害想定レベル２〕 

道路損壊等  

東名、新東名高速道路  

一部区間に軽微被害 一般車両誘導、や放置車両排除に 1～3日かかる 

国道 1 号  

一部区間で橋梁損壊 山がけ崩れによる軽微被害 復旧に数週間かかる 

その他道路 

橋梁損壊、損壊した建物、電柱による閉塞、山がけ崩れによる被害多数 完全復旧に 1 ヶ月以上かかる 

空港等 

富士山静岡空港は大きな被害は発生しにくいと考えられるが、一部防災へリポート等の輸送機能に支障

が生じる危険性がある 

1 広域幹線道路等の防災機能強化 （5-1-1 

大規模災害時における救急・救命活動や支援物資の輸送等の広域支援体制を迅速に配備するため、東

名・新東名高速道路、国道 1 号バイパス、国道 473 号、主要地方道島田吉田線、島田川根線等の広域

幹線道路の防災機能強化を促進する必要がある。 

また、総合スポーツセンターローズアリーナ等の緊急物資等の集積拠点等として防災上も重要な役割

が期待される施設については、防災機能強化の促進を図る。 

  
 

2 陸・空の多様なモードの連携によるネットワークの強化 （6-4-2 

災害時における輸送モード相互の連携、代替性の確保を図る必要がある。このため、富士山静岡空

港、東名・新東名高速道路インターチェンジ、東海道本線や多様な広域交通手段相互のネットワークを

強化する幹線道路の整備が必要である。     

  
 

3 緊急輸送路等の整備・耐震対策 （5-1-2 

救急・救命活動や支援物資の輸送を迅速に行うルートを確保するため、緊急輸送路等の道路整備や街

路整備、橋りょうの長寿命化修繕耐震計画及び対策、道路ストック総点検、、踏切改良、道路施設長寿

命化対策、無電柱化等を推進する必要がある。 

【橋りょうの長寿命化修繕・耐震工事実施率】 32％（平成 28年度末） 

【橋梁長寿命化修繕計画の策定】 0％（平成 28年度末） 

  
 

5 災害時の迂回路となる農道、林道の整備・改良 （2-2-1 

山間地等において、道路の防災・震災対策及び周辺の治山対策等を進めるとともに、災害時の迂回路

となる農道や林道の整備を進め、多様な主体が管理する道を把握し活用すること等により、避難路や代

替輸送路を確保するための取組を促進する必要がある。 
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6 道路啓開体制の整備 （5-1-4 

緊急輸送路の途絶を迅速に解消するため、関係機関の連携等により装備資機材の充実、情報の収集や

共有、提供等の必要な体制整備を図る必要がある。 

  
 

7 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

道路啓開や支援物資の輸送を迅速に行うため、災害時応援協定を締結する民間団体等との情報交換会

の開催や連絡窓口の確認を定期的に行うとともに、必要に応じて協定の内容について見直しを行うな

ど、連携体制の強化を図る必要がある。 

  
 

 

11 復旧・復興の段階で、県、広域応援部隊及び近隣市町との連携の拠点として活動し、県全体の復

旧・復興に寄与する 

 2 広域応援部隊が使用する燃料等の調達が市の需要と競合し、円滑な救援行動に支障を来たす事態

の発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

燃料等の確保ができないことにより復旧、復興に遅延が発生する 

1 災害時応援協定を締結する民間団体等との連携強化 （2-7-2 

必要に応じて協定の内容について見直しを行う等、連携体制の強化と実効性の向上を図る必要があ

る。 

  
 

2 市としての一定の燃料の備蓄（直営ガソリンスタンドの設置＝平素は民間委託）  

今年度新設された静岡市消防局湾岸消防署と同様に、災害対策本部機能を備えた新庁舎の敷地内に備

蓄用のガソリンスタンド機能を持たせることで応援部隊への支援機能など優位性を確保できるため直営

ガソリンスタンドの設置について検討する必要がある。 

  
 

 

11 復旧・復興の段階で、県、広域応援部隊及び近隣市町との連携の拠点として活動し、県全体の復

旧・復興に寄与する 

 3 市外からの一時避難者の受け入れ態勢が確保できない事態の発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

一時避難者の受け入れができず、避難生活が困難になる 

 

1 避難所として使用できる施設の把握、確保と整備 

避難所として活用できる施設の把握、予備施設の確保をする必要がある。また、それら施設の継続的

整備が必要となる。 
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11 復旧・復興の段階で、県、広域応援部隊及び近隣市町との連携の拠点として活動し、県全体の復

旧・復興に寄与する 

 4 ボランティアの受け入れ態勢を十分に確保できない事態の発生 

【被害想定等】 

〔その他の想定〕 

ボランティア等のマンパワーを十分に生かせずに復旧、復興に遅延が発生する 

1 社会福祉協議会との連携強化 

避難者等へきめ細やかな支援を行うボランティアを円滑に受け入れるため、災害ボランティアコーデ

ィネーターの養成を行うとともに、市社会福祉協議会やボランティア団体等との連携体制の強化を図る

ための訓練等を行う必要がある。 

【災害ボランティアコーディネーター人数】 60 人（平成 29年度末） 

 

  
 

2 円滑なボランティア受入態勢の整備 （7-6-1 

市民病院では、部署ごとの必要人数を想定し、仕事リストを作成しておく必要がある。またボランテ

ィアスタッフの休息スペースが確保できるよう新病院を整備する。 
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（別紙第 2） プログラム推進のための主要な取組 

 

※実績の数値は、但し書きがない場合、Ｈ29 年度末時点の数値 

 

【1：大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される】 

【1－1：地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
家庭内の地震対策の促進 家具類を固定（家庭内の一部を

含む）している市民の割合 

100% 67.6% H34 年度末 
危機管理課 

２ 消防施設・設備の整備の促進 耐震性防火水槽の整備率 - 
270 基 

Ｈ29 度当初 
- 危機管理課 

３ 地域の消防力の確保 消防団員数 

定数の

95% 

以上 

89.2% 毎年度継続 危機管理課 

４ 消防団用防災資機材の整備 
消防団用防災資機材（16 個分団

に各一式）の充足率 
100% - H34 年度末 危機管理課 

５ 市用防災資機材の整備 
市用防災資機材（第一次指定避

難所 39 か所に各一式）の充足率 
100% - H34 年度末 危機管理課 

６ 消防救急無線の高度化 消防救急デジタル無線の導入 100% 100% H27 年度末 
危機管理課 

（島田消防署） 

７ 障害者福祉施設の耐震化の促進 
障害者福祉施設の耐震化に関す

る通知又は説明会の実施 
1 回/年 未実施 

平成 30 年度

から継続実施 
福祉課 

８ 老人福祉施設の耐震化の促進 老人福祉施設の耐震化率 100% 100% H27 年度末 長寿介護課 

９ 向島町公園整備事業 向島町公園の整備率 100% - H32 年度末 建設課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

10 公園施設長寿命化対策支援事業 

15 公園における整備すべき主に

遊具を中心とした老朽化施設整

備率 

100% 
84.6%H28

年度末 
H35 年度末 建設課 

11 
都市公園安全安心対策緊急総合支援事

業 

11 公園における改修が必要な主

にトイレを中心としたバリアフ

リー化の達成率 

100% - H35 年度末 建設課 

12 横井中央線電線共同溝整備事業 
幹線避難路整備 無電柱化計画

進捗率 
100% 

73.2％ 

H29 年度末 
H35 年度末 建設課 

13 木造住宅の耐震化の促進 

住宅の耐震化（住宅の総数に対

する耐震性を有する住宅戸数の

割合） 

95% 78.9% H32 年度 建築住宅課 

14 本庁舎の機能更新に向けた検討の推進 本庁舎の機能更新 - - - 資産活用課 

15 学校施設の耐震化 耐震化率の割合 100% 
H29年度末

90.2％ 
H35 年度末 教育総務課 

16 学校における防災訓練の実施 避難訓練の実施回数 3 回/年 100% H28 年度 学校教育課 

17 
学校給食センター消防計画に基づく訓

練、日常点検、防災研修の実施 

防災訓練、日常点検、防災研修

の実施回数 

防災訓

練：2 回

/年日常

点検：1

回/月防

災研修：

1 回/年 

防災訓練：1

回／年日常点

検：1 回／月

防災研修：1

回／年 

各年度末 学校給食課 

18 新病院の建設 市民病院の機能更新 - - H32 年度末 病院建設課 
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【1：大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される】 

【1－2：地震等による土砂災害や堤防決壊等による死傷者の発生】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 

高齢者福祉施設及び介護保険事業所へ

の適切な避難行動の周知 

実地指導等の際に高齢者福祉施

設及び介護保険事業所への随時

指導 

100％ 100％ H37 年度末 

（随時） 長寿介護課 

2 
野田旗指地区急傾斜地崩壊対策事業 野田旗指地区急傾斜地崩壊対策

事業の進捗率 

100％ 7.6％ 

H28 年度末 

H34 年度末 
建設課 

3 
雨水幹線（都市下水路含む）の整備 雨水幹線整備率 

- 
51.5％ 

H28 年度末 
- 建設課 

 

【1：大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される】 

【1－3：台風・豪雨等に伴う洪水及び広域かつ長期的な浸水による死傷者の発生】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
障害者に対する災害時の 

適切な避難行動の周知 

適切な避難行動に関する通知又

は説明会の実施 

1 回/年 未実施 平成 30 年度

から継続実施 
福祉課 

２ 
野田旗指地区急傾斜地崩壊対策事業 野田旗指地区急傾斜地崩壊対策

事業の進捗率 

100％ 7.6％ 

H28 年度末 

H34 年度末 
建設課 

３ 
雨水幹線（都市下水路含む）の整備 雨水幹線整備率 

- 
51.5％ 

H28 年度末 
- 建設課 
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【1：大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される】 

【1－4：台風・豪雨等に伴う大規模な土砂災害の発生による死傷者の発生】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
野田旗指地区急傾斜地崩壊対策事業 野田旗指地区急傾斜地崩壊対策

事業の進捗率 

100％ 7.6％ 

H28 年度末 

H34 年度末 
建設課 

 

【1：大規模自然災害が発生したときでも、人命が最大限保護される】 

【1－5：情報伝達の不備や地域や施設での避難態勢の不備等に伴う避難行動の遅れによる多数の死傷者の発生】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
災害時情報伝達の強化・促進（同報無

線） 

市の同報無線子局の設置数

（223 基） 

100% 100% 

H28 年度末 

H27 年度末 
危機管理課 

2 
災害時情報伝達の強化・促進（デジタ

ル化等） 

デジタル化を含めた新方式の検

討・整備 

100% 
- 

H34 年度末 
危機管理課 

3 
災害時情報伝達の強化・促進（防災メ

ール） 

防災メールの登録者数 100% 45.3%  

H28 年度末 

H34 年度末 
危機管理課 

4 

地域防災訓練の充実・強化（自主防災

組織） 

防災の日、地域防災の日に自主

防災組織が実施する訓練への参

加者数（55,000人） 

100% 100％ 

H29 年度末 

H29 年度末 

危機管理課 

５ 
自主防災組織の資機材整備の促進 安否確認用黄色い旗の整備率 100% 100% 

Ｈ28 年度末 

H28 年度末 
危機管理課 

６ 

F ネットの周知及び利用者の拡大 HP での掲載 

1 回/年以上の情報伝達 

掲載 

1 回/年

以上 

掲載 

１回/年 

継続実施 

福祉課 

７ 学校における防災訓練の実施 避難訓練の実施回数 3 回/年 100% H28 年度 学校教育課 

８ 
ジュニア防災士の育成 認証者数（累計） 4,000 人 314 人 

H28 年度末 

H33 年度 
学校教育課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

９ 
公立学校の防災体制の強化・推進 「防災教育推進のための連絡会

議」の開催校 

25 校 100% H25 年度 
学校教育課 

10 

社会教育施設における体験学習や防災

講座の開催 

各施設において年 1 回以上開催

する 

100% 

（9 施設） 

33% 

（3 施設） 

H29 年度末 

H34 年度末 

社会教育課 
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【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－1：被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
市民の緊急物資備蓄の促進（食料） 7 日以上の食料を備蓄している市

民の割合 

100% 6.3% 

H27 年度末 

H34 年度末 
危機管理課 

2 
市民の緊急物資備蓄の促進（水） 7 日以上の飲料水を備蓄している

市民の割合 

100% 9.6% 

H27 年度末 

H34 年度末 
危機管理課 

3 

市の緊急物資備蓄の促進 市の備蓄食料数 

（想定避難者 3 万 5 千人×3 食

分＝10 万 5 千食） 

100% 100% H28 年度末 

危機管理課 

4 
非常用給水タンクの整備（避難所） 非常用給水タンク（39基）の整

備率 

100% 100% Ｈ２６年度 
危機管理課 

5 
緊急物資備蓄の促進 緊急物資備蓄に関する通知又は説

明会の実施 

1 回/年 未実施 平成 30 年度

から継続実施 
福祉課 

6 

高齢者福祉施設及び介護保険事業所へ

の緊急物資備蓄の促進の周知 

実地指導の際に高齢者福祉施設及

び介護保険事業所への緊急物資備

蓄の促進の随時指導 

100% 100% H37 年度末 

（随時） 長寿介護課 

7 
事業所内での食料等の緊急物資の備蓄

の推進 

事業所内での緊急物資備蓄の割合 100％ 49.7％ 

（H26 年度） 

H34 年度末 
商工課 

8 
可搬給水袋の備蓄促進 給水袋保有数 3,000

袋 

1,400 袋 H34 年度末 
水道課 

9 
配水池の耐震化 13 配水池における有効容量の耐

震割合 

99％ 96.2％ H34 年度末 
水道課 

10 
学校給食センターの貯水槽の維持管理 

（中部、南部学校給食センター） 

貯水槽の清掃、水質検査実施回数 1 回/年

度 

1 回実施 毎年度 
学校給食課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

11 

備蓄食材の整備 

（中部、南部学校給食センター） 

備蓄食材の定期的な更新 消費期限

内での更

新 

H28 年度更新 消費期限に合

わせ随時更新 学校給食課 

 

【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－2：避難経路や救援ルートの途絶等による、多数かつ長期にわたる孤立集落や孤立住民等の同時発生】 

 

【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－3：警察、常備消防、自衛隊等の被災地への進出困難による救助・救急活動力の絶対的不足】 

 

【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－4：消防団員の被災、道路の阻絶・浸水、ポンプ車の故障、防火水槽・消火栓の損壊等により、消防団の機能発揮が困難】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
消防施設・設備の整備の促進 耐震性防火水槽の整備率 

- 
270 基 

Ｈ29 度当初 
- 危機管理課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
孤立予想集落の通信手段の確保 孤立予想集落（24集落）におけ

る衛星携帯電話の整備及び更新率 

100% 100% H25 年度末 
危機管理課 

2 
地域の防災活動を支える人材の育成 自主防災組織（133組織）の資

機材充足率 

100% 
- 

H34 年度末 
危機管理課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
地域の防災活動を支える人材の育成 自主防災組織（133組織）の資

機材充足率 

100% 
- 

H34 年度末 
危機管理課 

２ 
学校施設の耐震化 避難所となる屋内運動場の耐震化 100％ H29年度末 

88％ 

H33 年度末 

 
教育総務課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

2 地域の消防力の確保 消防団員数（900 人） 100% 95.6% H29 年度末 危機管理課 

3 
消防団用防災資機材の整備 消防団用防災資機材（16 個分団

に各一式）の充足率 

100% 
- 

H34 年度末 
危機管理課 

4 
市用防災資機材の整備 市用防災資機材（第一次指定避難

所 39 か所に各一式）の充足率 

100% 
- 

H34 年度末 
危機管理課 

5 
消防救急無線の高度化 消防救急デジタル無線の導入 100% 100% H27 年度末 危機管理課 

（島田消防署） 

 

【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－5：住民の多数被災、自主防災組織倉庫の被災等により、自主防災組織としての救援・消火活動が殆どできない事態の発生】 

 

【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－6：救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
地域の防災活動を支える人材の育成 自主防災組織（133組織）の資

機材充足率 

100% 
- 

H34 年度末 危機管理課 

2 
自主防災組織の資機材整備の促進 安否確認用黄色い旗の整備率 100% 100% 

Ｈ28 年度末 

H28 年度末 危機管理課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 石綿管布設替事業の促進 石綿管 1,140m の布設替率 100％ 67.6％ H31 年度末 水道課 

2 
配水池の耐震化 13 配水池における有効容量の耐

震割合 

99％ 96.2％ H34 年度末 
水道課 

3 
公共下水道ストックマネジメントによ

る性能評価の実施 

脆弱性評価による計画的な施設の

改修計画の策定 
- 

H29 から着手 Ｈ32 年度末 
下水道課 

4 クリーンセンターの機器の更新 長寿命化事業の実施 - H26 から着手 Ｈ32 年度末 下水道課 
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【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－7：想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者（観光客を含む）への水・食料等の供給不足】 

 

【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－8：医療施設及び関係者等の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺】 

 

【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－9：被災地における疫病・感染症等の大規模発生】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
社会福祉施設の衛生用品や感染症対策 衛生用品や感染症対策に関する通

知又は説明会の実施 

1 回/年 未実施 平成 30 年度

から継続実施 
福祉課 

2 

高齢者福祉施設及び介護保険事業所へ

の平時からの予防措置の周知 

実地指導等の際に高齢者福祉施設

及び介護保険事業所への平時から

の予防措置の指導 

100％ 100％ H37 年度末 

（随時） 長寿介護課 

3 
予防接種の推進 麻しん・風しん予防接種の接種率 100％ 99.2％ 平成 30 年度

から継続実施 
健康づくり課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
事業所内での食料等の緊急物資の備蓄

の推進 

事業所内での緊急物資備蓄の割合 100％ 49.7％ 

（H26 年度） 

H34 年度末 
商工課 

2 災害時の観光客に対する安全確保 観光客の災害対策計画等の策定 100％ 50％ H31 年度末 観光課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
医療救護体制の充実 医療救護計画の策定・改訂 100％ 100％ 平成 30 年度

から継続実施 
健康づくり課 

2 
救護所資機材等の整備 救護所（6か所）資機材及び消耗

品等の充足率 

100％ 70％ 平成 30 年度

から継続実施 
健康づくり課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

4 
感染症予防備蓄品の充実 避難所防疫対策及び新型インフル

エンザ等感染症物品備蓄率 

100％ 80％ 平成 33 年 
健康づくり課 

5 
公共下水道ストックマネジメントによ

る性能評価の実施 

脆弱性評価による計画的な施設の

改修計画の策定 
- 

H29 から着手 Ｈ32 年度末 
下水道課 

6 

島田環境組合との連携 協定締結・平常時市民啓発の連携 

- 

Ｈ29 から協定

内容協議 

Ｈ30 協定締

結 

市民啓発は通

年 

下水道課 

 

【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－10：避難所施設の被災や避難所運営体制構築の遅れにより、避難所運営が円滑にできない、安全が確保できない状況の発生市外避難者の増大や想定

外の避難者発生に伴う避難所の施設の絶対量の不足】 

 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 

福祉避難所協定締結施設の拡大 

福祉避難所開設運営マニュアルの策定 

福祉避難所協定締結施設の拡大 

福祉避難所開設運営マニュアルの

策定 

40 施設

策定完了 

29 施設 

策定完了 

平成 35 年度 福祉課 

長寿介護課 

健康づくり課 

子育て応援課 

保育支援課 

危機管理課 

2 
第一次指定避難所運営支援体制の充

実・強化 

第一次指定避難所運営会議の開催

数（39 か所×2 回） 

100% 66.7% 

Ｈ28 年度末 

H29 年度末 
危機管理課 

3 
第一次指定避難所の防災倉庫の整備 第一次指定避難所（39施設）に

おける防災倉庫の整備率 

100% 97.4% 

Ｈ28 年度末 

H30 年度末 
危機管理課 
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【2：大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動及び救援活動が迅速に行われるまた、それが極めて困難な場合でも最低限必要な対応ができる】 

【2－11：医療施設が被災、医療スタッフ不足、患者数の急激な増大により、患者の応急救護活動の実施が困難】 

  

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
災害医療救護従事者説明会への参加 災害医療救護従事者説明会への参

加率 

100％ 100％ 平成 30 年度

から継続実施 

健康づくり課 



 

 

1
1

0
 

【3：大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する】 

【3－1：防災拠点となる公共施設・車両・器材等の被災による行政機能の大幅低下（本庁舎、おおるり、消防署、車両・器材等）】 

 

【3：大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する】 

【3－2：市職員の被災による行政機能の大幅低下】 

 

【3：大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する】 

【3－3：市の出先機関の被災による行政機能の大幅低下】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
免震型施設へのグループウェアサーバ

機器の移設 

グループウェアサーバ機器の免新

型施設への移設時期 

平成 31

年 1 月 

なし 平成 31 年 1

月 
広報情報課 

２ 本庁舎の機能更新に向けた検討の推進 本庁舎の機能更新 - - - 資産活用課 

３ 新病院の建設 市民病院の機能更新 - - H32 年度末 病院建設課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
業務継続計画（ＢＣＰ）の修正 状況に応じた修正の実施 １回/年 １回 継続実施 危機管理課

（主） 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 

学校給食センター消防計画に基づく訓

練、日常点検、防災研修の実施 

防災訓練、日常点検、防災研修の

実施回数 

防災訓

練：2 回

/年 

日常点

検：1 回

/月 

防災研

修：1 回

/年 

防災訓練：1

回／年 

日常点検：1

回／月 

防災研修：1

回／年 

各年度末 

学校給食課 
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【3：大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する】 

【3－5：行政・地域の防犯・治安機能の悪化による、盗難等の犯罪の大量発生】 

 

  

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
地域の防災活動を支える人材の育成 自主防災組織（133組織）の資

機材充足率 

100%  H34 年度末 
危機管理課 

２ 防犯講座の実施 犯罪率の抑制 - 12 回 - 生活安心課 



 

 

1
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【4：大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する】 

【4－1：電力供給停止、同報無線設備、ネット回線の被災等による情報通信手段の機能発揮が困難】 

 

【4：大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する】 

【4－2：テレビ・ラジオ報道、ネット配信の中断、電話不通等により、市民や関係機関に情報が伝達できない】 

 

【4：大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する】 

【4－3：高齢者等の災害弱者の情報獲得手段が限られていることによる重要情報伝達の不備】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
災害時情報伝達の強化・促進（同報無

線） 

市の同報無線子局の設置数（223

基） 

100% 100% 

H28 年度末 

H27 年度末 
危機管理課 

２ 
災害時情報伝達の強化・促進（デジタ

ル化等） 

デジタル化を含めた新方式の検

討・整備 

100% 
- 

H34 年度末 
危機管理課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
ふじのくに防災情報共有システムの運

用訓練の実施 

運用訓練の実施率 100％ 100％ 

（3 回） 

H34 年度末 
水道課 

２ 
衛星インターネットの維持 衛星インターネットを維持してい

る施設数 

3 3 Ｈ28 年度 
広報情報課 

３ 
避難所への Wi-Fiの整備 第一次避難所に設置されている

Wi-Fi の数 

39 0 
- 

広報情報課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
ＦＵＪＩＳＡＮシステムの管理・活用 システム研修等への参加率 100％ 100％ 平成 30 年度

から継続実施 
健康づくり課 

２ 
避難所への Wi-Fiの整備 第一次避難所に設置されている

Wi-Fi の数 

39 0 
- 

広報情報課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

３ 
災害時情報伝達の強化・促進（防災メ

ール） 

防災メールの登録者数 100% 45.3%  

H28 年度末 

H34 年度末 
危機管理課 

４ 

要支援者名簿の整理 避難行動要支援者名簿の平時から

の情報提供に関する同意率 

90％ 93％ 

（H30.2.15 時点） 

H29 年度 福祉課 

危機管理課 

長寿介護課 

５ 

F ネットの周知及び利用者の拡大 HP での掲載 

1 回/年以上の情報伝達 

掲載 

1 回/年

以上 

掲載 

2～3 回/年 

H29 年度 

福祉課 
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【5：大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動

をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）を早期に確保する】 

【5－1：幹線道路・橋りょうの被災により、緊急輸送ルートの確保が困難】 

 

【5：大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動

をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）を早期に確保する】 

【5－2：緊急輸送ルートの開設を担当する建設業者の被災による緊急輸送ルート確保の大幅な遅延】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 

事業所の防災対策（地震防災応急計画

の策定）の促進 

地震防災応急計画の策定率 100％ 93.1% 

（H28 年度

末） 

H31 年度末 
危機管理課 

（島田消防署） 

２ 
事業所等の事業継続の促進 事業所（100人以上）の業務継

続計画（ＢＣＰ）策定率 

100％ 16.7％ 

（H26 年度） 

H32 年度 
商工課 

３ 島田市道路啓開計画 道路啓開計画の策定 100％ 0％ H30 年度末 すぐやる課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
橋梁長寿命化点検計画に伴う法定点検 対象となる橋りょうの点検割合 100％ 81.7％ 

H29 年度末 

H30 年度末 
すぐやる課 

２ 橋梁長寿命化修繕計画 橋梁長寿命化修繕計画の策定 100％ 0％ H30 年度末 すぐやる課 

３ 
橋梁長寿命化修繕・耐震事業 

 

橋りょうの長寿命化修繕・耐震工

事実施率 

100％ 32％ 

H28 年度末 

H35 年度末 
建設課 

４ 
谷口道線（北工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 2％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 

５ 
島竹下線（竹下工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝440ｍ 

100％ 16％ 

H29 年度末 

H35 年度末 
建設課 

６ 
菊川神谷城線（松島・神谷城工区） 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 12％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

４ 
民間団体等との災害時応援協定内容の

整備 

協定マニュアルの作成 100％ 0％ H34 年度末 
水道課 

 

【5：大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動

をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）を早期に確保する】 

【5－4：各地区での救援体制（地区対策本部体制等）構築未実施により、避難所から個々の被災者への救援物資配分等が確実に実施できない】 

 

【5：大規模自然災害が発生したときでも、救助・救急、消火、医療活動等の救援活動、市民の避難行動、広域応援部隊の行動及び救援物資等の輸送活動

をより円滑に行うための態勢（物的・人的基盤）を早期に確保する】 

【5－6：緊急ヘリポートの被災、避難者の集合、アクセス道路の阻絶、要員配置の不足による使用困難】 

 

  

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
第一次指定避難所運営支援体制の充

実・強化 

第一次指定避難所運営会議の開催

数（39 か所×2 回） 

100% 66.7% 

Ｈ28 年度末 

H29 年度末 危機管理課 

2 
第一次指定避難所の防災倉庫の整備 第一次指定避難所（39施設）に

おける防災倉庫の整備率 

100% 97.4% 

Ｈ28 年度末 

H30 年度末 危機管理課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 

地域防災計画で定めたヘリポートの確

保 

域防災計画で定めたヘリポート

（27 か所）の開設、運営体制の

整備 

100% 11.1% 

（Ｈ28 年度

末） 

H34 年度末 

 危機管理課 



 

 

1
1

6
 

【6：大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない】 

【6－1：サプライチェーンの寸断等に伴う企業の生産力低下による経済活動の停滞】 

 

【6：大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない】 

【6－3：重要な産業施設の損壊、火災、爆発等】 

 

【6：大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない】 

【6－4：基幹交通ネットワーク（陸上、航空）の機能停止】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 

地域防災計画で定めたヘリポートの確

保 

域防災計画で定めたヘリポート

（27 か所）の開設、運営体制の

整備 

100% 11.1% 

（Ｈ28 年度

末） 

H34 年度末 

危機管理課 

２ 
橋梁長寿命化点検計画に伴う法定点検 対象となる橋りょうの点検割合

（5 年ごと点検） 

100％ 

 

81.7％ 

H29 年度末 

H30 年度末 

（継続点検） 
すぐやる課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 

事業所の防災対策（地震防災応急計画

の策定）の促進 

地震防災応急計画の策定率 100％ 93.1% 

（H28 年度

末） 

H31 年度末 
危機管理課 

（島田消防署） 

２ 
事業所等の事業継続の促進 事業所（100人以上）の業務継

続計画（ＢＣＰ）策定率 

100％ 16.7％ 

（H26 年度） 

H32 年度 
商工課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 

事業所の防災対策（地震防災応急計画

の策定）の促進 

地震防災応急計画の策定率 100％ 93.1% 

（H28 年度

末） 

H31 年度末 
危機管理課 

（島田消防署） 

２ 
事業所等の事業継続の促進 事業所（100人以上）の業務継

続計画（ＢＣＰ）策定率 

100％ 16.7％ 

（H26 年度） 

H32 年度 
商工課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

３ 

橋梁長寿命化修繕計画 橋梁長寿命化修繕計画の策定 

（5 年ごと策定） 

100％ 0％ H30 年度末 

（継続的に見

直す） 

すぐやる課 

４ 
橋梁長寿命化修繕・耐震事業 

 

橋りょうの長寿命化修繕・耐震工

事実施率 

100％ 32％ 

H28 年度末 

H35 年度末 
建設課 

５ 
谷口道線（北工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 2％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 

６ 
島竹下線（竹下工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝440ｍ 

100％ 16％ 

H29 年度末 

H35 年度末 
建設課 

７ 
菊川神谷城線（松島・神谷城工区） 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 12％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 

 

【6：大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない】 

【6－5：食料、水等の安定供給の停滞】 

 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
学校給食センターの貯水槽の維持管理 

（中部、南部学校給食センター） 

貯水槽の清掃、水質検査実施回数 1 回/年 1 回／年 毎年度 
学校給食課 

2 

備蓄食材の整備 

（中部、南部学校給食センター） 

備蓄食材の定期的な更新 消費期限

内での更

新 

H28 年度更新 消費期限に合

わせ随時更新 学校給食課 
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【6：大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない】 

【6－6：事業再開に必要な人的資源、資金の不足】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
大規模自然災害発生後の対策につい

て、市内経済団体と協議する 

商工会議所、商工会と協議の場を

設ける 

年 1 回 
- - 商工課 

2 

大規模自然災害発生後の労働力確保対

策について、ハローワーク島田と協議

していく 

ハローワーク島田と協議の場を設

ける 

年 1 回 

- - 商工課 

3 

大規模自然災害発生後の経済活動再開

のための融資制度を市内金融機関と協

議する 

市内金融機関との協議の場を設け

る 

年 1 回 

- - 商工課 
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【7：大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等のライフライン及び通信、交通ネットワーク等

のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期に復旧させる】 

【7－1：電力供給ネットワーク（発変電所、送電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機能停止】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 

事業所や工場等が太陽光発電等の設備

を導入する場合の国等の補助制度を周

知する。 

広報紙等による周知 年 1 回 

- - 商工課 

 

【7：大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等のライフライン及び通信、交通ネットワーク等

のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期に復旧させる】 

【7－2：上下水道・ごみ処理等のライフライン・生活インフラ関連施設・設備の被災による長期間の機能停止】 

 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
配水池の耐震化 13 配水池における有効容量の耐

震割合 

99％ 96.2％ H34 年度末 
水道課 

２ 
可搬給水袋の備蓄促進 給水袋保有数 3,000

袋 

1,400 袋 H34 年度末 
水道課 

３ 
公共下水道ストックマネジメントによ

る性能評価の実施 

脆弱性評価による計画的な施設の

改修計画の策定 
- 

H29 から着手 Ｈ32 年度末 
下水道課 

４ 

島田環境組合との連携 協定締結・平常時市民啓発の連携 

- 

Ｈ29 から協定

内容協議 

・Ｈ30 協定

締結 

・市民啓発は

通年 

下水道課 



 

 

1
2
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【7：大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等のライフライン及び通信、交通ネットワーク等

のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期に復旧させる】 

【7－3：汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止】 

 

【7：大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等のライフライン及び通信、交通ネットワーク等

のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期に復旧させる】 

【7－4：地域交通ネットワークが分断する事態】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
公共下水道ストックマネジメントによ

る性能評価の実施 

脆弱性評価による計画的な施設の

改修計画の策定 
- 

H29 から着手 Ｈ32 年度末 下水道課 

2 下水道ＢＣＰの見直し - - - 通年 下水道課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 

地域防災計画で定めたヘリポートの確

保 

域防災計画で定めたヘリポート

（27 か所）の開設、運営体制の

整備 

100% 11.1% 

（Ｈ28 年度

末） 

H34 年度末 

 危機管理課 

２ 
橋梁長寿命化点検計画に伴う法定点検 対象となる橋りょうの点検割合 100％ 81.7％ 

H29 年度末 

H30 年度末 
すぐやる課 

３ 橋梁長寿命化修繕計画 橋梁長寿命化修繕計画の策定 100％ 0％ H30 年度末 すぐやる課 

４ 
橋梁長寿命化修繕・耐震事業 

 

橋りょうの長寿命化修繕・耐震工

事実施率 

100％ 32％ 

H28 年度末 

H35 年度末 
建設課 

５ 
谷口道線（北工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 2％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 

６ 
島竹下線（竹下工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝440ｍ 

100％ 16％ 

H29 年度末 

H35 年度末 
建設課 

７ 
菊川神谷城線（松島・神谷城工区） 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 12％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 



 

 

1
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【7：大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等のライフライン及び通信、交通ネットワーク等

のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期に復旧させる】 

【7－5：応急仮設住宅等の住宅支援対策の遅延による避難生活の長期化】 

 

【7：大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に最低限必要な電気、ガス、上下水道、燃料等のライフライン及び通信、交通ネットワーク等

のインフラを確保するとともに、これらを努めて早期に復旧させる】 

【7－6：被災者へのきめ細やかな支援の不足による心身の健康被害の発生】 

 

  

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 

応急仮設住宅建設予定地の選定 選定箇所数・戸数 18 か所

1,292

戸 

18 か所

1,292 戸 

継続的に調整 

建築住宅課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
災害ボランティアの受入充実 災害時健康支援マニュアルの策

定・改正 

100％ 90％ 平成 30 年度

から継続実施 
健康づくり課 

2 
健康マニュアルの整備 策定・改定率 100％ 100％ 平成 30 年度

から継続実施 
健康づくり課 



 

 

1
2
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【8：人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない】 

【8－1：風評被害等による地域経済等の甚大な影響】 

 

【8：人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない】 

【8－2：原子力発電所の事故による放射性物質の放出】 

 

【8：人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない】 

【8－3：大規模火災による多数の死傷者の発生】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
消防施設・設備の整備の促進 耐震性防火水槽の整備率 

- 
270 基 

Ｈ29 度当初 
- 危機管理課 

２ 地域の消防力の確保 消防団員数（900 人） 100% 95.6% H29 年度末 危機管理課 

３ 
消防団用防災資機材の整備 消防団用防災資機材（16 個分団

に各一式）の充足率 

100% 
- 

H34 年度末 
危機管理課 

４ 
市用防災資機材の整備 市用防災資機材（第一次指定避難

所 39 か所に各一式）の充足率 

100% 
- 

H34 年度末 
危機管理課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
防災教育の実施 防災教育の授業時間数 2 時間/年 1 時間/年

H29 年度 

H34 年度 
学校教育課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
原子力防災対策の推進 島田市原子力災害広域避難計画の

策定 

策定 策定済 Ｈ29 年度 
危機管理課 

2 
原子力災害研修等への参加 安定ヨウ素剤配付訓練への開催 100％ 100％ 平成 30 年度

から継続実施 
健康づくり課 

３ 
防災教育の実施 防災教育の授業時間数 2 時間/年 1 時間/年

H29 年度 

H34 年度 
学校教育課 



 

 

1
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

５ 
消防救急無線の高度化 消防救急デジタル無線の導入 100% 100% H27 年度末 危機管理課 

（島田消防署） 

 

【8：人命確保に致命的影響を及ぼす制御不能な二次災害を発生させない】 

【8－5：感染症の大規模発生等による関連死の多数発生】 

 

  

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
予防接種の推進 麻しん・風しん予防接種の接種率 100％ 99.2％ 平成 30 年度

から継続実施 

健康づくり課 

２ 
感染症予防備蓄品の充実 避難所防疫対策及び新型インフル

エンザ等感染症物品備蓄率 

100％ 80％ 平成 33 年 健康づくり課 

３ 

島田環境組合との連携 協定締結・平常時市民啓発の連携 

- 

Ｈ29 から協定

内容協議 

Ｈ30 協定締

結 

市民啓発は通

年 

下水道課 

４ 感染症予防の啓発 感染症予防に係る授業の実施 1 時間/年 なし H34 年度 学校教育課 
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【9：大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段階で整備する】 

【9－1：大量に発生する災害廃棄物の処理や遺体措置の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態】 

 

【9：大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段階で整備する】 

【9－2：地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態】 

 

【9：大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段階で整備する】 

【9－3：高速道路や鉄道等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 
橋梁長寿命化点検計画に伴う法定点検 対象となる橋りょうの点検割合 100％ 81.7％ 

H29 年度末 

H30 年度末 
すぐやる課 

２ 橋梁長寿命化修繕計画 橋梁長寿命化修繕計画の策定 100％ 0％ H30 年度末 すぐやる課 

３ 
橋梁長寿命化修繕・耐震事業 

 

橋りょうの長寿命化修繕・耐震工

事実施率 

100％ 32％ 

H28 年度末 

H35 年度末 
建設課 

４ 
谷口道線（北工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 2％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 遺体の適切な対応の促進 島田市遺体措置計画の見直し 100％ 100％ Ｈ29 年度末 市民課 

2 
市町広域火葬共同運用体制による訓練

の促進 

静岡県特化型実践訓練（広域火葬

訓練）への参加 

100％ 100％ Ｈ29 年度末 市民課 

（環境課） 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
地域の防災活動を支える人材の育成 自主防災組織（133組織）の資

機材充足率 

100% 
- 

H34 年度末 
危機管理課 

２ 
地域における防災人材の活用 自主防災組織における防災人材の

認知率 

100% 39% 

（H24 年度） 

H34 年度末 
危機管理課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

５ 
島竹下線（竹下工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝440ｍ 

100％ 16％ 

H29 年度末 

H35 年度末 
建設課 

６ 
菊川神谷城線（松島・神谷城工区） 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 12％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 

７ 

島田環境組合との連携 協定締結・平常時市民啓発の連携 

- 

Ｈ29 から協定

内容協議 

・Ｈ30 協定

締結 

・市民啓発は

通年 

下水道課 

 

【9：大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段階で整備する】 

【9－4：被災者の住居（仮設住宅・みなし仮設住宅・復興住宅）や職の確保ができず生活再建が大幅に遅れる事態】 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 

被災者の経済的な生活基盤を確保する

ため、雇用維持対策や再就職支援が円

滑に実施できるよう、ハローワーク島

田等の関係機関との連携を強化する 

ハローワーク島田等との協議の場

を設ける 

年 1 回 

- - 商工課 

2 

事業所の事業活動の維持を図るため、

業務継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進

する 

事業所（100人以上）の業務継

続計画（ＢＣＰ）策定率 

100％ 16.7％ 

（H26 年度） 

H32 年度 

商工課 

3 
震災復興のための都市計画行動計画の

推進 

島田市都市計画行動計画の策定 100% 100% H29 年度末 
都市政策課 

４ 
十箇年計画に伴う地籍調査 地籍調査の進捗率 

- 
平成 28 年度

末 40.6％ 

毎年計画的に

実施 
都市政策課 
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№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

５ 

応急仮設住宅建設予定地の選定 選定箇所数・戸数 18 か所

1,292

戸 

18 か所

1,292 戸 

継続的に調整 

建築住宅課 

６ 公営住宅の長寿命化（外壁塗装等） 避難生活の長期化の住宅支援 216 156 平成 32 年度 建築住宅課 

 

【9：大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を努めて早い段階で整備する】 

【9－6：住宅被害調査やり災証明発行業務が遅延し、生活再建が大幅に遅れる事態】 

 

  

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
被害認定基準に則した公平・適正な調

査の実施 

調査班員の受講率 年１回 年 1 回 夏季に継続的

に実施 
課税課、納税課 

２ 
生活再建相談とり災証明発行業務の連

携の具体化 

各班のマニュアルに記載 記載完了 
- 

平成 31 年度 福祉課、課税課、

納税課、 
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【10：防災、減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりが実現される】 

【10－1：企業・住民の流出等による地域活力の低下】 

 

【10：防災、減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりが実現される】 

【10－2：限界集落の発生等による地域防災力の低下】 

 

【10：防災、減災と地域成長を両立させた魅力ある地域づくりが実現される】 

【10－4：放置された空き家や公共施設等の管理不足による災害リスクの助長】 

 

  

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
震災復興のための都市計画行動計画の

推進 

島田市都市計画行動計画の策定 100% 100% H29 年度末 
都市政策課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
孤立予想集落の通信手段の確保 孤立予想集落（24集落）におけ

る衛星携帯電話の整備及び更新率 

100% 100% H25 年度末 
危機管理課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

１ 島田市不動産バンク事業 不動産（建物）登録件数（累計） 80 33（Ｈ29） Ｈ34 年度 地域づくり課 

２ 空家等対策計画 策定 - - - 建築住宅課 

３ 中古住宅利活用 
特定空家（危険な空家）の発生の

抑制 
- 

8 戸（H29年

度実績） 
- 建築住宅課 

４ 
予防保全型の維持管理手法などの導入

による施設の長寿命化 

公共施設の資産老朽化比率 57% 56.9% 

H28 年度末 

H33 年度末 
資産活用課 
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【11：復旧・復興段階で、県、広域応援部隊及び近隣市町との連携の拠点として活動し、県全体の復旧・復興に寄与する】 

【11－1：緊急輸送ルートの確保が遅延し、防災拠点となる富士山静岡空港や広域応援部隊が集結する大井川緑地へのアクセス道路や活動拠点となる地

域が自由に使用できない事態の発生】 

 

【11：復旧・復興段階で、県、広域応援部隊及び近隣市町との連携の拠点として活動し、県全体の復旧・復興に寄与する】 

【11－4：ボランティアの受け入れ態勢を十分に確保できない事態の発生】 

 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
橋梁長寿命化点検計画に伴う法定点検 対象となる橋りょうの点検割合 100％ 81.7％ 

H29 年度末 

H30 年度末 
すぐやる課 

２ 橋梁長寿命化修繕計画 橋梁長寿命化修繕計画の策定 100％ 0％ H30 年度末 すぐやる課 

３ 
橋梁長寿命化修繕・耐震事業 

 

橋りょうの長寿命化修繕・耐震工

事実施率 

100％ 32％ 

H28 年度末 

H35 年度末 
建設課 

４ 
谷口道線（北工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 2％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 

５ 
島竹下線（竹下工区）整備事業 緊急輸送路整備 

L＝440ｍ 

100％ 16％ 

H29 年度末 

H35 年度末 
建設課 

6 
菊川神谷城線（松島・神谷城工区） 緊急輸送路整備 

L＝400ｍ 

100％ 12％ 

H29 年度末 

H33 年度末 
建設課 

№ 取組内容 目標指標 数値目標 実績 達成時期 担当課 

1 
災害ボランティアコーディネーターの

養成 

コーディネーター人数 100 人 60.人 

H29 年度末 

H34 年度末 
福祉課 
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（別紙第 3） プログラム推進のために引き続き検討すべき取組 

 

№ 取組内容 目標 担当課 

1 通信回線の冗長化 全庁ＬＡＮの通信回線が冗長化されている施設を確保する 広報情報課 

2 ハザードマップの更新 ハザードマップの更新をする 危機管理課 

3 
ＩＣＴを活用した防災情報システムの構築 ＬＰＷＡ※15を活用した情報伝達を可能にする 

インターネットを活用した防災情報共有の体制をつくる 
危機管理課 

4 立地適正化計画策定の検討 立地適正化計画を策定する 都市政策課 

5 緊急輸送ルート沿道建築物の耐震化 沿道建築物の耐震診断を実施する 建築住宅課 

6 
り災証明の迅速な発行 

相談体制の強化 

り災証明書の申請からスムーズに発行し、ワンストップサービスを実現

する 

課税課、納税

課、福祉課 

7 校務データの免震施設への移設 公務データの保管場所を免震施設へ移設する 教育総務課 

8 学校における自家発電装置設置の推進 各校及びセンターサーバ配置施設への自家発電装置の設置を推進する 教育総務課 

9 耐震型自家発電設備の屋上設置 主要施設を賄える耐震型自家発電設備を確保する 施設所管課 

10 避雷器の適正設置 主要施設に避雷器が適正に設置されているかの確認をする 各施設 
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